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1 はじめに

（1）分析対象

第二次大戦中ドイツから日本窒素肥料株式会社（日窒）水俣工場へ輸送された Franz Braun社製

射出成形機 Isomaは「その能力を十分に発揮することなく敗戦を迎えることとなった」
（1）

。1947年に

株式会社名機製作所が日窒から Isomaをモデルとした射出成形機の製造を受注，製造された「ナデ

ム 100機」は「国産射出成形機として最初の実用機」
（2）

となった。機械国産化後，石油化学工業の確

立にともなって射出成形に適したプラスチック（熱可塑性樹脂）が本格的に生産されるようになると

射出成形機の生産も増大し，プラスチック射出成形（プラ成形）企業は増加していった（後述）。

1960年代にプラ成形企業が増加するが，その中心は中小企業であった。プラ成形が大量生産に適

しているという事情のもとでプラ成形企業は，高度成長期の自動車，家電といった量産型機械工業

の展開によって急増したプラスチック部品の需要に対応するために増加していったのである。

プラ成形に不可欠な治具が金型である。金型とは，「素材の塑性または流動性の性質を利用し成

形加工して製品を得るための，主として金属素材を用いてつくった型」
（3）

のことであり，成形品品質

の 70～90％を規定するといわれている。
（4）

したがって，プラ成形業が展開するためには適切なプラス

チック射出成形用金型（プラ型）が供給されなければならない。プラ型はプラ成形企業内で製造さ

れる場合（一貫企業）もあるが，中小のプラ成形企業が使用する金型は独立の金型製造企業に
（5）

よって

製造された。これら金型製造企業もまたほとんどが中小機械金属工業（機械・金属工業分野の中小企

業）であり高度成長の過程で増加していった。本稿が検討するのは，高度成長期日本でプラ型の製

造を担った中小機械金属工業であり，また，その受発注をめぐる大企業と中小機械金属工業の関係

である。

（2）金型産業研究と本稿の課題

プラ成形用に限らず金型は現代の大量生産システムにとって必要不可欠なマザーツールである。

（1） チッソ株式会社（2011），134頁。射出成形とは「成形材料をシリンダ内で加熱・溶融させた後，金
型のキャビティ内へ高圧で射出注入し，冷却・固定化して製品とする」ことで，主として熱可塑性プ
ラスチックが用いられる（松岡（2002），24頁）。なお，「成型」という場合があるが本稿では引用以
外では「成形」を使用する。2つの用語の意味に違いはないが，近年では「成形」が使用されることが
多いように思われる。

（2） 名機製作所 50年史編集委員会編（1986），39頁。
（3） 一般財団日本金型工業会 https://www.jdmia.or.jp/mold/（2023年 6月 26日閲覧）。
（4） 田口（2011），3頁。
（5） 金型を製造する企業は「金型メーカー」「金型製造業者」などといわれるが，本稿では引用を除き「金

型製造企業」とする。
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製品品質を根底から規定する金型は産業競争力の源泉でもあることから，その重要性が認識される

につれ金型に関する社会科学的研究も行われるようになる。特に 1980年代以降に日本製造業企業

の国際競争力の根拠として日本的生産システムが脚光を浴びるなか，下請企業・サプライヤー（特に

中小企業）の技術力の高さが注目されると，金型産業の生産構造，取引関係，技能形成，産業政策，

情報化などに関する研究が進められた。
（6）

そのなかで高度成長期における日本金型産業の歴史的な展

開に焦点をあてた研究としては田口（2011）や平山（2007, 2010）がある。

田口（2011）は 1980年代以降の日本の自動車，家電メーカー（最終組立企業）などの量産型機械工

業の国際競争力を支えたサポーティングインダストリーである金型産業の技術競争力要因とその形

成過程，および 90年代以降の東アジア（特に中国）の工業発展のなかでの日本金型製造企業の技術

的優位性，技術的分業関係を明らかにしている。日本金型産業の歴史的形成過程に関しては，1956

年の機械工業振興臨時措置法（機振法）を契機に 1つの独立した産業として確立し近代化していっ

たこと，金型製造企業は町工場の副業から金型専業製造企業が生まれるパターンと軍需などを担っ

てきた高い技術をもった企業が転業するパターンによって形成され，近代化の過程で階層化し製造

する金型分野を専門化させたこと，金型製造企業の階層性はユーザーの社会的分業構造に対応し日

本金型産業の技術優位の一要因となったこと，などを明らかにしている。

平山の研究は高度成長期の東京地区のプラ型製造企業を対象に，機振法による日本開発銀行（開

銀）融資対象外になった企業も含めて検討し，プラ型製造企業が組合を結成して設備投資資金難の解

決のために工作機械メーカーや東京都に対して割賦販売や設備近代化資金の申し込みを行っていっ

たことを明らかにしている。また，金型産業全体で生産体制について再編があったとし，万能的な

熟練工を中心としたグループ作業による生産体制から工程間分業が進展したとする。
（7）

このように金型産業の歴史的な研究は，高度成長期の展開がその後の技術競争力要因を形成した

ことを明らかにしてきた。本稿ではこうした研究成果を踏まえたうえで次の 2点を課題とする。

第 1にプラ型製造企業の形成（出自）についてである。上述のように田口（2011）は金型製造企業

の形成を明らかにしたが，そこで示したのは戦前からの町工場型の創業パターンと高い技術をもっ

て創業したパターンという大枠であって，金型製造企業が具体的にどのように出現したのかは十分

に明らかになっていない。特にプラ型の生産量が増加するのは高度成長期以降のことであり，その

過程についてはよくわかっていない。これは多分に資料的な限界によると考えられる。単品受注生

産であり，「規模が大きくなると潰れる」
（8）

といわれる金型産業は小規模性を特徴としている。中小企

（6） 金型産業の研究については田口（2011）を参照。
（7） 平山（2010）のプラ型製造業における生産体制の再編については本稿の課題に関わって後に検討す

る（6節）。
（8） 特定非営利活動法人 ITコーディネータ協会

https://www.itc.or.jp/foritc/useful/case_info/jirei32/honbun32.html（2023年 6月 26日閲覧）。
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業，特に小規模企業が社史などの企業記録を残すことは稀であり，金型製造企業の形成（出自）に

ついては，プラ型によらず日本の金型産業史研究としては残された課題となっている。本稿では日

本金型工業会の資料を利用することによって，この点を明らかにしたい。

第 2にデザイン・インといわれる組立企業（発注側企業），プラ成形企業，プラ型製造企業の 3者

による新製品設計の実態，ならびに，デザイン・インが行われるようになる企業間関係（デザイン・

イン関係）が発生した要因についてである。デザイン・インとは一般的には組立企業（例えば自動車

メーカーや家電メーカーなどの発注側（大）企業）の新製品の開発・設計に部品企業が参加することを

いう。特に新製品がプラ型を用いて生産される場合には，組立企業，プラ成形企業，プラ型製造企

業の 3者が新製品に関わる設計のある段階から参加し，プラ型製作条件，プラ成形条件を考慮して

製品設計が行われる。

デザイン・インは日本独特な企業間関係であり，日本金型産業の技術競争力の根拠の 1つとして

考えられてきた。
（9）

しかしながら，なぜデザイン・イン関係が発生したのかについてはこれまで省み

られてこなかった。プラ型に関するデザイン・インに早くから着目してきた斉藤栄司は「…“デザイ

ン・イン”という商品設計方式・企業間関係は，技術水準の高い優秀な金型生産者が組立メーカーの

外部に多数存在する日本の事情のもとで，家電分野ではかなり早い時期（1960年代半ば）に始まり

定着してきた」
（10）

と述べている。斉藤自身はデザイン・イン関係の発生過程を明らかにしていないが，

その調査研究によればプラ型に関わるデザイン・イン関係は，高度成長期にプラ成形とプラ型製造

が本格的に発展する初期の段階から形成されていたことになる。
（11）

デザイン・インは新製品に関わる

事項を検討するので，いわば密室で行われ，その内容も秘匿にされているため基本的に関係資料は

残されていない。そこで本稿では，高度成長期にデザイン・インに関わっていたプラ型製造企業（中

小企業）の経営者や家電メーカー（発注側大企業）のプラ型内製部門に所属していた技術者へのイン

タビュー調査によって，当該期のプラ型に関するデザイン・インの実態と，その関係がプラ型製造

の本格化と同時になぜ形成されたのかに迫っていく。

以下では，2節で高度成長期のプラ成形，プラ型製造業の展開についての基本的なデータを確認

したうえで，3節においてプラ型製造企業の出自について検討する。続く 4節，5節，6節において

高度成長期のプラ型製造に関わるデザイン・インの実態とその関係が発生した要因について探るこ

ととする。

（9） 斉藤（1994），27頁，田口（2011），25頁。
（10）斉藤（1994）， 19頁。
（11）田中美和（2005）によれば自動車業界の金型におけるデザイン・インはかなり後になって行われた

とのことである（200～202頁）。なお，藤本（1997）によると日本の自動車部品産業におけるブラッ
クボックス方式（デザイン・イン，承認図方式）の起源は戦前であり，急速に普及したのは 1960年代
とのことである（170，209～212頁）。
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2 高度成長期におけるプラスチック射出成形業と金型製造業の展開

（1）プラスチック射出成形業の展開

1950年代後半に石油化学工業が確立して熱可塑性プラスチックが本格的に生産されると，射出成

形も本格化した。
（12）

それまで射出成形品需要分野のプラスチック成形品は，熱硬化性プラスチックを

材料とする圧縮成形法によって生産されていた。
（13）

しかし，「射出成形というのは，熱可塑性プラス

チックを加熱シリンダー内で溶融させておき，これを低温に保った金型内に射出硬化させる方法で

あるから，圧縮成形にくらべるとはるかに能率的であり，連続操作も容易」
（14）

であったため，高度成

長期の家電や自動車といった量産型機械工業の発展にともなってプラスチック製品需要が増大する

と，射出成形が圧縮成形に代わると同時に新規需要分野を開拓し，プラスチック成形品製造の主流

となっていった。
（15）

プラ成形企業は，セルロイド加工企業や圧縮成形企業からの転換，兼業のほか，他分野からの転

換を含めた雑多な経路からの参入，新規開業によって形成された。
（16）

他分野からの転換では「織物加

工業者からの転換の例は多く，現在，射出成形業者の多い地方，例えば東京近傍でみると八王子，富

士吉田などでこの傾向が多い」
（17）

などともいわれていた。

プラ成形企業数を把握するための確定的な統計データはない。『工業統計表』には「他に分類され

ない可塑物製品製造業」（1967年から「プラスチック製品製造業」）の項目があるが，これにはさまざま

なプラスチック加工業が含まれている。圧縮，射出成形業は，1960年の中小企業業種別振興臨時措

置法，63年の中小企業近代化促進法で指定業種となることによって通商産業省（通産省）の実態調

査が行われており，その報告書が発表されている。通商産業省軽工業局有機化学第一課（1963）に

よれば，「成形業者は零細企業が非常に多く，企業数を正確に把握することは困難である」（23 頁）

としたうえで，1962年版『プラスチックス名鑑』では企業数は約 3,000であるが，家内工業的零細

企業も含めると少なくともその 3倍以上になるとして，表 1のように推定していた。ただし，「こ

のうち，約 3分の 1以上が兼業形態とみられるので，実際の企業数は 8,000～9,000と推定される」

（27頁）と述べられていた。同表では同時に大企業，中小企業の割合も推定しているが，ほとんどが

中小企業であった。

（12）佐々木事務所（1988），101頁。
（13）井手（1965）。圧縮成形とは「加熱した金型に成形材料を装てんし，加熱加圧して硬化させて製品を

得る方法」（松岡（2002），54頁）である。
（14）小山（1967），386頁。
（15）井手（1965），川村（1968），佐々木事務所（1988）第 3章第 5節。
（16）井手（1965），江口（1960），岡村（1965），渡辺（1964）。
（17）佐々木事務所（1988），106頁。
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表 1 成形方法別企業数と中小企業の割合（推定）

企業数
成形方法 推定企業数

企業数の割合 生産額の割合
大企業 中小企業 大企業 中小企業

圧縮成形 3,800 2％ 98％ 25％ 75％
射出成形 2,300 5 95 30 70
押出成形 1,300 10 90 50 50
インフレイション成形 260 5 95 10 90
中空成形 470 5 95 20 80
カレンダー成形 350 80 20 90 10
真空成形 360 5 95 20 80
積層成形 200 80 20 90 10
その他 3,000 1 99 5 95

計 12,040

出所）通商産業省軽工業局有機化学第一課（1963），27 頁。

表 1の時点では圧縮成形企業数が射出成形企業数よりも多く推定されているが，その後は射出成

形企業数の方が増加していったと考えられる。通商産業省軽工業局有機化学第一課（1965）は成形加

工別の樹脂消費量を示しているが，圧縮成形では 1960年 56,000トンから 64年 97,900トンで 1.7

倍の増加に対して，射出成形では 60年 54,100トンから 64年 198,000トンへ 3.7倍に増加してい

た（I–17 頁）。通商産業省化学工業局化学第二課（1968）でも圧縮成形では 1966年 96,000トンか

ら 67年 113,800トンへの増加に対し，射出成形では 66年 304,600トンから 67年 462,100トンに

増加しており，伸び率，消費量の水準で射出成形が圧縮成形を大きく上回っていた（13頁）。また，

表 2–a，bにあるように成形機械の生産台数でも射出成形機は 1963年に圧縮成形機を上回り，その

後も増加したのに対して圧縮成形機は 60年代後半以降減少していった。通産省の調査票の送付，回

収による調査では表 3にあるように圧縮成形専業の比率が減少し，射出成形専業の比率が増大した

が，それは圧縮成形企業が射出成形を兼業していったのと同時に射出成形専業企業が実際に増大し

たことを反映していたと考えられる。日本標準産業分類の改訂によって 1967年から『工業統計表』

に設定される「プラスチック製品製造業」の下位項目に「工業用品プラスチック製造業」
（18）

がある。射

出成形業のみではないし範囲も限定的であるが，近い数値として確認しておくと表 4にあるように

事業所数，生産額は増加していった。また，表 5にあるように地域的には生産の中心は東京，大阪，

愛知であった。

（18）「工業用品プラスチック製造業」は「主として射出，圧縮，その他の成形法により工業用のプラスチッ
ク製品を製造する事業所をいう。おもな製品はテレビジョンキャビネット，ラジオキャビネット，真
空掃じ機の器体（ボデー），冷蔵庫内装用品，扇風機の羽，パッキングなどである。ただし，主として
プラスチックを成形したのち，金属部分を組み込むなど二次加工をおこなって配線器具などの製品を
製造する事業所，機械器具の一部を構成し，かつ，機械的，電気的機能を有する歯車，軸受，端子，抵
抗器，コンデンサなどを製造する事業所は本分類には含まれない」（1967年日本標準産業分類改訂）。
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表 2–a 圧縮成形機・射出成形機の生産高，輸出入の推移（1960～1967 年）

圧縮成形機 射出成形機 射出成形機輸入・輸出
数量（台） 金額（千円） 数量（台） 金額（千円） 輸入数量（台） 輸出数量（台）

1960年 1,783 677,190 981 2,468,122 - -
1961年 2,728 1,088,050 1,539 4,298,129 100 40
1962年 1,869 1,114,144 1,534 4,548,730 152 44
1963年 1,520 1,198,610 2,678 9,745,209 50 68
1964年 1,735 1,179,724 2,537 10,787,580 97 123
1965年 1,229 1,461,807 2,065 7,676,660 52 316
1966年 1,430 1,345,571 2,986 10,767,728 76 386
1967年 1,603 1,803,175 3,646 15,111,857 113 225

出所）日本産業機械工業会産業機械工業戦後 20 年史編集委員会（1968），682，685，876～877 頁より作成。

表 2–b 圧縮成形機・射出成形機の生産高の推移（1968～1976 年）

圧縮成形機 射出成形機
数量（台） 金額（百万円） 数量（台） 金額（千円）

1968年 1,578 3,462 4,325 21,303
1969年 1,452 2,819 6,568 33,307
1970年 1,526 4,394 6,593 38,086
1971年 759 3,175 4,469 25,253
1972年 276 3,067 7,158 40,952
1973年 656 2,360 8,971 58,822
1974年 231 2,659 3,979 32,582
1975年 120 1,482 2,643 19,863
1976年 60 480 6,099 41,675

出所）日本産業機械工業会産業機械工業 30 年史編集委員会（1978），1080 頁より作成。

表 3 業態別構成推移

調査時点
圧縮成形
専業

圧縮成形とそ
の他成形又は
その他産業の
兼業

圧縮成形・
射出成形兼
業

圧縮・射出成
形とその他成
形又はその他
産業の兼業

射出成形とそ
の他成形又は
その他産業の
兼業

射出成形
専業

合計

1964年
企業数 401 49 312 172 148 231 1,313
割合　 30.5％ 3.7％ 23.8％ 13.1％ 11.3％ 17.6％ 100.0％

1970年
企業数 82 16 162 51 73 203 587
割合　 14.0％ 2.7％ 27.6％ 8.7％ 12.4％ 34.6％ 100.0％

出所）通商産業省基礎産業局化学製品課（1974），36 頁より作成。
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表 4 工業用プラスチック製品製造業の事業所数，製造品出荷額等の推移

事業所数 製造品出荷額等
（百万円）

1967年 2,000 145,543
1968年 2,628 192,546
1969年 3,229 285,067
1970年 3,480 329,713
1971年 3,574 347,244
1972年 4,424 401,225
1973年 4,648 594,243
1974年 4,462 645,165
1975年 4,641 528,118

出所）『工業統計表（産業編）』より作成。

表 5 工業用プラスチック製品製造業事業所数の多い都市（1967年）

事業所数（対全国比） 生産額（対全国比）
〈百万円〉

東京 746（39.9％） 33,321.0（25.3％）

大阪 215（11.5％） 21,052.3（16.0％）

愛知 187（10.0％） 15,502.2（11.8％）

神奈川 152（8.1％） 15,098.5（11.5％）

埼玉 77（4.1％） 10,596.7（8.0％）

出所）『工業統計表（品目編）』より作成。

（2）プラスチック射出成形用金型製造業の展開

金型については「官庁などでは，金型が何か知らなかった時代です。字を見て『きんけい』と読

んだりしていた状態でした」
（19）

という話があるように，戦後，認知度は低く，金型の生産高が捕捉さ

れるようになるのは日本金型工業会と財団法人機械工業振興協会の調査による 1957年からであっ

た。
（20）

1960年からは『機械統計年報』で集計されるが，対象範囲は限定されていた。表 6は『機械統

計年報』からプラスチック用金型の生産額推移を示したものである。射出成形用だけでなく圧縮成

形用なども含まれていること，集計の対象範囲が異なる年次がありデータが接続しないところがあ

るなどの問題があるが，拡大傾向にあったことはわかる。

全事業所を対象とする『工業統計表』に金型の分類が登場するのは 1967年からである。表 7に

あるようにプラスチック用金型製造事業所数，生産額は右肩上がりに増大しており，1960年代を通

じて増大したと思われる。また，その中心は射出成形用の金型であったと考えられる。なお，プラ

（19）日本金型工業会 30周年記念事業委員会（1987），181～182頁。
（20）日本金型工業会 20年史編纂委員会（1977），140頁。
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表 6 プラスチック用金型生産額の推移（百万円）

生産額
内自家使用
金額

全体に占め
る割合

1960年 2,665
1961年 4,180
1962年 4,968
1963年 5,674
1964年 7,004
1965年 6,017
1966年 6,847
1967年 8,606
1968年 11,627
1969年 15,130
1970年 19,615
1971年 20,549
1972年 24,263
1973年 29,299
1974年 27,862
1975年 26,588
1976年 34,053 3,859 11.3％
1977年 41,176 4,236 10.3％
1978年 48,139 4,142 8.6％
1979年 57,825 5,893 10.2％

出所）『機械統計年報』より作成。
注）1960～64 年は「全従業者（員）20 名以上」，1965
～71 年は「全従業者 10 人以上（常用従業者 10 人以
上）」，1972～79 年は「常用従業者 20 人以上」の工場
が対象。

表 7 プラスチック用金型製造業の事業所数，製造品出荷額等の推移

事業所数 製造品出荷額等
（百万円）

1967年 786 17,065.8
1968年 918 24,871.2
1969年 1,063 33,702.9
1970年 1,164 44,270.0
1971年 1,335 50,486.9
1972年 1,712 63,055.8
1973年 1,789 81,070.3
1974年 1,840 82,675.3
1975年 2,045 86,760.0

出所）『工業統計（品目編）』より作成。
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表 8 金型種別事業所数，生産額（1967 年）

金型種別 事業所数
生産額 生産額
（百万円） （割合）

プレス用 1,248 26,182.2 46.1％
鍛造用 73 950.8 1.7％
鋳造用（ダイカスト用を含む） 269 5,899.3 10.4％
プラスチック用 786 17,065.8 30.0％
粉末冶金用 28 640.4 1.1％
ゴム，ガラス用 276 6,109.7 10.7％

計 2,680 56,848.2 100.0％

出所）『工業統計（品目編）』より作成。

表 9 従業者数別プラスチック用金型製造業事業所数，出荷金額（1967 年）

従業者数区分 事業所数 出荷金額（百万円）

9人以下 438（55.7％） 3,010.8（17.6％）
10～19人 174（22.1％） 3,853.0（22.6％）
20～99人 147（18.7％） 6,888.1（40.4％）
100人以上 27（3.4％） 3,313.7（19.4％）

合計 786 17,065.6

出所）『工業統計（品目編）』より作成。

スチック用を含めて金型全体として外販比率は高度成長期に上昇していった。
（21）

『機械統計年報』で

は 1976年から自家使用の割合を載せており，表 6にあるようにプラスチック用では約 90％が外販

であった。

金型はプラスチック用以外にプレス用，鍛造用，鋳造用，ダイカスト用，粉末冶金用，ゴム用，ガ

ラス用があるが，表 8にあるようにプレス用とプラスチック用の割合が事業所数でも生産額でも多

かった。先述したように金型産業は小規模性を特徴としており，プラスチック用でも事業所数では

9人以下で 55.7％，20人未満で約 8割を占めていた（表 9）。地域的にはプラスチック加工業と同じ

く東京，大阪，愛知に集中していた（表 10）。

以上のようにプラ成形業もプラ型製造業も高度成長期，特に 1960年代以降に機械工業の需要増大

に対応して発展した。いずれも小規模性を特徴とし，東京，大阪，愛知に地域的には集中していた。

（21）日本金型工業会 20年史編纂委員会（1977），142頁。渡辺（1964）では「プラスチック金型の生産
は，プラスチック業者が金型の生産設備を自社生産しているばあいと，専門の金型業者がプラスチッ
ク業者からの注文によって生産する 2つの形態があり，全生産量に占める割合は，型数からみると前
者が 23％，後者が 77％，重量からみるとそれぞれ 19％，81％という比率になっているといわれてい
る。した

（ママ）

がて，金型専業者によって生産される割合が圧倒的に多く，それだけに，プラスチック工業
の発展にとって金型工業の役割は，はかり知れぬほど大きい」と述べられていた（133頁）。
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表 10 プラスチック用金型事業所数の多い都市（1967 年）

事業所数（対全国比） 生産金額（対全国比）
〈百万円〉

東京 325（41.3％） 5,853.6（34.3％）

大阪 143（18.2％） 3,666.7（21.5％）

愛知 86（10.9％） 1,595 （9.3％）

神奈川 42（5.3％） 1,252.9（7.3％）

埼玉 35（4.5％） 1,136.3（6.7％）

全国計 786 17,065.8

出所）『工業統計（品目編）』より作成。

次節ではプラ成形需要の増大に対応して形成されたプラ型製造企業がどのようにして出現したのか

についてみていく。

3 プラスチック射出成形用金型製造企業の出自

（1）日本金型工業会プラスチック金型製造企業の基本情報

①『日本金型工業会入会申込書』の分析 資料の性格

本節ではプラ型製造企業がいかにして出現したか，その出自について『日本金型工業会入会申込

書資料』（以下，『入会資料』）を用いて検討する。はじめにこの資料の性格についてみておこう。

日本金型工業会は 1957年に創立総会が開かれ発足した金型製造企業の全国組織である（現在は一

般社団法人日本金型工業会としてその本部が東京都文京区にある）。日本金型工業会発足以前に金型製造

企業の全国組織はなく，地域ごとに金型製造企業の同業組合，懇談会・親睦会が存在するだけだっ

た。1956年に機振法が施行されるにあたり，通産省が各地域の主要な金型製造企業に呼びかけ精密

金型合理化促進懇談会を開催，これがきっかけとなり懇談会メンバーにより全国組織設立が話し合

われ準備が進められた。金型工業会発足時の会員数は約 210社であった。
（22）

表 11は 1960・70年代の

日本金型工業会の会員数（企業数）を示しているが，東京（東部）支部，中部支部，西部支部のなか

で東京（東部）支部の会員数がもっとも多かった。
（23）

金型製造企業は日本金型工業会に入会する際，入会のための資料を提出した。資料は 1）入会申込

（22）日本金型工業会 20 年史編纂委員会（1977），19～23 頁，日本金型工業会 30 周年記念事業委員会
（1987），25～29頁。

（23）日本金型工業会の会員には正会員と賛助会員があり，『入会資料』にはどちらの資料もある。資料に
会員区分の違いを示す記述は見当たらなかったが，正会員は金型製造企業で，賛助会員の多くは金型
ユーザー企業，機械製造企業，機械・工具販売企業など関連企業である。本稿で『入会資料』として
検討するのは正会員の資料についてである。
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表 11 日本金型工業会正会員数の推移

東京支部 中部支部 西部支部 合計

1957年度末 158 24 67 249

1965年度末 164 34 74 272

1970年度末 201 101 104 406

1975年度末 293 98 140 531

出所）日本金型工業会 20 周年編纂委員会（1977），29，53，69，
93 頁より作成。
注）「東京支部」は「東部支部」と思われるが原表にしたがった。

書，2）推薦書，3）会社経歴書の 3点が基本のセットになっており，1）入会申込書と 2）推薦書には

所定の様式があった。1）入会申込書は日本金型工業会会長，ないし各支部長宛に申込者の住所，会

社名，代表者名，電話番号，連絡先名，総従業員数，金型関係従業員数（間接人員を含む）を記入す

る欄と，「製造金型種別表」の欄から構成されている。「製造金型種別表」は何の型をどのぐらい製

造しているかをパーセンテージ（％）で示させる表で，大分類項目としてとして「プレス型」「ゴム

型」「ガラス型」「ダイカスト型」「プラスチック型」「鋳造型」「鍛造型」「窯業型」「粉末冶金型」「そ

の他」があり，さらにいくつかの大分類項目には小分類項目が設定されている。例えば，大分類項

目の「プレス型」では小分類項目として「抜型」「曲型」「絞型」「順送型」が設定されている（なお，

「プラスチック型」に小分類項目はない）。
（24）

申込者はまず大分類で 2つ以上の型を製造している場合は

それぞれの比率を記入し，さらに小分類項目がある場合は大分類を 100とした％を記入することに

なっている。ただし，この％を何に（売上，重量，型数）基づいて示すかは指示されていない。「製造

金型種別表」には製造型種を％で示させる以外に「兼業の業者はその業種名を御記載ください」「今

後現在以外の型を製作する予定がある場合はその型の業種を記入してください」の欄も設けられて

いる。入会申込書の様式は入会時期で多少異なり，手書きの場合もあるが項目はほぼ同じである。

2）の推薦書はすでに入会している会員（金型製造企業）2名を推薦者とした推薦書である。推薦

者の住所，会社名，代表者名，電話番号を記載することになっている。3）の会社経歴書は，1）入

会申込書に「会社経歴書を添付して下さい」とあり所定の様式があるわけではなく，会社案内用の

パンフレットを作成している金型製造企業はパンフレットを添付し，パンフレットがない企業は入

会用にタイプ打ち，あるいは手書きで作成した「会社経歴書」を添付した。
（25）

会社案内用パンフレッ

トを含めた「会社経歴書」には会社住所，代表者名，創業年，資本金，従業員数，製造品目・事業内

（24）そのほかでは「ゴム型」に「タイヤ関係」「履物」「工業用品」「医療品」があり，「ガラス型」に「押型」
「壜型（機械製壜，人工製壜）」があり，「鋳造型」に「シェルモールド」「重力鋳造」「その他」がある。

（25）金型製造企業のなかでも比較的従業員数規模が大きい企業でパンフレットが作成されており，小規
模企業ではタイプ打ち，手書きで「会社経歴書」が作成されているようである。
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表 12 『日本金型工業会入会申込資料』の金型製造企業の入会年

東部支部 中部支部 西部支部

1950年代後半 10 2 －
1960年代前半 44 7 13
1960年代後半 63 64 26
1970年代前半 120 17 52
1970年代後半 17 18 12

不明 35 15 20

合計 289 123 123

出所）『日本金型工業会入会申込資料』より作成。

容，会社沿革，機械設備，取引先，取引銀行などが記載されているが，記載項目やその内容は申込

者によって異なる。会社沿革が詳しく記述されている，あるいは代表者の前職を含めた経歴が記述

されている会社経歴書もあれば，会社住所，代表者名，創業年のみの会社沿革を示したような簡素

な会社経歴書もある。

入会申込の資料は 1企業につき 1）入会申込書，2）推薦書，3）会社経歴書の 3点が基本セット

で 1つの封筒に入って残されているが，金型製造企業によってはこの 3点が揃っていない場合もあ

る。『入会資料』が残されている企業数は，東部支部 289企業，中部支部 123企業，西部支部 123企

業である。『入会資料』から日本金型工業会への入会年を調べると表 12のとおりで，1960年代から

70年代前半の入会が多い。したがって，会社経歴書などは入会年当時のものであり，通常であれば

把握しにくい零細の金型製造企業を含めて，その沿革や代表者経歴などを知ることのできる貴重な

資料となっている。以下ではこの『入会資料』を利用してプラ型製造企業の出自について検討して

いくこととする。

②プラスチック金型製造企業の創業年，所在地域，企業規模

『入会資料』にはプラスチック型以外にプレス型，ゴム型，ガラス型などを製造している企業の資

料もあるので，最初に『入会資料』におけるプラ型製造企業の範囲について確認しておきたい。前

述のように『入会資料』には入会申込書があり，そのなかに「製造金型種別表」がある。プラ型製

造企業として，a）製造金型種別表の「プラスチック型」の項目にどのような割合（％）であれ記入

している企業，b）製造金型種別表で「プラスチック型」に割合（％）を記入していなくとも会社経

歴書からプラスチック型の製造が確認できる企業，c）製造金型種別表がない場合でも会社経歴書か

らプラスチック型の製造が確認できる企業，を対象とした。ただし，ここで注意が必要なのが「プ

ラスチック型」の意味である。「プラスチック型」には射出成形用金型のほかに圧縮成形用金型の製

造も含んでいる可能性がある。前述のように高度成長期の量産型機械工業の発展にともなって 1960

年代には圧縮成形よりも射出成形が主流となっていくが，それに対応して金型も射出成形用が製造
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表 13 創業年

東部支部 中部支部 西部支部

戦前・戦時期 24 6 11
1940年代後半 13 13 7
1950年代前半 18 11 6
1950年代後半 28 6 4
1960年代前半 20 7 14
1960年代後半 7 8 8
1970年代前半 1 0 0

不明 75 8 9

合計 186 59 59

出所）『日本金型工業会入会申込資料』より作成。
注）一部，創業年か会社設立年（法人組織に改組した年）
か判別できなかった企業も含まれる（東部支部 17 企
業，中部支部 7 企業，西部支部 9 企業）。明らかに会社
設立年しか記していない企業や金型部（課），金型事業
の独立年しか記していない企業，あるいは金型事業開
始年しかわからない企業は不明とした。

されていった。後で詳しく検討する東京都経済局総務部調査課（1964）のプラスチック金型製造企

業の調査では 14企業のうち射出成形用金型のみの製造は 1社だけで，それ以外は圧縮成形用金型と

射出成形用金型の製造を兼業していた。これについては「…プラスチック金型製造開始当初は圧縮

用金型生産一本建かもしくは過半をしめていた状態から，射出成形用金型生産の比重を現在の段階

にまで増加させてきたというのが長期的な傾向である。いうまでもなく，これは成形加工業におけ

る射出成形法の進出とその比重の増大傾向に対応するものである…」
（26）

と述べられていた。したがっ

て，「プラスチック型」は射出成形用のみではない可能性があることに留意しておく必要がある。
（27）

以上を前提として『入会資料』から選定した結果，プラ型製造企業は東部支部 289企業中 186企

業，中部支部 123企業中 59企業，西部支部 123企業中 59企業であった。なお，このプラ型製造企

業のうち製造金型種別表がある企業は東部支部 169企業，中部支部 57企業，西部支部 46企業で，

そのうちプラスチック型が 100％となっている企業は東部支部 104企業，中部支部 20企業，西部支

部 26企業であった。
（28）

表 13はこれらプラ型製造企業の創業年を示したものである。支部によって若干異なるが，戦前・

戦時期から 1960年代後半までの時期で創業している。プラスチック（熱可塑性樹脂）が本格的に生

産される前，1950年代前半以前の創業の企業はプラ型以外の型，あるいは金型以外の製品を製造し

（26）東京都経済局総務部調査課（1964），22頁。
（27）兼業している場合は創業ないし，金型事業開始年が高度成長期以前の傾向にある。
（28）プラスチック型 100％となっているにもかかわらずほかの型にも％を書いている企業やプラスチッ

ク型にだけ印をつけているが％の記入がない企業は除いた。
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ていた企業がプラ型を製造するようになった企業が多いと考えられ，実際，後述のようにそうした

企業が多い。表 14は所在地についてである。会員企業は，東部支部は東京都，中部支部は名古屋

市，西部支部は大阪市に多く所在していた。中部支部，西部支部の会員企業の所在地には地域的な

特徴がみられないが（強いていえば，西部支部についてはいわゆる東大阪地域が若干多い），東部支部は

東京都品川区，大田区，神奈川県川崎市といった城南地域を中心に多く所在していた。

企業規模は表 15にあるとおり 20人未満で 6割近く，50人未満で 8割を占めており，単品受注生

産という金型の性格を反映して小規模企業が中心となっていた。日本金型工業会設立当時に通産省

重工業局鋳鍛造品課に在職していた分部武男は「日本金型工業会設立当時の思い出」を日本金型工

業会 20年史編纂委員会（1977）で述べている。そのなかで「既に故人になられた方で思い出の方の

1人は，大阪の協同組合の吉田さんです。金型のために生まれたような人で，是非，工場を見に来

てくれというので大阪に行って上六の事務所や，いろいろ工場を見て廻りましたが，実は大変びっ

くり致しました。それまで私がもっていた工場のイメージとは全くちがっていたのです。それは昔

からある普通の関西タイプの家の中に入っていくとセーパーや旋盤が置いてあって金型を作ってい

ました。吉田さんはこういう工場が金型供給をしているのが実態だと強調され，私は強烈な印象を

受けました」
（29）

と語っており，これが当時の小規模金型製造企業の実像であった。規模が大きい企業

はプラスチック型以外の型製造はもちろん，プラ成形業やその他の機械部品製造を行っていたと考

えられる。

（2）出自のパターン

以上の『入会資料』の性格，および日本金型工業会所属プラ型製造業企業の情報をふまえて，プ

ラ型製造企業がいかにして出現したかを以下で検討しよう。

①独立開業（I）

表 16はプラ型製造企業の出自（創業経緯，ないしプラ型製造経緯）を示したものである。プラ型製

造企業の出自として考えられる第 1のパターンは独立開業である。つまり，プラ型製造企業に就業

して，金型製作の技術を身につけてから独立してプラ型製造企業を営むパターンである。表 16の I

が独立開業パターンであるが，表のとおりこのパターンに該当する企業は少ない。これは明確にプ

ラ型製造企業に就業してから独立したことが会社沿革に記されている企業が少ないからである。表

17（論文末に掲載）の「分類項目」の Iにこのパターンの企業例を示しているが，No. 1の小林金型

大成工業の代表者である小林成行は創業前に小池工業に就業しているが，小池工業がプラ型製造企

業と判明したのは，小池工業も日本金型工業会所属企業であり，その資料も『入会資料』にあるか

（29）日本金型工業会 20年史編纂委員会（1977），26頁。
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表 14 所在地

東部支部 中部支部 西部支部
東京都 　上尾市 1 愛知県 大阪府
　千代田区 1 　草加市 1 　名古屋市 　大阪市
　中央区 2 　蕨市 1 　　南区 6 　　北区 1
　港区 5 　戸田市 1 　　瑞穂区 4 　　此花区 1
　新宿区 1 　久喜市 1 　　緑区 2 　　西成区 1
　文京区 3 　南埼玉郡 1 　　北区 1 　　浪速区 1
　台東区 3 栃木県 　　千種区 1 　　東淀川区 1
　墨田区 8 　佐野市 1 　　西区 1 　　東成区 2
　江東区 5 静岡県 　　中区 1 　　生野区 3
　品川区 24 　沼津市 2 　　中村区 1 　　旭区 1
　目黒区 9 　三島市 1 　西尾市 2 　　城東区 4
　大田区 14 千葉県 　春日井市 2 　　東住吉区 2
　世田谷区 5 　船橋市 1 　刈谷市 1 　　平野区 1
　渋谷区 2 　市原市 2 　海部郡 1 　茨木市 4
　中野区 1 　茂原市 1 　新城市 1 　伊丹市 1
　杉並区 1 長野県 　知多郡 1 　池田市 1
　豊島区 3 　上田市 1 　碧海郡 1 　和泉市 2
　北区 6 　埴科郡 1 　碧南市 1 　豊中市 3
　荒川区 8 新潟県 静岡県 　八尾市 3
　板橋区 4 　燕市 6 　浜松市 5 　高槻市 1
　練馬区 1 　三条市 1 三重県 　寝屋川市 1
　足立区 6 　柏崎市 1 　桑名市 2 　吹田市 1
　葛飾区 8 宮城県 　四日市市 1 　大東市 2
　江戸川区 2 　仙台市 1 　津市 1 　東大阪市 4
　西多摩郡 1 山形県 岐阜県 　布施市 1
　府中市 2 　山形市 1 　岐阜市 2 　南河内郡 1
　武蔵野市 1 　甲府市 1 　瑞浪市 1 兵庫県
　北多摩郡 1 　不明 1 石川県 　尼崎市 2
神奈川県 　 　金沢市 4 　神戸市 2
　横浜市 5 　 　加賀市 1 　川西市 1
　川崎市 13 　 富山県 京都府
　相模原市 1 　 　滑川市 1 　綾部市 1
　秦野市 1 　 　魚津市 1 　京都市 3
群馬県 　 　高岡市 3 奈良県
　前橋市 1 　射水郡 1 　奈良市 2
　多野郡 1 　小矢部市 2 徳島県
埼玉県 　西砺波郡 3 　鳴門市 1
　浦和市 2 　東砺波郡 1 広島県
　与野市 1 　富山市 2 　広島市 2
　熊谷市 1 東京都 　府中市 1
　川口市 4 　中央区 1 福岡県
　所沢市 1 　小倉市 1

出所）『日本金型工業会入会申込資料』より作成。
注 1）東京都，名古屋市，大阪市については区部まで示した。
注 2）中部支部の東京都中央区は岐阜精機の本社所在地である。
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表 15 企業規模

東部支部 中部支部 西部支部 合計（％）
3人以下 4 3 2 9（3.0％）
4～9人 54 8 11 73（24.0％）

10～19人 61 16 17 94（30.9％）
20～29人 16 10 12 38（12.5％）
30～49人 21 8 5 34（11.2％）
50～99人 16 8 3 27（8.9％）

100～199人 6 2 5 13（4.3％）
200～299人 2 2 1 5（1.6％）
300～499人 0 1 0 1（0.3％）
500人以上 4 1 2 7（2.3％）
不明 2 0 1 3（1.0％）

出所）『日本金型工業会入会申込資料』より作成。
注）入会申込書記載の総従業員数での区分を基本とし，それがない場合は入会申込書
の金型関係従業員数（間接人員を含む），それもない場合は会社経歴書の従業員数
に基づいた（会社経歴書が複数ある場合はもっとも多い従業員数に基づいた）。

表 16 プラスチック射出成形用金型製造企業の出自

東部支部 中部支部 西部支部

I 独立開業 2 1 5
I’ （不明のうちⅠの可能性がある企業） 22 7 9

II 独立元企業（独立元になりうる企業）
A 金型関係企業 43 25 12
B 機械加工企業 8 2 5
C プラスチック成形企業 3 1 3

C’ （不明のうちCの可能性がある企業） 5 0 0
分類不能 5 1 3

D 「隔絶した地位をしめる」「わが国の代表的な金型メーカー」 2 1 2
不明 40 16 15
－（無記載） 83 12 14

出所）『日本金型工業会入会申込資料』より作成。

らである。ただし，小池工業自体の会社沿革は記載がない（無記載）。
（30）

No. 2の長津製作所は長津明

が 1949年ないし 50年に創業した企業である。資料の沿革からだけでは独立開業パターンと判別で

きないが，筆者の訪問調査から長津明が創業前にプラ成形企業で射出成形用の金型製造に携わって

いたことがわかったために独立開業パターンに分類している。
（31）

No. 3の平井金型の平井太郎は創業前に平野化学工業に金型課長として 8年勤務しているとあり，

（30）日本金型工業会 20年史編纂委員会（1977）によれば小池善治・小池工業は日本金型工業会の役員で
あった（7頁）。

（31）長津製作所でのインタビュー調査（2022年 6月 8日）。
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平野化学工業がプラ型製造企業，ないしプラ成形企業（金型製造を含む）と社名から考えてここに含

めている。No. 4の五協金型製作所は和田則義が松良精密金型製作所，昭栄金型製作所に勤務後，独

立して創業した企業である。松良精密金型製作所自体の『入会資料』はないが，推薦者となっている

場合がいくつかあることからプラ型製造企業であると考えられる（表 17のなかでも No. 45の今福精

密金型の推薦者となっている）。和田則義は同社に 1956（昭和 31）年から 68（昭和 43）年まで勤めて

おり，そこでプラ型の製造を習得したと考えられる（最終役職が「旋盤課長」となっている）。その後，

昭栄金型製作所には「創設にさいし工場責任者として勤務」とあることから，松良精密金型製作所

で培った技術をもとに責任者として働き，独立したと思われる。No. 5の椎井製作所の椎井仙三は大

阪府立大学工学部を卒業後に，東精密金型製作所に就業して経験を積んでいることが会社沿革から

判明するが，東精密金型製作所は後述のように表 16の「D『隔絶した地位をしめる』『わが国の代表

的な金型メーカー』」に該当する企業（表 17，No. 57）であり，椎井製作所の推薦者でもある。No. 6

の益森金型製作所の益森平八郎は 1955年に今里金型製作所に入社し，63年に独立しているが，独

立元の今里金型製作所についてはプラ型製造企業として『入会資料』で確認できる（表 17，No. 31）。

以上のようなプラ型製造企業に就業したことが会社沿革から判明する，ないし考えられるような

企業は極めて少なく，その結果として独立開業パターンの企業数が少なくなっている。しかし，当

然であるが，このことがただちに独立開業パターンが少ないことを意味するわけではない。表 16に

「不明のうち Iの可能性がある企業」という項目を示しているが，これは表 16の「不明」から Iの可

能性がある企業を抽出したものである。「不明」は「 （無記載）」と異なり，表 17の No. 7～10に

その企業例を示したように会社沿革が記載されているものの，そこからでは創業経緯，ないしプラ

型製造経緯がわからない企業を対象としている。「不明のうち Iの可能性がある企業」は「不明」の

うち高度成長以降に創業した「プラスチック型 100％」の企業を対象としている。これはプラ成形

業が発展する高度成長期に，それに対応してプラ型製造企業への就業経験を経て独立した可能性を

想定したからである。もちろん No. 2の長津製作所のように高度成長期以前から射出成形用金型を

製造している場合もある。また，No. 8の日野製作所のように「製造金型種別票・主な製品」で「当

社は創業以来インジェクション金型の生産を専門として」との記述から 1950年代前半以前であって

も射出成形用金型を製造していることが判明した場合はそれも含めて分類しているが，一応の区分

としては 50年代後半以降の企業とした。そして，これらの企業も含めれば一定数の企業が独立開業

パターンであったと考えられる。
（32）

（32）高度成長期の新規開業では，中小機械金属工業に勤めていた者が就業先企業と同種の事業を独立し
て立ち上げる場合が多かった（松永（2006），渡辺（1981））。
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②独立元企業（IIA 金型関係企業）

独立開業パターンの次に問題になるのは，就業経験を積む独立元のプラ型製造企業の出自である。

ただし，独立開業パターンでみたように「独立元企業」から実際に独立があったかどうかを確認で

きるケースは少ない。ここでは高度成長期以前の創業企業で「独立元になりうる企業」という意味

を含めて，その出自を検討する。

まず，第 1に挙げられるのは金型製造関係の企業である。射出成形用の金型製造は高度成長期以

降に発展していくが，それ以外の金型は戦前から製造されており，そうした射出成形用金型以外の

金型を製造していた企業が射出成形用金型の製造をしていくパターンである（表 16，IIA）。このパ

ターンのなかでも「代表者の経歴，ないし役員名・会社沿革」からはいくつかのタイプがあること

がわかる。その 1つ目は圧縮成形（熱硬化性）用金型製造企業から射出成形（熱可塑性樹脂）用金型

製造企業へ転換，あるいは圧縮成形用金型製造と射出成形用金型製造を兼業していく場合で，表 17

の No. 11～18の企業がその例にあたる。典型的には No. 13のスヾキ精機工業にみられるように高

度成長期以前に熱硬化性樹脂の金型関連の製造を行い，高度成長期以降に熱可塑性樹脂の金型を製

造していくパターンである。ここでの高度成長期以前・以後の区分は便宜的なものであり，No. 16

の西尾金型工業のように日本ベークライト株式会社西尾工場金型部（現住友ベークライト西尾工場）

での勤務を経て高度成長期以降に熱硬化性樹脂の金型製造をはじめる場合もある。しかし，この場

合も「製造金型種別票/主な製品」にあるように「熱可塑性射出成型用金型」を製造している。

2つ目はプラ型以外の金型製造企業（非プラ型製造企業）がプラ型（射出成形用金型）を製造してい

くタイプで No. 19～No. 28の企業例である。プレス型，ゴム型，ガラス型などの製造経験をふまえ

てプラ型を製造している。No. 21の東芝機械（金型事業部）は，そのことが明確に記述されており，

「創立以来，主に自動車関係，冷凍機用ケース等のプレス金型と，テレビ用ブラウン管やシールド

ビームのガラス金型を製作し」，その後に「インジェクション用金型の製作」も行っている。No. 25

の三琇ファインツールは 1954年に「三琇プレス工業所設立」とあるが，金型技術振興財団金型産業

史編纂委員会（2016）の「三琇グループ－神谷昭司氏インタビュー－」によると，28年頃から神谷

恒一が陶器問屋を東京・恵比寿で行っていたが，戦時期に事業を継続できなくなり，切符統制から

はずれていた小型のプレス機を購入，時計部品（針）の製造を行ったとある。終戦直前に愛知県碧

海郡に疎開，戦後に時計部品（針）の製造を再開した。射出成形用金型はプレス関係で取引のあっ

たオムロンとの関係がきっかけで，技術上の関心から製造することとなったという。三琇ファイン

ツールが金型製造企業であり，プレス金型，プラスチック金型などを製造した。

取引先企業からの要請で射出成形用金型を製造することになった場合もあり，No. 26の志水工業

は，もともとは沿革にあるように 1944年に兵庫県で「朝日発條株式会社」として設立され，「主と

して機銃，航空機車輌等の板バネを製造」を行い，その後 46年に「トヨタ自動車工業株式会社電装
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工場（現日本電装）の要請にて同社の専属工場」となって，52年に「日本電装株式会社より名古屋

への移転を要請」された。金型製造としては 1963年に「日本電装より種々の技術指導を受け」，翌

年に「プログレッシブダイの本格的設計製作を開始」，69年に「インジエクシヨン金型の設計製作

の技術指導を各方面より受ける」とある。

また，興味深いのは No. 28の扶桑鉄工所でガラス用金型専門製造企業として出発しながら，「プ

ラスチック業界の旺盛な需要に促されプラスチック用金型の生産をはじめる」とある。
（33）

ガラス用金

型製造企業がプラ型を製造するケースはほかにもあり，西部支部では扶桑鉄工所を含めて 3例が確

認できる。いずれも大阪市北区ないしその周辺で創業，立地していた。造幣局との関係から当該地

にガラス工場が集積していたのに対応してガラス用金型製造企業が立地し，それがプラ型も生産し

ていったと考えられる。
（34）

以上は射出成形用以外の金型製造から出発していることが明らかな事例であるが，何の型製造か

ら出発しているかわからない企業も多々ある。その事例が No. 29～No. 32である。創業前の前職が

金型製造である場合，あるいは機械加工業を経て金型製造する場合などがある。No. 30の山田金型

工業は，1951年に創業して「日本車輌製造株式会社下請工場で，車輌の金属部品の製作加工」を行

い，54年に金型部門を発足させ 62年に金型部門が独立して山田金型工業となっている。日本金型

工業会の入会年は 1974年であり，その時点の「製造金型種別票」はプラスチック型 100％となって

いるが，何の型製造からはじめたかは不明である。No. 31の今里金型製作所は先に述べた益森金型

製作所の独立元企業であるが，代表者の大垣定一は 1930年に東京のレイボルト株式会社に金型見習

い工として入社し，理由はわからないが大阪で 54年に創業した事例である。独立前後で何の金型製

造を行っていたかは不明である。No. 32の三友製作所は，原田喜久男，原田利之が北川鉄工所，菱

備製作所といった名だたる企業に入社，退社して創業した企業である。金型製造をその両企業で習

得したのか，ダイカスト，プラスチック，プレスなどの金型を製造しているが，何から出発してい

るのか不明なのでここに分類されている。

③独立元企業（IIB 機械加工企業）

独立元企業（独立元になりうる企業）の出自として第 2に挙げられるのは，機械加工企業が射出成

形用金型の製造を行うパターンである（表 16，IIB機械加工企業）。表 17では No. 33～41がその企

業事例である。

No. 34の桑原製作所の代表者桑原恒之進は 1916（大正 5）年生まれで，「十日町機械株式会社の工

員として紡機関係の鉄工所に入社」，「各種鉄工所を経て終戦後木捻子製造工場に入り，工場長とし

（33）ただし，機械振興協会経済研究所（1969）には「昭和 29年大阪工場を移転拡張，プラスチック用金
型の生産をはじめた（これは競争がはげしくなったため 34～5年ごろ中止）」（43頁）とある。

（34）大阪都市協会（1980），474頁，新修大阪市史編纂委員編（1994），258～259頁。
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て数年を経てから独立」している。1953年創業で「木捻子製造販売・農機具部品加工・自動車部品

加工」を行い，58年に「電機部品の成型用金型製造が加えられ」，65年に「機械設備全部を金型製

造にしてプラスチック成型加工の 2本建として現在に至る」とある。No. 36の東洋金型製作所は，

「主として機械工具・治具・測定用ゲージ等の加工製作」をしていたが，「近年のプラスチック業界の

伸展に伴う成型用金型の需用度頓に増加の状況に着目」，「有限会社東洋金型製作所として発足，プ

ラスチック成形用金型の製作を開始」した企業である。

No. 37の佐藤鉄工所の代表者である佐藤志末吉は 1930年に日本車輌製造に入社，復員後は義兄

の営む岩田鉄工所に入社し，その後実兄と協同鉄工所を共同経営し，佐藤鉄工所を開業している。

この過程で機械加工の技術を身につけたと考えられ，佐藤鉄工所を創業してからは「切削加工を主」

としており，1957年から「プラスチック成型用金型製作開始」となっている。

No. 39の小野鉄工は 1911（明治 44）年創業で，松下金属，大阪工作所，ヤンマーヂーゼルの下請

工場として部品製作を行い，また陸軍から受注していた（汽罐，弾丸）。金型の主な取引先が積水化

学であることから，1954年の積水化学との取引以降に金型製造を開始したと考えられ，62年に金

型部を設立している。興味深いのはNo. 40のグンゼの機械製作所である。周知のように 1896（明治

29）年に郡是製絲株式会社として創業したグンゼは繊維製品企業であるが，1962年にプラスチック

事業を開始している。
（35）

機械製作所は沿革にあるように 1949年以来，「グンゼ式自動繰糸機及製糸用

諸機械を製造販売」していたが，63年から「新規事業として金型製作に着手し，現在直圧，射出成

形金型の製作を行っ」た。これはプラスチック事業の開始に関連していたが，射出成形用金型生産

は最終的には外販用となった。
（36）

④独立元企業（IICプラスチック成形企業）

次に独立元企業として挙げられるのはプラ成形企業が金型製造を行うパターンである（表 16，IIC

プラスチック成形企業）。表 17の No. 42～47がその企業例である。No. 42，43の三信プラスチック，

山下工業は，戦前から「圧縮成形業」「ベークライト成型加工業」をはじめ，戦後に射出成形加工と

金型製造を行っていったと考えられる。また，プラ成形企業内の金型製造部署が独立する場合もあ

り，No. 44の豊田精工は，プラ成形企業と思われるシルバー樹脂工業内の「金型課」が独立した企

業である。No. 45今福精密金型，No. 46積水精機製作所（積水工機製作所），No. 47日進金型製作所

はプラ成形企業によって設立されたプラ型製造企業である。

（35）グンゼ株式会社社史編纂室編（1978），677～685頁。
（36）グンゼ株式会社社史編纂室編（1978），673～674頁。「当会社のプラスチック事業は，フィルム押出

成型分野への方向付けが固まり，射出成型加工を取入れないこととなったため，金型生産はすべて社
外販売を目指して事業確立が要請され…」とある（674頁）。なお，社史では射出成形用金型の生産開
始は 1962年となっている（673頁）。
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独立元企業としての IIAの金型関係企業も厳密にいえば機械加工企業であるから，その意味では

IIBと明確に区別されるわけではない。IIAと IIBの区分は射出成形用金型以外の金型製造の経験が

認められるかどうかにある。これに対してプラ成形企業が金型製造を行う場合，必ずしも機械加工

技術があるわけではないので，No. 45今福精密金型，No. 47日進金型製作所の沿革にあるように金

型製造企業（「ヒルストン金型」，「昭和精機」（後述））から金型技術者を集めて金型製造を行ったと考

えられる。

プラ成形企業が金型製造を行う，あるいは金型製造企業を設立する目的は，自社，ないし母体企業

で使用する金型の製造（内製）が考えられるが，外販をしないわけではない。No. 45今福精密金型

の取引先をみると，吉川プラスチックがあり，これが母体企業と思われるが，そのほかに紀伊産業，

帝人商事がある。No. 47日進金型製作所の取引先にも母体企業である三光化学と沿革に記載されて

いる昭和精機工業のほかにも取引があることが示されている。また，No. 46積水精機製作所（積水

工機製作所）は，取引先が記されていないが，社史には「当社金型部門は昭和三十六年設立以来，積

水化学関連の継手・日用品金型を中心にプラスチック成形金型の設計・製造を行ってきたが，昭和

四十三年，自動車部品のインストルメント・パネル用金型を初めて生産し，その後，三菱自工，マ

ツダ，日産を始め，国内自動車メーカーのほとんどから受注していた」
（37）

とあり，少なくとも 1968年

には自動車関連の金型を外販している。金型製造は単品受注生産であるため内製だけでは金型製造

を維持するのに十分な受注量が確保できない場合があったと思われる。したがって，プラ成形企業

が金型製造を行う，あるいは金型製造企業を設立するのは外販も意図してのことだったのではない

かと考えられる。

なお，「不明」のなかには明記されていないもののプラ成形企業が金型製造を行ったと考えられ

る企業も含まれている。表 17，IIC’の No. 48，49がその企業例であり，No. 48のいずみ製作所は

プラ成形企業と思われる長谷川製作所の金型部が独立したと考えられる。同様に No. 49の三幸金型

は，プラ成形企業と思われる瀧口製作所の金型部が独立した企業である。

⑤分類不能

会社沿革からプラ型製造開始の経緯がある程度推測できるものの分類，判別が難しい企業が表 16

の「分類不能」で，企業例は表 17のNo. 50～53である。No. 50のタキゲン製造は，1910（明治 43）

年に「鋼鉄の卸売業滝源商店」として創設された企業である。建築金物の製作も行うようになった

ことが沿革には記されており，金型製造については 1970（昭和 45）年に「超精密金型東京工場用地」

の購入が記載されている。機械加工業から金型製造をするようになったと考えられるが詳しくはわ

からない。No. 51の第一精工は，代表者の横田誠がコパル光機製作所を退職してプラ型製造企業を

（37）積水工機製作所（1991），48頁。
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創業した。コパル光機製作所はカメラ用シャッター製造企業であり，横田誠がそこでプラ型製造に

関する知識を身につけた可能性があるが詳細はわからない。
（38）

No. 52の瑞浪精機は，1945（昭和 20）

年にミシン部分品製造の企業（「日本ミシン製作所」）として創立され，その後に自動車，航空機の部

品を製造，その過程でプラ型製造を行うようになったと思われる。
（39）

No. 53の元島金型工作所の代表

者の元島武夫については「昭和 2年 神戸須佐工業学校三菱電機科入学」とある。「神戸須佐工業学

校三菱電機科」は「神戸市立須佐商工實修学校三菱電機科」
（40）

のことと思われるが，入学と同時に三

菱電機に入社し，名古屋工場勤務を経て，1938（昭和 13）年から川崎航空機明石工場で勤務した。

戦後，しばらくして 1950（昭和 25）年に創業している。三菱電機，川崎航空機で金型製造の経験を

積んだのかは不明であるが，両社での勤務経験をもとに創業したと思われる。

⑥独立元企業（IID「隔絶した地位をしめる」「わが国の代表的な金型メーカー」）

最後にプラ型製造経緯とは別になるが，独立元企業として特に示しておく必要があるのが表 16の

D「隔絶した地位をしめる」「わが国の代表的な金型メーカー」である。これは先に述べた東京都経

済局総務部調査課（1964）に「…技術水準と競争力において，一般金型企業とは隔絶した地位をしめ

るにいたつた。こうしたいわゆる『中堅企業』として関西の昭和精機，東精密金型，岐阜精機，関東

の池上金型工業，明輝製作所等をあげることができよう」（4頁）との記述があることに基づく。こ

れら企業は「例外的な存在」（4頁）であった。また，東京都経済局総務部調査課（1964）では調査

対象 14企業（後掲表 24）のうちの 2企業について，「この 2企業は関西の昭和精機，東精密金型等

と肩をならべるわが国の代表的な金型メーカーで，いわゆる『中堅企業』の範疇に属するものとみ

てよいだろう」（19頁）と述べている。この 2企業は創業年からみて池上金型工業と明輝製作所と

考えられ，これら企業は「わが国の代表的な金型メーカー」（19頁）として当時からプラ型製造業界

で有力とみられていた。表 17の No. 54～58がその企業である。

No. 54の池上金型工業は 1934（昭和 9）年に池上盛壽が池上製作所として工作機械製造を行った

のがはじまりである。
（41）

1950（昭和 25）年にはプラスチックなどの金型製作を「専業」とし，56（昭和

31）年に池上金型工業株式会社に称号変更する。1958（昭和 33）年，60（昭和 35）年に開銀より融資

を受けているが，これは機振法による開銀融資であった。
（42）

年次が判明する従業員数をみると，1968

（38）コパル光機製作所については，沢井（2022），98～99頁参照。
（39）瑞浪精機については，沢井（2022），174頁参照。
（40）「三菱電機株式会社神戸製作所職工教育修養施設体系 昭和七年十一月」（三菱電機株式会社神戸製

作所（1934）『三菱電機株式会社概要』）。
（41）池上金型工業の創業経緯，沿革については，金型技術振興財団金型産業史編纂委員会（2016）の「池

上金型工業株式会社 池上恵蔵氏インタビュー 」が詳しい。創業者である池上盛壽は明治時代
に栃木で生まれ，大正時代に東京に出てくる。製材業で働いた後に独立，蒲田で旋盤を 1台買って鉄
工所をはじめたとのことである（3頁）。
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表 18 A社，B社の成形品用途別金型生産の割合

電気機器
部品

自動車部品
その他一般
機械部品

医療・化学
用品

食器 雑貨 玩具 その他

A社 35 10 7 10 10 10 18

B社 64 5 15 8 5 3

出所）東京都経済局総務部調査課（1964），24 頁，第 II-5 表より作成。
原注）37 年度もしくは最近の会計年度間の年間生産額中の割合。

（昭和 43）年で 203人，70（昭和 45）年で 270人となっている。小規模性を特徴とする金型産業に

あって非常に規模が大きく，まさに「例外的な存在」といえる。 社名変更時に 30～40人であった

から急激に従業員規模を拡大させたことになる。
（43）

No. 55の明輝製作所は 1948（昭和 23）年に創業，「熱硬化性樹脂の金型及映写機等の部品製造を

始める」。1955（昭和 30）年に「日本電々公社電気通信研究所」から受注するようになり，翌年には

「設計部を新設して熱可塑性樹脂の金型に製造の主力を移す」。中小企業金融公庫の融資（1958年），

中小企業輸出振興技術補助金（1959，64年），機振法による開銀融資（1960年）を受けており，年次

が判明する従業員数をみると，1962年 127人，63年 144人，67年 205人と急速に規模が拡大して

いる。

先に述べたように東京都経済局総務部調査課（1964）の調査対象のうち 2企業（資料中は A社，B

社）は池上金型工業，明輝製作所と考えられる。資料によればプラスチック製造開始年は A社（池

上金型工業）が 1950年，B社（明輝製作所）が 48年で，表 17の沿革と一致している（20頁）。ま

た，1960～62年度の製品別金型の生産額の記載があり，62年度のプラスチック金型について A社

（池上金型工業）はすべてが射出成形用金型であり，B社（明輝製作所）は圧縮成形用金型が 1割程

度で，9割近くが射出成形用金型の生産であった（23頁）。1955（昭和 30）年度と 62（昭和 37）年

度（ないし最近年度）の生産額の比較もあり，A社（池上金型工業）が昭和 30年度 23,819千円，昭

和 32年度（ないし最近年度）190,555千円で 8.0倍，B社（明輝製作所）が昭和 30年度 10,831千円，

昭和 32年度（ないし最近年度）197,834千円で 18.3倍となっており，高度成長期に入って急速に生

産を増大させたことがわかる（21頁）。生産の増大とともに従業員規模が拡大したが，金型が単品受

注である以上，大規模な生産体制を維持，発展させるには多くの金型受注が必要となる。資料には

成形品用途別金型生産の割合が示されており，A社，B社については表 18のとおりである。これ

について資料では「上層 A・B両社の製品の種類がとびぬけて多いことである。このことは，それ

（42）「池上金型工業株式会社 池上恵蔵氏インタビュー 」（金型技術振興財団金型産業史編纂委員
会（2016）），12頁。

（43）「池上金型工業株式会社 池上恵蔵氏インタビュー 」（金型技術振興財団金型産業史編纂委員
会（2016）），9頁。
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だけ取引先数も多く，稼働率を一定水準に維持する条件にもなっているとみられるのであるが，他

面このように専門化の方向ではなくて，用途別製品種類を多様化することなくしては生産と企業の

規模を拡大しえないことを物語るものであろう。同時にまた雑貨といっても，この層が主として手

がけているのは，零細な雑貨製造業者や問屋の発注品ではなくて，積水化学クラスの大企業とか防

衛庁とかの発注品が中心で，大型のものが多いようである」と述べられていた（25頁）。

No. 56の岐阜精機工業については，淵源としては 1940（昭和 15）年創立の新興機械製作所であ

り，その後三菱化成工業岐阜工場航器課となり，戦後に財閥解体を経て新光レイヨン六条工場，三

菱レイヨン六条工場となり，それを 1957（昭和 32）年に三井金属鉱業が買収して岐阜精機工業岐阜

工場となった。表 17の岐阜精機工業の沿革の「岐阜工場の概況」に「昭和 32年 3月当時射出成型

用金型の有力な製作工場の一つに数えられておりました三菱レーヨン六条工場を三井金属鉱業株式

会社が買収」とあるように三井金属鉱業による買収前から射出成形用金型が製造されていた。そし

て，「関東地区需要家の強い要請にこたえるため」1961年から相模工場が操業する。年次がわかる

従業員数は，1960年 353人，66年岐阜工場 403人，相模工場 262人，73年岐阜工場 346人，相模

工場 240人と金型製造企業としては飛び抜けて規模が大きかった。

No. 57の東精密金型製作所は，東峰基之が 1935年に金型製作所を創立したことにはじまる。東

峰基之は「西野田職工学校卒業後，鉄工業に従事」して独立した。
（44）

1935年の創立時は「熱硬化性樹

脂成型用金型の製造及販売」を行い，戦後，49年に東精密金型製作所に改組して，「従来の熱硬化

性樹脂成型用金型よりも熱可そ性樹脂成型用金型の製造が，その発展性より考慮して将来性あるこ

とを着目し，此種金型の製造販売に主力」をおくようになった。年次がわかる従業員数は，1959年

130人，66年 212人，70年 208人と規模を急拡大させていった。なお，表 17の沿革には載せてい

ないが，東精密金型製作所の「会社概況 昭和 34年 3月」『入会資料』には「当社の特色」として

「昭和 32年度には機械工業振興法による開発銀行による融資を受け，最新大型の生産設備と搬送設

備を完備致しました」とある。

No. 58の昭和精機工業は，1937（昭和 12）年に「精密機械器具の製造を目的として創業し，当初

小型旋盤の製作に着手，ついで，川崎航空機部品，三菱重工業名古屋発動機製作所の発動機部品，住

友金属プロペラ製造所の小物部品の製作を順次開始した」。1939年に住友金属工業の子会社となり，

戦後，46年に「再興を期し，住友金属プロペラ製造所の技術陣を以って，陣容を整え，小型渦巻ポ

ンプ，精米機等の製造を開始」，57年には「ヤンマーディーゼル株式会社の系列に入り，全面的に小

型舶用ディーゼルエンジン並びに各種エンジン補用部品の製作」を行う。以上の沿革を反映して会

社役員はヤンマーディーゼル，住友金属から構成されていた。1950年に「プラスチック用金型の製

作を開始」し，「ダイキャスト，粉末冶金，精密鋳造用の金型」も製造する。「主な製品」にあるよ

（44）西野田職工学校については沢井（2012）を参照。
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うに昭和精機工業の製品は金型だけではないが，年次がわかる全体の従業員数は 1958年に 410人

で，そのうち金型課は 87人であった。その後，年次がわかるのは 1975年の全体の従業員数 595人

である。はっきりとした年次はわからないが，刊年不明の昭和精機工業の会社案内があり，そこに

記載されている沿革が 1967（昭和 42）年までとなっているので，その頃と思われる全体の従業員数

が 740人，「金型事業部」で 200人となっている。

昭和精機工業の『入会資料』には「金型部売上高，従業員数，利益の推移」と題された手書きのグ

ラフ資料がある。「常務 46.1.26浪江」の印があることから 1971（昭和 46）年頃に作成された資料

と考えられる。それによれば売上高，従業員数の推移は 1965年に 2.92億円・195人，66年 3.5億

円・190人，67年 4.03億円・196人，68年 5.44億円・208人，69年 6.52億円・214人，70年 8.2

億円・210人となっている。また，そのグラフには「プラ 77.6 粉 13.1 ショ 5.0 ● 4.3」（●は

判読不能）との手書きメモがある。「プラ」はプラスチック用金型，「粉」は粉末冶金用金型，「ショ」

はショープロセスによる金型と考えられ，数値を合計すると 100になることから，このメモは型別

の売上高に占める割合を示していると思われる。昭和精機工業では金型製造のなかではプラスチッ

ク用金型が主であったこと，60年代後半に生産を増大させ，従業員数も急激に拡大させていったこ

とがわかる。この過程で「主な製品」にあるように「昭和 32年度には機械工業振興法による開発銀

行の融資を受け」た。

（3）小括 プラスチック射出成形用金型製造企業の出自と階層構造の形成

以上，プラ型製造企業の出自について日本金型工業会『入会資料』から検討してきた。出自とし

ては，第 1にプラ型製造企業で技術を身につけ独立する独立開業パターン，第 2に独立元企業とし

て，①プラ型以外の金型製造企業がプラ型を製造するパターン，②機械加工企業がプラ型を製造す

るパターン，③プラ成形企業がプラ型を製造する，ないしプラ型製造企業を設立するパターンがあ

り，①についてはさらに圧縮成形用金型の製造から射出成形用金型への転換，ないし両製品を兼業

する場合，プレス型やガラス型など，ほかの種類の金型製造企業がプラ型の製造を行う場合があっ

た。これら企業は地域的な特色を含みつつプラ型製造を行うようになっていった。

最後に独立元企業として特に示したのが当時から金型業界で有力企業とみられていた企業群であっ

た（池上金型工業，明輝製作所，岐阜精機工業，東精密金型製作所，昭和精機工業）。これら企業は高度成

長期にプラスチック製品需要が増大するなかで生産，従業員数を急拡大させ，単品受注生産ゆえに

小規模性を特徴とする金型産業では「例外的な存在」となった。また，表 17に載っているこれら企

業の代表者，役員である池上盛壽，黒柳勝太郎，白石順一郎，東峰基之，浪江幸二は日本金型工業

会の会長，副会長を務めており，日本金型工業会の先導者であった。
（45）

（45）日本金型工業会 20年史編纂委員会（1977），1～2頁。
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これらの企業の特徴として機振法による開銀融資を受けて設備投資を行っていた。
（46）

機振法による

開銀融資は，明輝製作所「金型の大型化への移行を図る」，東精密金型製作所「最新大型の生産設備

と搬送設備を完備」とあるように，その目的の 1つに大型金型の製造への対応があったと考えられ

る。田口（2011）によれば金型製造企業は自動車，電機（家電）産業におけるアッセンブルメーカー

と下請企業のピラミッド型生産体制に対応して存在している（61～67頁）。つまり，金型を発注する

企業の生産品目と企業規模に応じて金型製造企業も階層構造を形成している。大手金型製造企業は

発注企業に対応して大型の金型を製造するが，それにはやはり相応の設備と技術が必要であった。

田口（2011）は，それが機振法による開銀融資などに基づいていたこと，融資対象となった大手金

型製造企業は日本金型工業会結成の中心企業であり，金型産業の近代化を牽引したこと，また，融

資対象外であった圧倒的多数の中小・零細の金型製造企業も製造分野を専門化して積極的な設備投

資を行ったことを明らかにしている（第 6章）。プラ型についていえば，本節で示したように金型製

造企業はさまざまな経路を通じて形成されたが，そのなかの一部の企業が政策支援を受けるなどし

て大型の金型を製造するようになり，その後の金型産業の技術競争力につながる金型製造企業の階

層構造が形作られたのである。

4 高度成長期における発注側大企業，プラスチック射出成形企業，
プラスチック射出成形用金型製造企業によるデザイン・インの実態

本節以降は，1960年代における発注側大企業，プラ成形企業，プラ型製造企業のデザイン・イン

の実態，および同関係の歴史的な発生過程について検討する。前節までで検討したようにいくつか

の経路からプラ型製造企業が形成され，1960年代には本格的にプラ型製造が行われていくようにな

るが，その受発注関係にはデザイン・インといわれるような内容があったことが指摘されている。

本節ではまず，1960年代におけるデザイン・インの実態がどのようなものであったか，プラ成形企

業である株式会社長瀬化学工業所（以下，長瀬化学工業所），プラ型製造企業である明和金型製作所

（後，明和金型工業株式会社。以下，明和金型製作所）の事例から検討する。
（47）

（46）岐阜精機工業の『入会資料』には機振法による開銀融資の記述はないが，1961年度の機振法による
開銀融資の推薦企業となっている（「附表 昭和 36 年度の特定機械に対する融資推せん次別一覧表」
商工会館（1962））。

（47）本節は，道場明嘉氏，道場誠司氏インタビュー調査（2018年 3月 29日，2019年 3月 18日），『明
和金型工業株式会社 会社案内』（刊行年不明），『株式会社モールドサポート会社概要』（2018年），城
戸直道氏（インテコテクノロジーネットワークス代表）インタビュー調査（2018年 3月 13日），『長
瀬インテコ株式会社 会社概要 A』（刊行年不明），『長瀬インテコ株式会社 会社概要 B』（刊行年不明）
に基づく。
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（1）長瀬化学工業所と明和金型製作所

はじめに長瀬化学工業所と明和金型製作所の 1960年代頃までの沿革についてみておこう（表 19，

表 20）。長瀬化学工業所は，1935年に城戸盛雄が「布施市大字金岡 119番地（現東大阪市金岡 1丁目

1番 13号）に『セルロイドの加工と販売及びフェノール樹脂の製造と成形加工並びに販売』を目的

として長瀬化学工業所を創業」（『長瀬インテコ株式会社 会社概要 A』，2頁）したことからはじまる。

1940年に法人組織に改組，「この頃は，時局柄，民需品から軍需品へと転換がすすみ，フェノール

樹脂で砲弾信管用螺塞，航空機用滑車等を量産した」（同，2～3頁）。1941年に「レジノイド切断砥

石を開発し，その優秀な性能を陸軍航空兵器総局に認められ，その指定工場となり，全国の主要航

空機メーカー各社に納入した」（同，3頁）。戦後，「…軍事市場は壊滅し，新たなる民需の製品と市

場の開拓の時代に入った。材料の配給状況からみて，先ずセルロイドの石鹸箱，筆箱，裁縫箱など

生活用品の製造を再開し，セルロイドを切削加工し，象牙調の麻雀牌を製造した」（同，3頁）。1949

年に「沖縄の米軍キャンプ向けのセルロイド張り木製便座を受注し，これが契機となって，今日ま

で便座は当社の主力製品」（同，3頁）となった。「昭和 25年頃になると，新しい成形材料としてユ

リア樹脂，アクリル樹脂，スチレン樹脂，塩化ビニル樹脂などが相次いで登場」，「それらの成形法・

成形性・物性などの基礎的研究を開始」（同，3頁）し，表 19にあるように 1952年には「熱可塑性

樹脂の成形を開始」する。1956年に「硬質無可塑塩化ビニル樹脂コンパウンド製造装置の設置と専

用射出成形機の設置により，成形材料から成形品に至る一貫生産の量産体制を完成」（表 19）させ，

「各都市水道局や量水器メーカーからの指定をうけ塩化ビニル樹脂の量水器蓋，電気部品，洗濯機部

品等を量産した」（『長瀬インテコ株式会社 会社概要 A』，4頁）。1960年に「日本住宅公団の住設関連

製品（便座，牛乳箱，立て樋支持具，室名板，換気孔など）の開発，量産にはいり，便座は公団指定品

として納入した」（同，4頁）。1961年には「金型工場を新設。便座用金型などの中型成形品用金型

について設計・製作・販売した」（同，4頁）。なお，長瀬化学工業所の会社概要資料には従業員数が

記載されていないが，大阪府（1961, 1965）『大阪府工場名鑑』では E（50～99人）となっていた。

明和金型製作所は，1933年に道場敬二郎が道場鉄工所を現在の城東区鴫野東に創業（自宅の横が

仕事場であった），
（48）

「紡績・航空機部品の加工」を行ったことにはじまる。戦後と思われるが 1945年

には「
マ マ

フライスホール製造，ミシン・ガス器具の加工」を行う。1963年に道場明嘉が会社を引き継

ぎ代表となり，「明和金型製作所を起こし，プラスチック金型の製作」を開始した。1973年には法

人化して明和金型工業株式会社を設立した。道場明嘉が会社を引き継いだ頃の従業員は 3～4 人ほ

どで，法人化したときは 10～15 人ほどであった。その後，従業員数は前後するものの大きくは変

化しなかった。
（49）

（48）道場明嘉氏，道場誠司氏インタビュー調査。
（49）道場明嘉氏，道場誠司氏インタビュー調査。20名以上になることはなかったとのことである。
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表 19 長瀬化学工業所の沿革（1960 年代頃まで）

1935年 城戸盛雄が長瀬化学工業所を設立。セルロイドの製品製造及び，フェノール樹脂の製造と成形加工を業
として発足。

1938年 衛生陶器関連部品（フラッシュバルブ，サイホンベント，トイレットペーパーホルダー）を開発。（セル
ロイドとフェノール樹脂の合作）

1940年 資本金 18 万円でもって法人組織に改組。砲弾信管用螺塞，航空機用滑車等を製造。
1941年 レジノイド切断砥石の量産成功，陸軍航空兵器総局指定工場となる。
1945年 生活用品製造。
1947年 麻雀牌（セルロイド，牛骨）製造。
1949年 資本金 100 万円に増資。セルロイド被覆木質トイレットシート開発量産。
1951年 塩化ビニル用押出機設置。軟質塩ビ被覆電線製造。
1952年 自社設計による，半自動複動油圧大型成形機とポット式射出成形機の開発設置，熱可塑性樹脂の成形を

開始。
1953年 ユリア樹脂製のトイレットシート及び大型容器を量産。
1954年 エッチングによる加飾用金型を発明，実用新案権を取得。
1955年 ユリア樹脂製ポータブルラジオケース，及びホームラジオケースを量産
1956年 硬質無可塑塩化ビニル樹脂コンパウンド製造装置の設置と専用射出成形機の設置により，成形材料から

成形品に至る一貫生産の量産体制を完成。
1960年 住宅公団用住設関連製品の量産。トイレットシートは公団指定品となる。
1961年 金型工場建設。中型成形用金型を設計，製造する。金型の設計，製作及び販売を開始。
1964年 資本金 600万円に増資。スクリューインライン射出成形機を採用，画期的な塩化ビニル粉末成形材料装

置の開発と共に，独自の粉末成形材料を開発，品質の向上と大幅なコストダウンに成功。
1966年 資本金 1,000 万円に増資。
1970年 品質管理課を設置。

出所）『長瀬インテコ株式会社　会社概要 B』より作成。

表 20 明和金型製作所の沿革（1960 年代頃まで）

1933年 道場敬二郎が道場鉄工所設立　紡績・航空機部品の機械加工
1945年

マ マ

フライスホール製造，ミシン・ガス器具加工
1963年 3月 道場明嘉が代表者となり，大阪市城東区鴫野にて明和金型製作所を起こし，プラスチック金型の製

作を開始
1973年 5月 法人化　明和金型工業株式会社設立

出所）『明和金型工業株式会社 会社案内』より作成。

道場明嘉が 1963年に会社を引き継いでプラスチック金型を製造するようになるが，その技術は長

瀬化学工業所で身につけたものであった。
（50）

先にみたように長瀬化学工業所は 1961年に金型工場を

新設しているが，道場明嘉は 60年から 63年まで長瀬化学工業所で金型製造に従事した。その経緯

は次のようなものであった。当時，道場鉄工所ではミシン，ガス器具加工といった「数モノ」をあ

つかっていたが，道場明嘉は，これからは技術力を身につけていかなければならない，一品物で新

しい分野のプラスチック金型製造を行っていこう，と考えていた。道場明嘉の高校時代の同級生で

（50）この段落は道場明嘉氏，道場誠司氏インタビュー調査に基づく。
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ある大建プラスチックの加来に相談したところ，大建プラスチックの取引先の長瀬化学工業所では

プラスチックの成形加工に加えて金型製造も行っているからそこで働くことを勧められた。
（51）

道場明嘉が道場鉄工所を継いで明和金型製作所とした後の受注先の 1つが長瀬化学工業所であっ

た。
（52）

長瀬化学工業所はいくつかの大手企業から受注していたが，そのうちの 1つが松下電工であり，

明和金型製作所が長瀬化学工業所から受注する金型は松下電工，特に住設関連品が多かった。
（53）

（2）松下電工，長瀬化学工業所，明和金型製作所の 3者による事前の検討

先にみたように長瀬化学工業所の受注先の 1つが松下電工であった。
（54）

受注に際して長瀬化学工業

所と松下電工は，その内容を検討し，明和金型製作所・道場明嘉もその場に同席した。つまり，長

瀬化学工業所の担当者，松下電工の担当者，道場明嘉の 3者によって新たに受注するプラスチック

成形品の事前の検討が行われた。これは松下電工の担当者が長瀬化学工業の担当者に，事前の検討

に金型製造企業の担当者を連れてくるように要求したからであった。明和金型製作所への金型発注

が正式に決まっているわけではなかったが，検討は長瀬化学工業所が受注した新製品，金型の技術

的な確認が中心であり，金型の詳細については成形企業（長瀬化学工業所）ではわからなかったため

に道場明嘉がその検討会議に参画した。検討する場所は主に松下電工内（門真）であった。
（55）

検討項目はほとんど定型化されており，確認しなければならない内容（ゲート位置やエジェクタピ

ン設定など）は決まっていた。
（56）

発注企業（松下電工）の製品図面に基づいて金型設計，製造に関して

3 者で確認作業を行った。ただし，この確認作業のなかで松下電工の製品図面では金型製造に問題

が生じるときは道場明嘉が意見し，場合によっては製品設計の変更の要望を出した。

以上のような松下電工，長瀬化学工業所，明和金型製作所による事前の検討は，斉藤（1994）が

（51）インタビューでは「大建プラスチックの前社長」「先代の加来さん」と述べられていた。帝国興信所
（1966），東亜興信所（1969）によれば大建プラスチック（ス）は，代表者・加来庸正，所在地・布施
市宝持，1946年開業（1959年設立），従業員 53人（1966年），70人（1969年），建築器材卸，プラ
スチック製品販売とある。なお，『長瀬インテコ株式会社 会社概要 A』の「主たる納入先」には「大
建プラスチック株式会社」が記載されている。

（52）道場明嘉氏，道場誠司氏インタビュー調査。道場明嘉によれば長瀬化学工業所から独立した後も，長
瀬化学工業内で金型製造は行われていたようだが基本的には外注していたとのことである。また，城
戸直道氏（インテコテクノロジーネットワークス代表）インタビュー調査では，長瀬化学工業所では
1960年代後半に担当者が交通事故で亡くなったのをきっかけに金型製造をやめてしまったとのことで
ある。なお，明和金型工業にとって長瀬化学工業との取引はメインではなかった。

（53）道場明嘉氏，道場誠司氏インタビュー調査。
（54）以下，明和金型製作所に関する部分は道場明嘉氏，道場誠司氏インタビュー調査に基づく。
（55）検討は 3者でする場合もあれば，2者で検討する場合もあった。明和金型製作所の別の取引では発

注側と明和金型製作所で検討していた（道場明嘉氏，道場誠司氏インタビュー調査）。
（56）事前の検討は製品構想の初期段階で行うものもあれば，図面が定まり発注に近い最終段階で行うも

のもあった（道場明嘉氏，道場誠司氏インタビュー調査）。
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述べている「金型メーカーから技術者が出向いて商品の量産図面の作成に直接参加（コエンジニアリ

ング）して，『承認図』を持ち帰る場合」（19 頁）に近い。斉藤（1994）は金型製造企業（金型メー

カー）が参画するデザイン・インについて，デザイナーが描いたフォルムが金型で再現できなけれ

ば量産成形は不可能であり，商品化できない。したがって，商品化のためには金型製造企業の技術

水準に合致した設計図に変更しなければならないという。そして，「一度商品設計が確定した後での

変更過程は，単なる手直しと異なるので時間がかかりその間のコストも大きい。最終の量産図面の

作成を短期化するには，新商品あるいは新モデル開発の基本構想（いわゆるコンセプト）が決まって

具体的な量産用商品設計が始まるその段階から金型メーカー（および成形業）の設計・技術担当者も

参画するのが合理的である」（19頁）とし，金型製造企業の参画の仕方について述べている。その 1

つは，「家電用プラ金型メーカーの場合ならば，最初の商品図面を見て型加工用の組立図面（アセン

ブリードローイング）と基本仕様書を作成して発注先家電企業に返す。発注企業が（または発注企業

に代わって成形業者が）これらを点検して承認すると，今度は『承認図』として金型メーカーに戻っ

てくる」（19頁）場合である。

もう 1つが「金型メーカーから技術者が出向いて商品の量産図面の作成に直接参加（コエンジニア

リング）して，『承認図』を持ち帰る場合」で，これによって「発注＝受注が事実上成立し，型加工

が始まることになる」（19頁）としている。明和金型製作所・道場明嘉が参画する検討では発注側企

業の製品図面を前にして金型について検討し，確認した内容を図面に書き込み，場合によっては製

品図面を金型製作の都合に合わせて変更していた。この検討を経て明和金型製作所は事実上金型を

受注し，型加工を開始した。

また，鈴木（2011）は「製品のデザイン段階や設計段階から金型技術者が参画する方式」が「デザ

インイン（または同席設計）」（169頁）であるとし，その有効性として金型技術者が金型について早

い段階で検討・決定することができること，製品設計側としては後から発生する設計変更を最小限

に抑えられることを指摘しうえで，樹脂射出成形金型を事例に金型の「事前検討が可能な項目」を

示している（169～170頁）。「デザインインによる金型設計・製作の流れは，①樹脂製品のデザイン，

②樹脂製品の設計，③金型の設計という 3段階に分かれる」（170頁）が，特に②の段階ではゲート

位置やランナー径の決定，突き出しピンの位置の決定，ガス抜き位置の決定，ソリ変形対策の決定

を「事前検討が可能な項目」として挙げている（170頁）。この「事前検討が可能な項目」は，松下

電工，長瀬化学工業所，明和金型製作所による事前検討でも取り上げた項目であった。「はじめに」

で述べたように斉藤（1994）ではデザイン・インは 1960年代半ばにはじまり定着したとあるが，長

瀬化学工業所，明和金型製作所のケースからも発注側企業と金型製作上の観点から製品図面の確認，

変更の提案を行い，また，金型製作上の技術的な確認をするといった事前の検討（デザイン・イン）

を 1960年代に行っていたことがわかる。
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5 高度成長期における大企業と中小機械金属工業のデザイン・イン関係の発生要因：
東京芝浦電気株式会社（東芝）の事例

（1）青葉堯の立場：応援

前節でみたように発注側大企業とプラ成形企業，プラ型製造企業との間で製品設計，金型の検討

が行われていたが，それは発注側大企業が求めていたものであった。そこで本節では高度成長期の

発注側大企業と中小機械金属工業のデザイン・インがなぜ生じたのかを当時，大企業のプラ成形，プ

ラ型製造部門の技術者であった青葉堯へのインタビュー調査，および関連資料から検討する。
（57）

はじめに青葉堯の経歴についてみておこう（表 21）。青葉堯は 1936年生まれで 60年に早稲田大

学第一理工学部機械工学科を卒業して東芝に入社した。本社機器事業部での研修の後に川口工場工

具課に配属され，テレビ，ラジオ，冷蔵庫，洗濯機，扇風機などの家電製品のプラ成形品用の金型

の設計製作に従事した。川口工場は東京電気株式会社時代の 1935年に操業し，熱硬化性樹脂の配

線器具部品，真空管口金を製造，戦後は組織改変を経て 62年に家庭電機事業部のもとに，66年に

は化学材料事業部のもとにおかれた。
（58）

当時，例えばテレビではキャビネット・前面枠（ハイインパク

トポリスチレン），裏部分（ポリプロピレン），保護ガラス（ポリカーボネート）などがプラ成形品であ

り，1960年代の川口工場ではテレビ用キャビネットなどの成形品や金型を製造していた。
（59）

そうした

なかで青葉堯は川口工場でプラ型の製造に携わっていたのであった。

川口工場では東芝のテレビなどの家電製品のプラ成形品とそのための金型を製造していたが，東

芝の家電製品のプラ成形品を川口工場だけで捌くことはできなかったので，各製品のプラ成形品は

製品工場から外注されていた。
（60）

テレビでは製造，組立を行っていた深谷工場がプラ成形企業に外注

していた。
（61）

そして，1960年代当時から深谷テレビ工場側担当者とプラ成形企業とプラ型製造企業で

製品設計，金型に関しての打ち合わせが行われていた。青葉堯は深谷テレビ工場担当者に依頼され

て「応援」という形で，その打ち合わせに参加していた。というのも深谷テレビ工場の担当者が成

（57）インタビュー調査は 2018年 7月 31日，2019年 3月 8日に行われたが，その前後もメールで事実
関係の確認，質疑応答をした。また，関連する資料（青葉堯提供資料）や 1960年代頃の業務内容に関
連した事項を思い起こして青葉堯が作成した資料（青葉堯作成資料）を提供してもらった。以下では
このインタビュー調査（メールを含む）の内容，提供・作成資料をもとに検討する。

（58）東京芝浦電気株式会社総合企画部社史編纂室編（1963），395～399頁，894頁（「組織表（5）昭和
37年 5月 29日現在」），東京芝浦電気株式会社編（1977），96，216，302，609，659頁。1974年に化
学材料事業部は分離・独立して東芝ケミカルとなり，川口工場も同社所属となる（東京芝浦電気株式
会社編（1977），302頁）。

（59）青葉（1968, 2016），青葉堯氏インタビュー調査，東京芝浦電気株式会社編（1977），302頁。
（60）以下，この段落は注記がない場合は青葉堯氏インタビュー調査に基づく。
（61）テレビは小向工場で生産していたが，その一部は 1965年に設立された深谷工場に移管された（東京

芝浦電気株式会社編（1977），254～255，260～261頁）。
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表 21 青葉堯の経歴（関係時期）

1936年 3 月28日 栃木県宇都宮市に生まれる

1960年 3 月 早稲田大学第一理工学部機械工学科卒業

1960年 4 月 1 日 株式会社東芝入社（本社機器事業部技術担当）
＊家電関係技術

1960年 9 月 川口工場工具課技術開発担当
プラスチック射出成形用金型設計製作
＊テレビ，ラジオ，冷蔵庫，洗濯機，扇風機等のプラスチック部品の成形用金型の設計と製
作技術

1963年 9 月 川口工場機械技術課技術開発担当
プラスチック射出成形品設計製作
＊テレビ，ラジオ，冷蔵庫，洗濯機，扇風機等のプラスチック部品の設計と製作技術

1969年 2 月 川口工場技術開発グループ主務
プラスチック射出成形品設計製作
＊テレビ，ラジオ，冷蔵庫，洗濯機，扇風機等のプラスチック部品の特に新規開発品の設計
と製作技術

1970年 3 月 化学材料事業部グループ技術開発担当主務（本社内）
新事業製品技術開発（FRP 大型製品）
＊浴槽等のプラスチック（大型 FRP）製品の新規開発品の企画と設計

1971年10月 川口工場技術開発グループ主務
プラスチック新製品開発（FRP 大型製品および射出成形品）
＊浴槽等のプラスチック（大型 FRP）製品およびテレビ等のプラスチック部品の新規開発品
の設計と製作技術

1990年 3 月31日 定年（扱）退社

出所）株式会社東芝新素材応用研究所「証明書（青葉堯）」1991 年 6 月（青葉堯提供資料），その他青葉堯提供資料，青葉（2016）
より作成。

形，金型に関する十分な知識をもちあわせていなかったからであった。例えば 1969年に行ったテ

レビプラスチック成形品に関する検討では，群馬県高崎市の外注金型製造企業において，テレビ工

場テレビ設計部社員，川口工場技術開発グループ青葉主務（課長補佐級役付），M金型（金型製造企

業，従業員 15名）社長，Eプラスチック（プラ成形企業，高崎市，従業員 30名）社長の 4者（会社単

位としては 3者）で，「成形品の仕様の決定（成形品図面案提示）金型の仕様の決定（金型図面はこの

後に金型業者で作る。金型図面は金型業者の外には出さない）」
（62）

をした。この検討会議は「新製品製作会

議」といわれており，「成形業者も金型業者も正式には決まっていない時点」
（63）

の会議であった。なぜ

なら，「確定成形品図面がなければ相見積もりなどの手続きができないから」
（64）

であった。「新製品製

（62）「テレビの事例改 A20180810」（青葉堯作成資料）。川口工場で成形と金型製作を担当する場合は，テ
レビ工場テレビ設計部社員，川口工場成形課社員，川口工場工具課社員，同青葉堯，川口工場生産課
社員で実施していた（同青葉堯作成資料）。

（63）「テレビの事例改 A20180810」（青葉堯作成資料）。
（64）「テレビの事例改 A20180810」（青葉堯作成資料）。
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図 1 製品企画からプラスチック成形品製造までの流れ

テレビ工場担当者が
成形品図面（量産図）
を作成

新製品製作会議。成
形品図面案，「成形
品の仕様」「金型の
仕様」の検討

・成形品サンプルを
　テレビ工場へ提出
　する
・金型修正と成形試
　作

・成形品図面（量産
　図）の確認
・金型の設計（金型
　図面の作成）
・金型製作
・金型の第 1 次試作
　（トライショット）

・ならし運転
・成形（量産）開始
・成形品検査
・成形品納入
・テレビ工場で成形
　品受け入れ

・金型の認定試作
　（立ち会い試作）
・成形品検査
・金型完成確認
・金型納入
・金型検収

テレビ事業部（東京）
で製品企画の構想，
意匠部と相談して意
匠図の作成

テレビ工場担当者が
「製作条件の制約」
「成形品の仕様」を
考えて成形品図面案
を作成

出所）青葉堯氏インタビュー調査，「テレビの事例改 A20180810」（青葉堯作成資料）から作成。

作会議」は半日仕事として行われた。

（2）「新製品製作会議」の位置づけと検討内容

青葉堯が参加していた「新製品製作会議」は製品企画から実際のプラスチック成形品製造の過程

のなかの 1段階として位置づけられていた。
（65）

図 1はテレビについて製品企画からプラスチック成形

品製造，そのテレビ工場への納入の流れを示したものである。最初にテレビ事業部で製品企画が構

想され，意匠部と相談して意匠図が作成される。
（66）

その後にテレビ工場担当者によって成形品図面案

が作成され，それをもとに「新製品製作会議」が行われる。ここで「成形品の仕様の決定（成形品

図面案提示），金型の仕様の決定」がされた。その後に成形品図面（量産図面）が作成され，プラ成

形企業，プラ型製造企業はその図面を確認する。プラ型製造企業は金型図面を作成，金型を製作す

る。
（67）

金型が製作されると試作がプラ型製造企業で行われるが，成形機がない場合にはプラ成形企業

で試作が行われた。試作された成形品はテレビ工場へ提出され，金型修正と成形試作が行われた。

金型修正と成形試作は納期の関係から 1回程度であり，その後にプラ成形企業，プラ型製造企業，

（65）以下，この項は青葉堯氏インタビュー調査，「テレビの事例改 A20180810」（青葉堯作成資料）に基
づく。

（66）東芝の社史によると意匠部は 1962年 5 月の本社組織全面改正時に「機器事業部から営業管理部に
移管」とある（東京芝浦電気株式会社総合企画部社史編纂室編（1963），399頁，東京芝浦電気株式会
社編（1977），215頁）。1970年の組織図では営業管理部とは別に意匠部があることが確認できる（東
京芝浦電気株式会社編（1977），219頁）。
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テレビ工場担当者による金型の認定試作（立ち会い試作）がされ，成形品検査，金型完成確認，金型

納入・検収となる。プラ成形企業で成形（量産）が開始されテレビ工場で成形品が受け入れられる。

なお，プラ型製造企業はプラ成形企業から受注するが，金型の発注はテレビ工場が行い，代金を支

払っていた。プラ成形企業はテレビ工場から金型を無償で貸与される形になっていた。
（68）

以上の流れからわかるように，「新製品製作会議」は成形品図面案作成と成形品図面（量産図）作

成の間に位置づけられており，成形品図面案は「成形品の仕様」「金型の仕様」の決定を経て成形品

図面（量産図）となった。それでは「新製品製作会議」で検討されていた「成形品の仕様」「金型の

仕様」とはどのようなものであったのであろうか。テレビ工場担当者は成形品設計に際して，「製作

条件の制約」（①十分な抜き勾配をつける，②肉厚はできるだけ均一にする，③寸法精度を出しやすい設計，

④精度の良い金型がつくれる形状にする，⑤ソリや変形の少ない形状，⑥寸法測定ができる形状，⑦金型が

つくりやすい設計），「成形品の仕様」を考えて成形品図面案を作成した。「成形品の仕様」は，表 22

の「①用途」から「⑧成形品の仕上がり（目安）」までの項目の内容それぞれについて考えられ，そ

れを「新製品製作会議」でプラ成形企業，プラ型製造企業に提示し，一緒になってその項目を検討し

た。さらに「金型の仕様」については表 23にある「①金型の大きさ」から「⑮金型みがきの目安」

の項目の内容それぞれについて，プラ成形企業，プラ型製造企業とともに検討した。プラ成形企業，

プラ型製造企業は，「新製品製作会議」で成形品図面案・成形品の仕様，金型の仕様について成形，

金型製造の観点から意見した。

（3）「新製品製作会議」の理由

以上の東芝・テレビの成形品の事例にみたように成形品図面（量産図）が確定する前，発注先が正

式に決まっていない段階の「新製品製作会議」において，発注側大企業，プラ成形企業，プラ型製

造企業によって成形品の仕様・図面，金型の仕様が検討されていた。しかし，それはなぜなのであ

ろうか。青葉堯によれば「テレビ工場には成形業者や金型業者と相談することなく確定成形品図面

を書けるほどの技術力はなかった」
（69）

からであった。つまり，テレビの設計者の成形・金型の知識が

不足していたので，プラ成形企業，プラ型製造企業のノウハウが必要だからであった。プラ成形企

業，プラ型製造企業側は現場でたたき上げてきた人たちで，新製品製作会議に出席した外注先の社

（67）青葉堯氏インタビュー調査によれば金型図面を東芝側はみせてもらえなかった。東芝側が図面を
チェックすべきだという議論もあったが，結局，図面をみてもわからなかったとのことである。なお，
田口（2011）によると，金型図面については最終製品メーカーの承認を得ないのが一般的な慣習のよ
うである。ただし，最終製品メーカーに図面を提出させられることもある。その場合，図面はノウハ
ウが詰まっているのでその提出となるとノウハウが流出してしまうと考えられるが，実際には図面に
あらわされている以外にノウハウがあるので流出することはない（77～79頁）。

（68）金型の受発注関係については田口（2011），73頁参照。
（69）「テレビの事例改 A20180810」（青葉堯作成資料）。

61（265）



pLATEX2ε: 02˙tanaka : 2024/3/23(9:41)

表 22 「成形品の仕様」

①用途 ・用途説明
・使用温度範囲（通常は −20°C + 65°C）
・使用時油・薬品の付着の有無（通常はない）
・常時屋外使用の有無（通常はない）

②材質 ・材料名
・メーカー名
・グレード
・色
・着色法（カラードペレット，マスターバッチ，ドライカラーなど）
・フィラー（充塡物）の有無 ・フィラーの種類と配合割合 ・比重（材料単価は重
量だが成形は体積で行われる）

③寸法形状 ・縦×横×高さ×平均肉厚
・肉厚最大と最小
・アンダーカットの有無，内容
・表面処理（めっき，塗装など）の有無，内容（光沢。色など）

④成形収縮率
　（簡易計算事例）

・PS 4/1000・ABS 4/1000・PC 6/1000・PP 16/1000 など

⑤必要型締めトン数 ・総投影面積＝成形品投影面積×取り数＋加算（スプルー・ランナー分）（加算分不明
の場合の簡易計算 +5％）

・必要型締め力=総投影面積×金型内圧力
・金型内圧力（目安）・PS 400kg/mm2・ABS 400kg/mm2・PC 800kg/cm2・

PP 400kg/cm2 など
・射出成形機の選択・必要型締めトン数の 1.2 倍以上の成形機

⑥必要射出量 ・総成形品仕込み重量＝成形品ネット重量×取り数＋加算（スプルー・ランナー分）
（加算分不明の場合の簡易計算 +5％）
・射出成形機の選択必要射出量の 1.2 倍以上の成形機

⑦成形品の寸法精度
　（最も精度が高い部分の目安）

・並級 ±0.5％
・准精密級 ±0.2％（金型の動かない部分で構成される寸法）
・精密級 ±0.1％（同）

⑧成形品の仕上がり
　（目安）

・B 級実用上差し支えない欠陥は容認する。
・准 A 級 1m 離れて見て，欠陥がない。
・A 級肉眼で見る限り，欠陥がない。さらに，表面に天井の蛍光灯を写して直線に
見える。金型は鏡面みがき（精密級）。

出所）「テレビの事例改 A20180810」（青葉堯作成資料）から作成。

長は自身で金型を製造している人であった。そういう人の知恵を集めないとできなかったという。
（70）

プラ型製造企業のノウハウについては，「現場たたき上げのノウハウは，実際に現場で作業して得

られるもの」，「現場たたき上げのノウハウは，文章や話で教わることは困難で，現場の経験で得ら

れるもの」
（71）

で極めて属人的であった。すなわち，「…プラスチックの金型製作は，最初から最後まで

（70）青葉堯氏インタビュー調査。
（71）青葉堯氏インタビュー調査。
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表 23 「金型の仕様」

①金型の大きさ ・金型の体積想定
・金型の重量想定（金型の体積×鋼材の比重）比重は 7.8
・金型の大きさの目安（想定不可能な場合の簡易計算）
・成形品データ L成形品の長さ（長い方） D 固定側型板のキャビティ彫り込み深
さ W 型板の枠の幅 W=L/2 R ランナー分の長さ

・H 固定側型板・可動側型板の厚さ（厚い方）H1 = D + 25H2 = W × 6/10
・A1 固定側型板・可動側型板の長さ（長い方）A1 = 2L + 2W + R
・A2 固定側型板・可動側型板の長さ（短い方）A2 = L + 2W
・インロウの目安 インロウの高さ 10 mm，勾配 5 度

②金型の型部材質（選択の目
安）

・10 万ショットまで S50C（熱処理なし）
・100 万ショットまたは仕上げ A 級 SCM400 HRC40（プリハードン）
・100 万ショット以上または仕上げ A 級以上 SKD61 HRC55（焼き入れ）

③金型の架台部（型部以外）材
質

・通常用途 SS41（溶接できる）

④材料取りの寸法
（材料取り図または標準モール
ドベース型式名称）
⑤パーティングライン（PL）
の位置と形状（成形品図面
に記入した略図）
⑥抜き勾配（目安・片側） ・箱（外側）1/50 ・箱（内側）1/60 ・ボス（セルフタップ外側）1/30 ・凹み穴（外

側）1/40 ・凹み穴（内側） 1/60 ・リブ（通常）1/200 ・リブ（底）1/100 ・格
子（ピッチ 3 mm 以下）1/8 ・格子（ピッチ 3 mm 以上）1/10 ・シボ（深い）1/8
・シボ（浅い）1/10

⑦アンダーカットの抜き方法 ・斜めガイドピン式（推奨）・油圧シリンダー式 ・エアーシリンダー式 ・回転式
（電動機）・回転式（ラック・ピニオン）・回転式（スクリュー）・カムガイド式 ・
スプリング式 ・斜め溝式 ・置き駒式（手作業）

⑧ノックアウト（エジェクター）
の方法と位置

・エッジピンノック（丸ピンを推奨）・内面ピンノック ・プレートノック ・スリー
ブノック ・バ―ノック ・エア―ノック

⑨スプルー・ランナーの種類
と要点

・スプルー（普通は標準部品）
・抜き勾配（片側）2.5°以上 ・流動方向に磨く（ペーパー#600）
・ランナー（成形品全体に同時均一に充塡する配置）
・円形（半円形は推奨しない）・台形 ・流動方向に磨く（ペーパー#600）
・コールドスラッグウエル（必ず必要）（流動重視）
・ホットランナー（普通は標準部品）（可能なら自作）（精度重視）

⑩ゲートの位置と種類と数
（成形品全体に同時均一に充塡
する配置）

・ゲートの切断方法（自動切断，取出機で切断，後加工で切断など）
・ダイレクトゲート ・サイドゲート（推奨）・ジャンプゲート
・ピンポイントゲート（推奨）・トンネルゲート（サブマリンゲート）（ゴミが出る）
・リングゲート ・ディスクゲート ・フラッシュゲート ・タブゲート

⑪金型の入れ子構造
　（成形品図面に記入した略図）
⑫エアーべントの位置と構造
（流れの終点につける）

・PS 0.03 mm ・ABS 0.03 mm ・PC 0.02 mm ・PP 0.01 mm など
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⑬冷却水孔の位置と形状
　（簡易計算）

・固定側型板冷却水孔壁面の総面積＝成形品表面（片側）の総面積
・移動側型板冷却水孔壁面の総面積＝成形品表面（片側）の総面積
・冷却水孔の深さの目安 表面から 20 mm
・ストレート式（ロングドリル加工）（推奨）
・タンク式（タンク内水路に仕切り板など） ・タンク式（タンク内水路に丸棒など）
・カートリッジヒーター

⑭金型工作精度の目安 ・並級 ±0.05 mm ・准精密級 ±0.02 mm ・精密級 ±0.01 mm（測定ができる場合
に限る）

⑮金型みがきの目安 （製品裏面及びランナーなど）
・並級 ペーパー#600
（製品表面）
・准精密級 ペーパー#1200 ・精密級 ダイヤモンドパウダー 3µ（#8000 相当）（推
奨）製品裏面とランナーは，外観を求められていなくてもペーパー#600（推奨）
製品表面は，外観を求められていなくてもペーパー#1200，求められている場合
はダイヤモンドパウダー#8000

出所）「テレビの事例改 A20180810」（青葉堯作成資料）から作成。

1人でするのが原則ということです。実際は，専門的な機械はその機械専門の人が扱うとか，設計

は別の人がする（大企業は必ず別の人）とかがあります。しかし，皆で作った部品を皆で組み立てる

といういわゆる分業ではできないのです。基本が現物合わせだからです… そこで，プラスチック金

型は，だれだれの作（個人名）となるのです。現場たたき上げのノウハウは人に付いたもの（個人の

能力）」
（72）

であった。そして，こうした「現場たたき上げのノウハウ」を身につけた者はプラ型製造企

業（中小企業）の社長，あるいは経験を積んだ人であり，そうした人物が「新製品製作会議」に参加

していた。「社長自身が最初（設計）から最後（組立）まで一人でしていたのです。だからそのノウ

ハウはわれらの遠く及ぶところではありませんでした。それでは，1台しか受注できないというこ

とになりますが，複数の人がいて，その次は別の人が社長代理（実際の役職は不明）で出てき」
（73）

た。

また，こうした「現場たたき上げのノウハウ」はプラ型製造企業が製造する金型の得意品目と関

わっており，青葉堯によれば「…得意不得意も出てきます。東芝では何でも作りましたが，外注工

場には，得意なものしか作らないというところができて，そこでは明らかに東芝より優れたノウハ

ウを持っていました」「…得意品目では，東芝より優れた『たたき上げのノウハウ』を持つ外注工

場があった」。
（74）

この得意品目というのは，プラ型製造企業が継続して製造している同じような形状

の金型，特定の金型であり，「…特定の部品，金型を外注に生産させることでノウハウを持つよう

になる…」，「…類似品目を東芝が継続発注することで，東芝より優れたノウハウを得た工場が多

い」
（75）

ということであった。

（72）青葉堯氏インタビュー調査。
（73）青葉堯氏インタビュー調査。
（74）青葉堯氏インタビュー調査。
（75）青葉堯氏インタビュー調査。
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そして，もう 1つの理由が納期であった。つまり，「金型は原則 1台しか製作しないから，一発勝

負である」
（76）

ため，金型の製作に失敗すると，「失敗は作り直しになるので，納期が長く」
（77）

なり，大幅

な遅れが生じる。
（78）

それを回避するために「新製品製作会議」での慎重な検討が行われた。
（79）

特に高度

成長期には青葉堯によれば，「テレビの事例では，主力機種のほかに，品揃えと称する類似機種をい

くつか（普通は 2種）製作した。実際は主力機種が売れ，類似機種はあまり売れないから類似機種は

不要ではないかと問題提起されたが，販売店が必要と主張したと言う。つまり 1機種に金型が 3 台

必要になった」。
（80）

「さらに，不景気でテレビの売れ行きが下がると短期間で新機種を作り挽回しよう

とした。ここでも金型を 3台つくるから，世間は不景気でも金型は好景気という神話ができ」，「こ

のように金型の需要が大幅に増え」たのであった。
（81）

高度成長期には新製品や新機種が短期間で連続

的に投入されたが，製品工場側・テレビ工場担当者側にとってスケジュール上，金型の納期は重大

な問題だったのである。
（82）

6 金型の「矛盾」と生産体制

前節でみたように発注側大企業，プラ成形企業，プラ型製造企業は，正式な発注が決まっていない

段階で成形品の仕様・図面，金型の仕様を検討していた。これは青葉証言によればプラ型製造企業

の「現場たたき上げのノウハウ」が必要であったためであり，それは①金型製造に得意分野がある

こと，②「最初から最後まで 1人でする」という金型の生産体制に関連しているということであっ

た。本節ではこの 2つについて検討することとしたい。

（1）金型の「矛盾」

金型製造企業によって金型製造の得意分野があることは，これまでの日本金型産業研究でたびた

び指摘されてきたことである。例えば斉藤（1994）は次のように述べている。

「型種の間の技術的断絶は大きく，型加工技術は簡単に相互流用できるものではない。それだけ

ではなく，同じプラスチック成型品でも家電商品の極小歯車や外装部品，日用品のバケツから

（76）「テレビの事例改 A20180810」（青葉堯作成資料）。
（77）「テレビの事例改 A20180810」（青葉堯作成資料）。
（78）青葉堯氏インタビュー調査。
（79）青葉堯氏インタビュー調査。
（80）「テレビの事例改 A20180810」（青葉堯作成資料）。
（81）「テレビの事例改 A20180810」（青葉堯作成資料）。
（82）例えば高度成長期における松下電器産業のテレビ発売機種数については田中幹大（2005）表 3を参

照。
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バスタブなどまで大きさも形も精度も，また量産数も多種多様であり，それに応じて構造だけ

でなく金型素材，要求される精度，型加工技術，設備までが異なっている。とりわけ，成型品

にそのまま再現される精度や大きさの違いは，技術的相違，設備の違いに反映する。このよう

な事情もあって，金型メーカーは，規模が小さいほど上記の 8つ（プレス用，鍛造用，鋳造用，ダ

イカスト用，粉末冶金用，プラスチック用，ガラス用，ゴム用 –筆者）の型種のどれかひとつの型生

産に特化している場合が多い。さらに同じ型種でも，得意な加工・工程分野に特化しているこ

とが多い」（9頁）。

斉藤の金型（特にプラ型）産業研究が極めて興味深いのは，企業ごとに金型製造の得意分野が形成

されていることを，金型の生産的技術的特徴，すなわち金型の「矛盾」と関連させて把握している

点にある（斉藤（1999））。金型は，第 1に単品受注品であり，第 2に「…成形される部品よりも一

桁上の精度を要求される複雑な “装置”」（193頁）であり，その製造に必要とされる技術・技能も複

雑で高度である。そして，「第一の単品受注生産品であるという事情と，第二の複雑・高度な技術・

技能を要するという事情は，一種の『矛盾』を含んでいる」（同）という。というのも，「一般的に

いって生産技術・技能の蓄積と高度化には，同一生産行為の繰り返しが不可欠」だが，「…金型は通

常 1型しか生産しない」ので，「ある金型の生産に使われた技術・技能は，極端にいうと一回限りで

使い捨てになる可能性が大きい」（193～194頁）。「同じプラ金型でも，大型部品用か小型部品用かで

要求される技術的条件が異なる。にもかかわらずその生産に要求される技術・技能は高度なレベル

のものである」（194頁）。それゆえ，「これは『矛盾』としか表現の仕様がない」（同）。そして，この

矛盾は，「…日本でのプラ金型分野の聞き取り調査によれば，可能な限り類似の商品の新開発をまっ

て類似部品用の金型を作り続けること」，「TVなら TVの，掃除機なら掃除機の特定のプラ部品用

金型の製作に可能なかぎり特化して継続受注することでその技術・技能を蓄積し高度化させ」（同）

ることで解決されてきたという。なお，金型はプレス型，プラ型，ガラス型などで「…その種類毎

にその設計・生産に必要な技術的要件が異なる」（193頁）ため「…他の種類の金型を生産しても技

術・技能の蓄積にはならない」（194頁）。

前節の青葉証言にみたように東芝では類似品目の継続発注によって「東芝より優れたノウハウを

得た」プラ型製造企業が多いとのことであった。この点について青葉堯は「殆どの会社は，3社か

ら見積もりを取り，最も安いところに発注するという規定を作っていますが，日本の成形業界では，

その規定通りと称していても，実際は最初から 1 社に決めて発注します。できるだけ同じ工場に

継続して発注することで，ノウハウが積み重なり，品質が良くて早くて安いということになるので

す」
（83）

とも述べている。金型取引において，発注側企業と金型製造企業が継続的（長期取引的）にな

るのは，プラ型製造企業にとって金型の「矛盾」を解決して技術・技能を高度化させることができ

66（270）



pLATEX2ε: 02˙tanaka : 2024/3/23(9:41)

ること，そうして身につけたプラ型製造企業のノウハウを発注側大企業が必要としたためであっ

た。
（84）

プラ型製造企業が特定の金型製造で獲得するノウハウは，青葉証言にあるように金型を「何で

も作」る東芝の技術・技能とは異なっていたのである。
（85）

そして，このことは外注金型製造企業が小

規模性を帯びることの根拠でもあった。
（86）

（2）金型の生産体制

次に 1960年代当時の金型の生産体制についてみてみよう。この点については東京都経済局総務

部調査課（1964）『プラスチック金型工業の実態分析』がプラ型製造企業の調査をもとに分析してい

るので，最初にこの資料に基づいて検討してみよう。

東京都経済局総務部調査課（1964）における調査対象は表 24のとおりで，3節（2）⑥で述べたよ

うに池上金型工業，明輝製作所と考えられる A社，B社を含んだ 14企業である。東京都経済局総

務部調査課（1964）の「第 II部 東京都プラスチック金型企業の実態調査」ではこれら 14企業の

調査に基づいて「作業組織」を明らかにしている。それによれば，「作業組織は，素材加工から最終

仕上までの全工程を一型ずつ，1人あるいは熟練工を中心にいくつかの班（組）を編成して，担当す

る形態（いわゆる『縦割り方式』）と，素材加工（セーパー，
ママ
を中心とする）・部品機械加工（旋盤を中

心とする）・中間加工（フライス盤中心）・仕上の各工程別に分業化した形態
ママ

（いわゆる『横割り方式』

とに分けられる」（37頁）とされていた。そして，「Aクラスから Dクラスまでの企業では，Dクラ

ス一部に『縦割り方式』をとるところもあるが，ほとんどが 2～3年前から『横割り方式』をとって

いる」（同）として，「横割り方式」の事例として E社を取り上げている（図 2）。

一方，「縦割り方式」については「Eクラス，Fクラスの企業では，機械工，仕上工と一応分けて

いるところもあるが，実際の作業はG社のように班（組）別に全工程を担当するか，あるいは 1人

1人が全工程を受持つという形をとっている。この場合，1人 1人が一型ずつ分担するというのは，

全員が経験年数 4年以上で，一通り全工程をこなせるようになっている場合（N社）であろう。従

業員数が少数で，しかもそのうち経験年数の若い層が多いという場合には，班を編成するというよ

りも，社長（経営主）の陣頭指揮の下で全員が一班となって作業する形をとらざるをえない」（38頁）

として L社の事例を取り上げている（図 3）。

（83）青葉堯氏インタビュー調査。田口（2011）によると実質的に受注は決定しているが，少しでもコス
トダウンをさせるために形式的に 2～3社による相見積もりが行われるとのことである（82頁）。

（84）発注側企業と金型製造企業の長期継続取引のもう 1つの根拠は，開発上の機密情報の保持という理
由から発注側企業にとって意味があるためといわれている（斉藤（1999），195頁，田口（2011）第 3
章，藤川（2007））。

（85）田口（2011）も金型の種類によって技術やノウハウが細分化しており，金型製造企業は専門化する
ことで金型技術を蓄積することができると述べている（第 2章）。

（86）斉藤（1999），194頁。
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表 24 東京都経済局総務部調査課（1964）における調査企業一覧

級別 企業別 従業者数
（人）

創立年月 備考

A A 167 1934 年10月 射出用 100％，他にダイカスト，プレス用製作
A B 145 1948 年 9 月 射出用 90％，他にダイカスト用製作
B C 45 1949 年11月 圧縮用 70％，射出用 30％
B D 37 1950 年 4 月 圧縮用 60％，射出用 40％
C E 27 1953 年12月 圧縮用 30％，射出用 70％
C F 29 1951 年 4 月 射出用 90％，他にゴム用，プレス用，粉末冶金用製作
D G 17 1933 年 7 月 圧縮用 75％，射出用 25％
D H 14 1950 年 5 月 圧縮用 70％，射出用 30％，他にゴム用製作
D I 12 1958 年 5 月 圧縮用 90％，射出用 10％
E J 11 1954 年 圧縮用 10％，射出用 90％
E K 12 1946 年 4 月 圧縮用 55％，射出用 45％，他にネームプレート製作
E L 9 1957 年 5 月 圧縮用 50％，射出用 50％，他にダイカスト用製作
F M 7 1949 年 4 月 圧縮用 50％，射出用 50％
F N 6 1953 年10月 圧縮用 10％，射出用 90％

出所）東京都経済局総務部調査課（1964），20 頁第 II–1 表，23 頁第 II–3 表より作成。
注 1）「級別」は関東プラスチック金型組合の企業規模別区分（級別）によるもので，A（従業員 51 名以上），

B（従業員 31 名以上 50 名まで），C（従業員 21 名以上 30 名まで），D（従業員 11 名以上 20 名まで），
E（従業員 6 名以上 10 名まで），F（従業員 5 名以下）を意味する。ただし，一部，表中の従業者数と一致
していない。

注 2）備考の圧縮，射出用の割合について厳密にいえば若干異なる企業もあるが出所にしたがった。

以上のように東京都経済局総務部調査課（1964）は金型の生産体制（作業組織）について，1人，

ないし班が 1型の全工程を担当する「縦割り方式」と工程別に分業する「横割り方式」があること

を指摘していた。そして，生産体制として「縦割り方式」と「横割り方式」のどちらが採用される

かについては，「工程別の横割り方式は従業員（作業員）数 20名以上，すなわち Cクラス以上の工

場になってはじめて物質的前提条件がととのうものとみられる」（39頁）と金型製造企業の規模によ

ると述べていた。東京都経済局総務部調査課（1964）はプラ型製造企業が対象であるが，生産体制

が金型製造企業規模によって異なることは一般的に指摘されているところであり，例えば中小企業

研究センター（1979）『金型工業の構造分析 金型企業構造調査報告書 』では次のように述べ

られている。

「金型製作の工程と従業員の関係 作業方式 については，この業界で『縦割り』『横割り』

といわれる二つの方式がある。前者は，数人の作業員が一班を形成して，一つの金型を，工程

のはじめから仕上げまで担当するものであり（従って，作業員は金型について回る），後者は，各

作業員を工程ないし機械ごとに固定して，特定の作業に従事させるものである。機械工，仕上

工…などという加工工程の名を冠した作業員の分類は，後者の横割り方式に固有の，あるいは

少なくともこの方式の下での作業員の分類に適した分類名称ということができる。/ところで，
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図 2 E社の職場作業組織と職制図
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出所）東京都経済局総務部調査課（1964），37 頁第 II–1 図。
原注）1．班長の年数は入社後の勤続年数を示す。
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図 3 L社の作業組織
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表 25 規模別作業方式（専・兼業者）〈1965 年〉

規模別

1 10 20 30 40 50 100 200 300 500 1,000

～ ～ ～ ～ ～ ～ ～ ～ ～ ～ 人
9 19 29 39 49 99 199 299 499 999 以
人 人 人 人 人 人 人 人 人 人 上

一貫方式（％） 82 58 38 37 13 19 15 0 0 0 0

分業方式（％） 16 36 56 49 77 73 75 100 100 100 100

一貫・分業の両方式採用（％） 2 6 6 14 10 8 10 0 0 0 0

回答社数（社） 96 134 71 35 30 48 20 9 3 5 3

出所）通商産業省重工業局，日本金型工業会（1966），68 頁より作成。
注 1「専・兼業者」は「専業者」と「兼業者」を指し，「専業者」は「金型の生産外販企業であって，原則として金型の生産が 100
％のもの」，「兼業者」は「金型の生産外販企業であるが，金型以外のものもあわせて生産外販しているもの」である（VI 頁）。
注 2）「分業方式」は「作業の種別を中心にそれぞれ各作業者が機能的に作業を行う」方式，「一貫方式」は「作業者がある製品を
中心に 1 人の作業者もしくは数人のグループをもって機械加工から組立まで完成する」方式である（66 頁）。

この横割り方式は，どちらかといえば，金型の生産個数が多くて各工程の仕事が途切れること

なく発生し，例えばフライス加工だけを担当する単能工が十分に必要であるような企業にあっ

てそのメリットを生かしうる方式である。つまりこれは，規模の大きい企業で多くみられる作

業方式である…。/これに反し，このような横割り方式を生産個数の少ない小規模の企業で採る

と，手待ちの時間が発生して非効率的である。そこで規模の小さい企業では，縦割り方式が採

られることが多い」（129頁）。

量産品と異なり単品受注である金型を小規模企業が製造する場合，作業工程間のばらつきにより

手待ち時間が生じるために「横割り」（分業方式）を採用することは実際的にはできなかった。表 25

は 1960年代中頃の金型製造企業の調査に基づいて規模別の「一貫方式」（「縦割り」）と「分業方式」

（「横割り」）の採用割合を示しているが，「分業方式」の比率が「一貫方式」を上回るのは 20人以上

となっている。ただし，この調査では回答企業が何をもって「分業方式」として認識しているか不

明なところもある。先に取り上げた東京都経済局総務部調査課（1964）には「…Eクラス以下の J・

K・L・M・Nの各社では，一応機械工と仕上工に区分しているところもあるが，現実には『縦割り

方式』で作業をすすめていて，機械工・仕上工の区別もないといってよい」（43頁）とある。また，

中小企業研究センター（1979）では「要するに機械工・仕上工…という分類は，規模の大きい金型

企業ではなお妥当する場合が多いが，規模が小さくなるにつれて，このような種類によって作業員

を分けることが非現実的となっていく」（第 1部 129頁）と述べられており，形式的に分業している

が，実際的には「一貫方式」の企業もあったと考えられる。4節で取り上げた明和金型製作所でも

従業員数が増えて一応の分業は決めることとなったが，手待ち時間が発生するため従業員は機械加

工も仕上げも熟練工の指示のもとに行っていたのが実際であった。
（87）

こうした形式的な分業も含める

と小規模製造業における「一貫方式」（縦割り）の採用率はさらに高かった可能性がある。また，規
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模が大きい企業が採用している「分業方式」「横割り方式」についてもその実際の中身についてはあ

らためて検討が必要であろう。

以上に検討したように 1960年代の小規模プラ型製造企業の生産体制では，1人，あるいは社長，

ないし熟練労働者の指示のもと 1つの班が 1型の全工程を担当する「縦割り」方式が主流であった。

そして，このことは，2節で示したように 8割近くが 20人以下の企業で小規模性を特徴とするのが

金型産業であること，東芝が発注していた外注金型製造企業に小規模企業があったこと，を踏まえ

れば，プラスチック金型の製造で「最初から最後まで 1人でするのが原則」であるという青葉証言

と整合的であると考えられる。

（3）平山勉（2010）「高度成長期前半の金型製造業における生産体制の再編」の問題点

平山の高度成長期の金型産業の研究は，特にプラ型を対象としている点で本稿と対象が重なるた

め重要な先行研究である。しかしながら，その金型製造企業の生産体制に関する分析は，本稿がこれ

まで検討してきた内容と異なる面がある。そこで金型製造業の生産体制を分析した平山（2010）に

ついて検討しておきたい。

平山（2010）によるとプラスチック金型製造業では「…産業全体で生産体制の再編が急速に進展」

（41頁），「…1950年代後半から 1960年代初頭という極めて短い期間に，従来の一貫生産体制から分

業体制への組織再編が進展することとなった」（43頁）という。すなわち，1950年代中盤の金型製

造企業では熟練労働者に依存する「『縦割り方式』と称される一貫生産体制が採用されていた」（29

～30頁）。しかし，一貫生産体制では高度成長期以降の射出成形用金型の需要増大に対応できなかっ

た。1950年代後半以降，「設計工程の分離・専門化と金型製造設備の改善」（37頁）が急速に進展し，

生産体制再編の技術的条件が整うのと「製図に基づいた作業とそれを追求する機械加工が可能とな

り，工程の分業化が実現」，「これに伴い，一貫生産体制のもとで万能的な技能を求められていた熟

練は解体されていくこととなった」（48頁）としている。

以上のように高度成長期以降にプラ型産業全体として縦割り方式＝一貫生産体制から分業体制に

移行したというのが平山（2010）の主張である。しかし，その分析には少なくとも以下の 2点で問

題があるように思われる。

第 1にプラ型産業全体で生産体制が再編されたとしているものの，平山（2010）での考察対象の

（87）道場明嘉氏，道場誠司氏インタビュー調査によれば，「結局，金型の場合は一品仕事ですから，それ
（同じ工程）がしょっちゅうあるわけではない」「金型づくりの工程の中で時間がかかるところ，そう
でないところ，モノによってはある機械加工が多く必要で仕上げはそれほどいらないなどがある。そ
うすると分業していても機械加工だけやっている人が手待ちになる。そうなると『ほなお前，磨いと
けや』となる。常に同じペースで順繰り流れてまわるならいいが，ここは忙しいがここは手待ちにな
ることができて，それなら『ここ応援せえよ』となる」とのことであった。
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中心は規模の大きい金型製造企業となっている点である。特に 3節で取り上げた，当時から「例外

的な存在」といわれていた明輝製作所を中心に分業体制への移行を論じている。明輝製作所はすで

に述べたように 1962年には 127人，67年 205人と規模が大きく，また，急速に規模を拡大させた

企業であった。9人以下の事業所数が 56％，20人以下の事業所数で 8割近くを占めるプラ型製造業

においてはまさに「例外的な存在」であった。そうした規模の大きい企業は，上記したように「金

型の生産個数が多くて各工程の仕事が途切れることなく発生」する企業であり分業体制に移行する

ことに意味がある。
（88）

平山（2010）は規模の大きい企業を中心に生産体制の再編を論じているが，その一方で小規模企業

についても次のように述べている。「1963年の東京都の調査によれば，当該製造業者において『横割

り方式』と称される分業体制を採用していた企業は，調査対象 14社のうち 9社であり，その採用時

期は，各社とも 1960年代初頭からとされている。採用企業の特徴を見れば，最低企業規模は 12名

であった。採用状況の特徴は，10名程度の規模の企業では，設計部門は確立しておらず，社長によ

る製図がなされるとともに，工程は機械加工と仕上加工に分割する方法が採られていた。一方，20

名以上の規模になると，設計部門が設置され設計工による製図が行われており，工程は機械加工部

門においても，それぞれ機種別，職種別に細分化が進展していた。

（88）ただし，規模の大きい企業が採用する分業それ自体についても検討が必要と思われる。例えば，同
じく「例外的な存在」であった岐阜精機については次のようなことが述べられていた。「工員も，技術
者も，管理者も，すべて素人で，とにかく『図面どおり仕事をする』という思想で出発した。これを
基本としながらも，しかし，それだけではむつかしい問題がある。町の金型屋さんの仕事の仕方を吸
収しなければならないところがあった。金型は一品料理だから，作業が流れず本来，大量生産に向か
ない。遊びの部分がないようにする管理はなかなか困難である。それを解決する方法として，専用単
能機＝単能工のグループ化の方向をとったが，これだけではむつかしかった。『金型は最終目的ではな
く，その型からよい品物が能率的に，故障少なくできることが目的であり，作業者が金型製作に慣れ，
カンを身につけること，単なるカンではなく，どこにポイントがあるかをつかむ能力を身につけるこ
と』が必要であった。単能工化の方向と多能工化の方向とを全く対立的に考えることは正しくないよ
うである」（機械振興協会経済研究所（1969），30頁）。また，東精密金型では「同社では早く昭和 36
～37年頃から高卒採用に踏切っていたので現在のところ新入社員募集にはそれほど困難を感じてはい
ない。高卒者は図面を読むことは早く習得する。しかし，金型製作では現場での見様見まねの教育習
練が必要で，それには，若いときから『徒弟的』にやる方がよい面がある。プラスチック加工は，金
型によって製品の精度，表面仕上がり等を出すために（後加工を基本的に要しない），プラスチック用
金型の仕上げはとりわけ重要性をもっている。そこでは，最後には熟練した人手による加工がものを
いう。仕上げ工程は，金型製作の全工程を総括するから，ひととおりすべての工程を

（ママ）

承握できる熟練
工が 5人に 1人は配置しなければならない。このような熟練工の養成はなお最重要の点のひとつであ
る」（同，24頁），昭和精機では「…設備は金で買えても技能はそうはいかない。金型製作の工程には
単純なものもあるが，熟練が必要である。…金型製作では，少なくとも 2つ以上の職種をおぼえさせ
ておかねばならない。そして，もっとも適した職種に配置させるのがよい。全くの単能工では使いも
のにならない。とくに仕上げには熟練工が必要である」（同，40頁）と述べられていた。このように
分業といっても機械加工工程を含めて労働者には全工程ないし，複数工程に習熟することが必要とさ
れていた。
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このことから，前述の 2つの前提条件 設計技術の向上と専門化，設備改善 の整備状況に

より，各社の状況に見合った組織再編が実施されていたことを窺うことができる」（43頁）。このよ

うに平山（2010）では小規模金型製造企業でも生産体制の再編があったとする。しかし，前項で述

べたように生産体制（作業組織，作業方式）は企業規模に応じること，規模の小さい企業では縦割り

方式，一貫生産体制が採用されていたことが当時の資料では指摘されている。
（89）

問題点の 2 つ目は，小規模金型製造企業では部品図を作成したのか，ということである。平山

（2010）では生産体制再編の技術的条件の 1つとして「設計工程の分離・専門化」を挙げている。す

なわち，「設計技能に関しては，従来の勘と経験に基づいた略図程度であった設計技術からの脱却が

必要であった。なぜならば，このような製図のもとでは，製造している金型や部品の構造，精度は，

製図者のみに把握可能であったからである。この製図者こそ生産の中心であった熟練労働者であり，

唯一，製造している金型を理解できる存在であった。そのため，略図程度の図面による金型生産は，

熟練技能者の権限を強める要因となっていた」（37頁）。そして，明輝製作所の事例から次のように

説明する。「設計部門の拡充に関しては，射出成形用金型受注により従来の，『走り書き程度のラフ

な，ひとりの職人だけにしか理解できない図面』では対応できなくなり，『部品ごとに図面（型図）

を作成し，現場の職人が共通で理解出来る図面』が求められることとなったと指摘されている。…

その結果，『現場の職人の頭のなかに描かれていた図面が，現実の紙の上に形状と数値で示したこと

によって，（中略）金型の分業が現実になった』という」（38頁）。この説明によれば明輝製作所では

熟練労働者でなくとも理解できる部品図が作成されたことによって分業が可能になったとしている。

平山の説明の「略図」が判然としないところがあるが，一般に金型の図面製作では組立図から部品

図が作成される。プレス金型についてであるが 1960年代半ばに刊行された宮川・中鏡（1966）『金

型の製図』では，「図面は全体の構造を示す組立図と，寸法，仕上などの各部品の詳細を示す部品図

から成りたって」おり，「…従来の習慣もあって，ときにより部品図を省略して，組立図に寸法な

ど，必要な表示をすべて記入する方法もとられる」（31頁）と述べられていた。そして，「従来この

方法により金型が製図されていたのは，型構造が比較的簡単であり，型の製作が，手仕上げによっ

ていたため，すなわち，型製作が工具工が 1人で，ないし大部分の重要部分の加工が工具工が中心

になって，作業を指示したり，直接作業を行っていたためであり，このためには組立図のみにより，

すべてが判断できることが便利であったからである」（32頁）といわれていた。つまり，一貫生産体

（89）引用中の 1963年の東京都の調査の出所は，東京都経済局（1964）「東京のプラスチック加工業の実
態分析」となっている（平山（2010）注 52）が，これは本稿でも使用した東京都経済局総務部調査課
（1964）『プラスチック金型工業の実態分析』ではないだろうか。仮にそうであるとすれば，すでに前
項で引用したように同資料では横割り方式の採用は 20名以上の企業規模で条件が整うこと，規模の小
さい金型製造企業では機械工・仕上工に区分していたとしても，実際上は区分に意味がないことが記
述されており，平山（2010）の引用のような資料解釈には疑問が生じる。また，横割り方式を採用し
ている企業は調査対象 14社のうち 9社ではなく 8社と思われる。
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表 26 金型の設計専門員

従業員規模
設計専門員の
いない企業

1人 2人 3人 4人 5人

プラスチック金型

A 35（92.1） 3（7.9）
B 15（31.3） 29（60.4） 1（2.1） 3（6.2）
C 2（7.1） 3（10.7） 6（21.4） 8（28.6） 7（25.0） 2（7.2）
D 1（4.8） 1（4.8） 2（9.5）

小計 52（38.5） 35（25.9） 7（5.2） 12（8.9） 8（5.9） 4（3.0）

従業員規模 6～10人 11～15人 16～20人 21～30人 31人以上 計

プラスチック金型

A 38（100）
B 48（100）
C 28（100）
D 10（47.6） 2（9.5） 3（14.3） 2（9.5） 21（100）

小計 10（7.4） 2（1.5） 3（2.2） 2（1.5） 135（100）

出所）中小企業研究センター（1979），第 2 部 74 頁表 3–5 より作成。
注）A ＝ 9 人以下，B=10～19 人，C=20～49 人，D ＝ 50 人以上。

制の金型製造企業でも組立図は作成していたし，組立図で金型製造することが一貫生産体制に適合

的であった。しかし，部品図の作成となれば専門の設計工を揃えなければならなかったと考えられ

る。明輝製作所の『入会資料』によれば，設計担当の部署である技術部の人員は 1958年頃と思われ

る資料では 6人，62年の資料では 11人，63年の資料で 12人，67年の資料で 20人となっていた。

しかし，表 26にあるように中小企業研究センター（1979）の調査でも 9人以下では設計専門員がい

ない企業が 92％，10～19人では 31％で，1人いるが 60％であった。設計専門員が限られている小

規模金型製造企業で部品図の作成を行うようになっていたとは考えにくく，実際，明和金型製作所

では組立図は作成したが部品図は作成していなかった。
（90）

以上のように平山（2010）が主張する，生産体制の再編がその技術的条件も含めて金型産業全体

で進展した，とは考えられないのである。
（91）

7 おわりに

本稿は日本金型産業の高度成長期の展開について，プラ型を対象として①プラ型製造企業の形成

過程（出自），②発注側大企業と金型製造企業のデザイン・インの実態とその発生過程の解明という

2つを課題とした。プラ型製造企業の出自については，まず独立開業パターンがあり，その独立元

（90）道場明嘉氏，道場誠司氏インタビュー調査。両者の回顧によれば明和金型製作所（明和金型工業）で
部品図を作成するようになったのは CADを導入して以降（1980年代）のことである。
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企業（独立元になりうる企業）として射出成形用金型以外（圧縮成形用，プレス用，ガラス用，ゴム用な

ど）の金型製造企業が射出成形用金型を製造するパターン，機械加工企業が射出成形用金型を製造

するパターン，プラ成形企業が金型を製造する，あるいは金型製造企業を設立するパターンがあっ

た。また，当時から有力企業として業界を牽引していた池上金型工業，明輝製作所，岐阜精機工業，

東精密金型製作所，昭和精機工業も独立元企業を構成していた。このようなプラ型製造業の形成は，

俯瞰してみれば中小機械金属工業が自身の技術をもとに生産品目，ないし属する産業を変えていっ

たことによるのであり，田中（2017）で示した中小機械金属工業のシフトのなかで生じたことと考

えられる。それはまた渡辺（1997）が示した日本機械工業の「山脈構造型」社会的分業構造の形成

過程の一齣といえるであろう。

デザイン・インについては，金型製造企業から担当者が発注企業へと出向き，金型製作の観点か

ら製品図面の検討を行い，また，金型設計，製作について事前に検討できることを確認し，これに

よって事実上の受注が成立していた。このような大企業と金型製造企業（＋プラ成形企業）のデザイ

ン・イン関係は次のような要因によって発生した。第 1に，金型の技術的特性である金型の「矛盾」

は金型製造企業が特定の金型製造分野に特化し，発注側企業が類似の金型を継続的に発注するもと

で，縦割り方式で身につく「現場たたき上げのノウハウ」（総花的に金型を製造する大企業金型内製部

門にはないノウハウ）によって克服された。第 2に，高度成長期に新製品や新機種を次々に市場に投

入しなければならないなかで金型の失敗による大幅なスケジュールの遅延は，発注側大企業の担当

者からすれば避けなければならなかった。金型で失敗しないために生み出された方法がデザイン・

インを行うこと，あるいはデザイン・イン関係を金型製造企業との間で形成することであった。デ

ザイン・イン関係は後に日本金型産業の技術競争力の根拠の 1つとなるが，それは，高度成長期当

時に現場の担当者が抱えていた問題を，日本的条件（金型「産業」が成立し，各々の金型製造企業が特

定の型の製造に専門化していたこと，金型製造現場で「現場たたき上げのノウハウ」を獲得していたこと）

のもとで解決するための方法として生み出されたものであったのである。

（91）本稿では技能形成を扱っていないが，平山（2010）がいう分業体制の移行にともなって「一貫生産体
制のもとで万能的な技能を求められていた熟練は解体」という点についても検討が必要であろう。注
88とも関連するが一貫生産体制で必要とされる技能と分業生産体制で必要とされる技能で断絶するわ
けではない。この点に関わる重要な研究は浅井（2009）である。浅井（2009）は金型産業における主
要な技術導入による技術革新（倣い型彫り機導入，NC直彫り加工導入，3次元ソリッドデータ導入）
にともなって，4つに分類した「定型的スキル」「クラフト型スキル」「知的推理スキル」「文脈スキル・
管理統合スキル」が金型製作上，どのように変容したのかを分析している。トヨタ自動車工業のプレ
ス金型内製部門における倣い型彫り機の導入（1957年）の事例では，機械導入までは熟練作業者ひと
りが金型製作を行い，金型設計以降のすべての工程を見渡す「文脈スキル・管理統合スキル」を含め
た 4つのスキルが必要とされた。倣い型彫り機の導入後に分業体制がとられると，トライ担当者が定
型的，クラフト的，知的推理スキルを前提にした高度な文脈スキル・管理統合スキルを保有するよう
になった。
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本
社
所
在
地
に
個
人
企
業
と
し
て
長
津
製
作
所

を
設
立
精
密
プ
ラ
ス
チ
ッ
ク
金
型
の
製
作
を
開
始
。
昭
和

31
年

5月
得
意
先
の
御
支
援
の

も
と
に
，
業
務
内
容
も
次
第
に
充
実
し
経
営
の
合
理
化
の
た
め
株
式
会
社
組
織
に
改
組
。

昭
和

33
年

6月
プ
ラ
ス
チ
ッ
ク
産
業
の
発
展
と
共
に
受
註
量
も
増
大
，
こ
れ
に
見
合
う
設

備
の
拡
充
を
図
る
た
め
第
二
工
場
を
建
設
。
昭
和

43
年

6月
得
意
先
・
受
註
量
と
も
に
増

大
し
た
た
め
第
三
工
場
を
建
設
，
設
備
の
拡
充
を
図
る
，
他
の
メ
ー
カ
ー
が
大
型
化
設
備

に
移
行
し
て
ゆ
く
中
で
独
り
弊
社
は
終
始
一
貫
精
密
な
金
型
を
め
ざ
し
て
，
治
具
中
ぐ
り

盤
，
放
電
加
工
機
に
は
す
べ
て
光
学
精
密
読
取
装
置
を
取
付
，
又
焼
入
型
の
要
望
に
は
特

殊
製
鋼
株
式
会
社
熱
処
理
セ
ン
タ
ー
と
特
約
，
光
学
式
成
型
研
削
盤
治
具
研
削
装
置
等
の

設
備
も
加
え
態
勢
を
整
え
る
。
昭
和

45
年

8月
納
期
の
短
縮
と
コ
ス
ト
ダ
ウ
ン
を
目
標
に

設
備
を
近
代
化
し
技
術
を
向
上
す
る
た
め

5ケ
年
計
画
を
立
て
る
。
一
次
計
画
と
し
て

N
C

（
数
値
制
御
）
フ
ラ
イ
ス
盤
を
導
入
，
更
に
電
解
研
削
盤
治
具
研
削
盤
等
も
順
次
設
備
予

定
，
尚
毎
月
二
回
専
門
家
を
招
き
全
従
業
員
に
対
し
技
術
講
習
会
を
開
く
。

●
●
化
成

山
下
電
気

（
昭
和

45
年

2月
13
日
）

/

-
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3

平
井
金
型

平
井
太
郎

石
川
県

金
沢
市

19
58

/
19

69
5，

5/

-

プ
レ
ス
型

10
％
（
抜
型

5％
，
曲
型

3％
，
絞
型

2％
），
プ
ラ
ス
チ
ッ
ク
型

90
％

1．
金
沢
市
増
泉
町
津
田
駒
工
業
株
式
会
社

7年
勤
ム
（
治
具
工
具
係
長
）。

1．
石
川
県
根

上
町
平
野
化
学
工
業
株
式
会
社

8年
勤
ム
（
金
型
課
長
）。

1．
昭
和

33
年
よ
り
町
工
場
ノ

一
部
を
借
り
，
配
線
器
具
雑
貨
品
等
の
プ
ラ
ス
チ
ッ
ク
用
金
型
の
製
造
に
か
か
る
。

1．
昭
和

38
年
現
在
地
に

40
坪
の
工
場
を
建
て
繊
維
機
械
部
品
金
型

30
％
染
色
用
品
ボ
ビ
ン
関
係

25
％
児
童
教
育
用
品

15
％
其
の
他
の
金
型

35
％
程
度
の
設
計
製
作
を
や
る
。

1．
現
在
，
工
場

80
坪
に
し
機
械

8台
少
数
少
量
精
鋭
主
●
義
を
モ
ッ
ト
と
し
サ
サ
ヤ
カ
に
営
業
を
続
行
致
し

ま
す
。

-/ ・
中
越
工
業
，
前
田
次
三
郎
，
富
山
県
小
矢
部
市

4

五
協
金
型

製
作
所

和
田
則
義

大
阪
市

城
東
区

19
69

/
19

73
9，

7
/

-

プ
ラ
ス
チ
ッ
ク
型

10
0％

①
工
場
経
営
責
任
者
和
田
則
義
（
代
表
取
締
役
）
昭
和

16
年

4月
2日
生

A
学
歴
大
阪

工
大
附
属
高
等
工
業
学
校
機
械
科
二
部
卒
業

B
職
歴
設
計
，
旋
盤
，
フ
ラ
イ
ス
，
仕
上
（
経

験
16
年
）

1．
昭
和

31
年

4月
城
東
区
今
福
中

3の
30

K
.K
松
良
精
密
金
型
製
作
所
就
職
，

2．
昭
和

43
年

3月
同
上
円
満
退
職
（
最
終
役
職
＝
旋
盤
課
長
），

3．
同
年
同
月
城
東
区

今
福
北
町
昭
栄
金
型
製
作
所
創
設
に
さ
い
し
工
場
責
任
者
と
し
て
勤
務
，

4．
昭
和

44
年

10
月
独
立
自
営
の
た
め
同
上
を
円
満
退
職
し
，
五
協
金
型
製
作
所
を
創
設
，
自
営
今
日
に

至
る
（

S4
6年

4月
28
日
資
本
金

15
0万
円
株
式
組
織
に
す
る
）

C
取
引
銀
行
大
和
銀
行

城
東
支
店
，
住
友
銀
行
城
東
支
店
，
三
和
銀
行
城
東
支
店
，
②
和
田
義
成
（

30
才
）（
取
締

役
）

K
.K
松
良
精
密
金
型
製
作
所
勤
務
，
フ
ラ
イ
ス
，
仕
上
（

15
年
経
験
），
③
和
田
四
十

八
（

25
才
）（
取
締
役
）

K
.K
小
林
工
作
所
勤
務
旋
盤
，
フ
ラ
イ
ス
，
仕
上
経
験

8年
，

④
和
田
五
十
三
（

19
才
）
府
立
成
城
高
等
工
業
学
校
機
械
科
卒
業
見
習
中
，
⑤
阪
口
政
美

（
31
才
）
仕
上
・
フ
ラ
イ
ス
，
金
型
経
験

13
カ
年
，
⑥
高
田
政
夫
（

26
才
）
フ
ラ
イ
ス
・

仕
上
・
金
型
経
験

10
年
，
⑦
時
永
一
夫
（

24
才
）
仕
上
・
金
型
経
験

5年
，
⑧
和
田
稲
子

（
20
才
）
事
務
員
，
⑨
和
田
正
三
（

58
才
）
東
京
物
理
学
校
卒
，
元
九
州
八
幡
製
鉄
所
技
術

職
員
（
設
計
）（
監
査
役
）

-
/

・
寺
方
工
作
所
，
寺
方
伊
三
夫
，
大
阪
市
城
東
区

・
林
金
型
製
作
所
，
林
重
雄

5

椎
井
製
作
所

椎
井
仙
三

高
槻
市

19
64

/
19

69
9，

9/

-

プ
ラ
ス
チ
ッ
ク
型

10
0％

昭
和

6年
1月

1日
生
。
昭
和

29
年

3月
大
阪
府
立
大
学
工
学
部
卒
業
。
昭
和

29
年

3月
東

精
密
金
型
製
作
所
に
入
社
。
昭
和

38
年

5月
同
右
退
社
。
昭
和

39
年

5月
椎
井
製
作
所
開

業
現
在
に
至
る

東
精
密
金
型
製
作
所
，
前
川
精
密
金
型
製
作
所
，

積
水
工
機
，
三
共
化
成

/

・
東
精
密
金
型
製
作
所
，
東
峯
基
之
，
豊
中
市

・
前
川
精
密
金
型
製
作
所
，
前
川
勝
一
，
池
田
市

6

益
森
金
型

製
作
所

益
森
平
八
郎

東
大
阪
市

創
業

19
63

設
立

19
63

/
19

74

6，
6

/

6（
昭
和

49
年

1月
）

プ
ラ
ス
チ
ッ
ク
型

10
0％

樹
脂
直
圧
イ
ン
デ
ク
シ
ョ
ン
射
出
成
形
金
型
受
注
製
作

昭
和

15
年

9月
25
日
鹿
児
島
県
に
生
る
。
昭
和

30
年

4月
1日
大
阪
市
東
成
区
大
今
里

1の
15

2
株
式
会
社
今
里
金
型
製
作
所
に
金
型
見
習
工
と
し
て
入
社
。
昭
和

38
年

4月
30
日
同

社
退
社
（
個
人
経
営
の
為
）

-/ ・
今
里
金
型
製
作
所
，
大
垣
定
一
，
大
阪
市
東
成
区

・
加
美
金
型
，
橋
田
邦
夫
，
大
阪
市
東
住
吉
区

I’
7

城
南
金
型

製
作
所

遠
山
顕

東
京
都

大
田
区

19
57

/
19

73
8，

8
/

事
務
員
及
技
術
員
各

3
作
業

員
7

プ
ラ
ス
チ
ッ
ク
型

10
0％

各
種
プ
ラ
ス
チ
ツ
ク
成
型
用
金
型
設
計
製
作

昭
和

32
年

5月
資
本
金

50
万
円
で
東
京
都
品
川
区
中
延
に
プ
ラ
ス
チ
ツ
ク
金
型
製
作
所
を

目
的
と
し
て
創
立
。
昭
和

41
年

4月
資
本
金

10
0万
円
に
増
資
す
。
昭
和

43
年

4月
東
京
都

大
田
区
南
雪
ケ
谷
町
へ
移
転
す
。

東
京
理
化
工
業
，
バ
ン
ダ
イ
模
型
，
東
海
樹
脂
工

業
所
，
湘
南
科
学
研
究
所
，
興
津
精
器
工
業
，
御

前
崎
化
工
，
立
野
製
作
所
，
そ
の
他
各
社

/

-
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78（282）

8

日
野
製
作
所

浅
見
清
志

東
京
都

品
川
区

19
54

/-
19
，

19
/

23

プ
ラ
ス
チ
ッ
ク
型

10
0％

当
社
は
創
業
以
来
イ
ン
ジ
ェ
ク
シ
ョ
ン
金
型
の
生
産
を
専
門
と
し
て
，
今
日
，

60
オ
ン
ス
程

度
の
金
型
生
産
能
力
を
も
ち
，
常
に
精
度
と
納
期
を
第
一
主
義
と
し
て
お
り
ま
す
。
現
在
は

主
と
し
て
家
庭
電
気
製
品
（
テ
レ
ビ
，
ラ
ジ
オ
キ
ャ
ビ
ネ
ッ
ト
，
ト
ラ
ン
ジ
ス
タ
ラ
ジ
オ
，
冷

蔵
庫
，
テ
ー
プ
レ
コ
ー
ダ
ー
）
等
の
金
型
を
主
製
品
と
し
て
，
其
の
他
精
密
通
信
機
関
係
の

金
型
を
製
作
し
て
お
り
ま
す
。
此
の
他
御
得
意
様
の
要
望
に
よ
り
大
量
生
産
を
目
的
と
す
る

焼
入
耐
磨
耗
金
型
，
其
の
他
電
気
，
機
械
，
油
圧
，
空
圧
等
を
利
用
し
て
，
ノ
ー
タ
ッ
チ
全

自
動
成
型
金
型
も
設
計
製
作
し
て
お
り
ま
す
。
現
在
，
成
形
品
の
良
否
に
就
い
て
は
，
金
型

精
度
及
び
機
構
に
依
り
決
定
さ
れ
る
と
言
わ
れ
て
お
り
ま
す
。
当
社
と
し
て
は
，
金
型
の
製

作
過
程
に
於
い
て
，
金
型
設
計
が
成
型
品
の
良
否
の
大
半
を
決
定
す
る
と
考
え
キ
ャ
ビ
テ
ィ
，

コ
ア
ー
は
勿
論
，
部
品
に
至
る
ま
で
金
型
図
面
に
依
り
製
作
し
て
お
り
ま
す
。

当
株
式
会
社
日
野
製
作
所
は
昭
和

29
年

5月
18
日
現
社
長
浅
見
清
志
に
よ
り
品
川
区
平
塚

1-
71

0の
地
に
創
業
さ
れ
ま
し
た
。
爾
未
有
余
年
，
プ
ラ
ス
チ
ッ
ク
ス
金
型
の
製
造
に
専
念

し
優
秀
な
る
金
型
を
生
産
す
る
為
，
日
夜
研
究
と
努
力
を
重
ね
，
昭
和

32
年

7月
18
日
事

業
拡
張
の
為
現
在
地
に
移
転
し
更
に
昭
和

36
年

7月
1日
株
式
会
社
に
組
織
変
更
し
今
日
に

至
っ
て
お
り
ま
す
。

-/ ・
古
澤
プ
ラ
ス
チ
ッ
ク
ス
金
型
製
作
所
，
古
澤
四

郎
，
東
京
都
品
川
区

・
平
野
製
作
所
，
平
野
清
次
郎
，
東
京
都
品
川
区

9

三
洋
製
作
所

加
藤
正
実

愛
知
県

名
古
屋
市

緑
区

19
56

/
19

69
45
，

35
/

金
型
男

31
女

4
計

35
成
型
男

7
女

3
計

10
合
計
男

38
女

7
総
計

45

プ
ラ
ス
チ
ッ
ク
型

10
0％

プ
ラ
ス
チ
ッ
ク
ス
用
金
型
設
計
製
作
プ
ラ
ス
チ
ッ
ク
ス
射
出
成
型
加
工

昭
和

31
年

5月
名
古
屋
市
南
区
本
星
崎
町
宮
西

61
9に
於
て
，
三
洋
製
作
所
を
開
設
。
プ
ラ

ス
チ
ッ
ク
ス
の
成
型
用
金
型
の
設
計
製
作
を
開
始
。
昭
和

33
年

11
月
株
式
会
社
三
洋
製
作

所
を
設
立
。
昭
和

34
年

3月
名
古
屋
市
南
区
本
星
崎
に
於
け
る
工
場
を
名
古
屋
市
瑞
穂
区
下

坂
町

1の
28
に
移
転
。
昭
和

38
年

9月
現
在
地
，
名
古
屋
市
緑
区
鳴
海
町
下
汐
田

23
0の

3
に
用
地
買
収
成
形
工
場
を
新
設
と
共
に
プ
ラ
ス
チ
ッ
ク
ス
成
形
加
工
を
始
め
る
。
昭
和

39
年

5月
現
在
地
，
名
古
屋
市
緑
区
鳴
海
町
下
汐
田

23
0の

3の
敷
地
内
に
金
型
工
場
を
新
設
，

名
古
屋
市
瑞
穂
区
下
坂
田

1の
28
の
工
場
を
移
転
，
現
在
に
到
る
。
昭
和

42
年

12
月
名
古

屋
市
南
区
星
崎

1-
29

3番
地
に
成
形
工
場
を
新
設

-/ ・
名
古
屋
金
型
工
業
，
立
松
周
三
，
名
古
屋
市
昭

和
区

・
浅
野
鉄
工
所
，
浅
野
茂
，
名
古
屋
市
南
区

10

和
泉
精
密

金
型
製
作
所

藤
井
健
三

和
泉
市

創
業

19
62

設
立

19
66

/
19

75

15
，

6/

-

プ
ラ
ス
チ
ッ
ク
型

10
0％

兼
業
：
プ
ラ
ス
チ
ッ
ク
成
形
（
熱
可
塑
性
）

プ
ラ
ス
チ
ッ
ク
成
形
用
各
種
金
型
製
造
，
プ
ラ
ス
チ
ッ
ク
射
出
成
型
，
樹
脂
メ
ッ
キ

昭
和

37
年

1月
プ
ラ
ス
チ
ッ
ク
成
形
用
金
型
の
製
造
を
個
人
で
開
業
。
昭
和

41
年

5月
法
人

組
織
と
す
る
。
資
本
金

10
0万
円
。
プ
ラ
ス
チ
ッ
ク
業
界
の
発
展
に
即
応
す
る
為
成
型
部
門

を
新
設
。
昭
和

42
年

10
月
増
資
資
本
金

20
0万
円
。
昭
和

44
年

7月
増
資
資
本
金

30
0

万
円
。
昭
和

44
年

9月
投
資
樹
脂
メ
ッ
キ
部
門
開
発
の
為
傍
系
会
社
設
立
。
昭
和

45
年

11
月
増
資
資
本
金

50
0万
円

-/ ・
前
川
精
密
金
型
製
作
所
，
前
川
勝
一
，
池
田
市

・
高
田
金
型
工
業
，
宮
田
武
尚
，
八
尾
市

II
A

11

阿
部

プ
ラ
ス
チ
ッ
ク

金
型
製
作
所

阿
部
繁
由

東
京
都

台
東
区

19
24

/
19

73
2，

-/

2

プ
ラ
ス
チ
ッ
ク
型

10
0％

プ
ラ
ス
チ
ッ
ク
金
型
製
作
（
雑
貨
弱
電
気
部
品
そ
の
他
）

大
正

13
年
下
谷
区
二
長
町
に
合
成
樹
脂
金
型
工
場
創
設
。
昭
和

3年
3月
下
谷
区
竹
町

12
番

地
14
号
に
移
転
。
昭
和

38
年
土
地
名
称
変
更
の
為
，
上
記
所
在
地
名
に

-/ -
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12

木
村
製
作
所

木
村
常
三

東
京
都

大
田
区

19
39

/
19

73
18
，

18
/

18

プ
ラ
ス
チ
ッ
ク
型

10
0％

プ
ラ
ス
チ
ッ
ク
用
精
密
金
型
設
計
製
作

代
表
取
締
役
木
村
常
三
取
締
役
大
島
政
秋
監
査
役
犬
塚
昇
一

昭
和

14
年

8月
マ
マ

大
田
区
大
森
西

2丁
目

78
番
地
に
木
村
常
三
個
人
経
営
の
木
村
製
作
所
を
創

立
し
機
械
器
具
製
造
に
従
事
す
る
。
昭
和

20
年

4月
の
戦
災
で
工
場
を
焼
失
。
昭
和

21
年

3
月
同
場
所
に
て
工
場
再
建
。
プ
ラ
ス
チ
ッ
ク
金
型
の
研
究
に
着
手
し
た
。
昭
和

31
年

3月
資

本
金

10
0万
の
法
人
組
織
と
す
る
。
昭
和

35
年

3月
資
本
金

20
0万
に
増
資
。
昭
和

45
年

8
月
資
本
金

30
0万
に
増
資
現
在
に
至
る

興
化
工
業
（
学
研
，
東
芝
協
力
工
場
）
神
保
電

器
（
配
線
器
具
製
造
）
伸
和
化
成
（
日
立
協
力
工

場
）
フ
ジ
ミ
光
機
（
キ
ヤ
ノ
ン
，
ナ
シ
ョ
ナ
ル
協

力
工
場
）

/

-

13

ス
ヾ
キ
精
機

工
業

鈴
木
正
道

東
京
都
港
区

19
30

/
19

73
45
，

20
/

-

プ
ラ
ス
チ
ッ
ク
型

10
0％

昭
和

5年
9月
東
京
都
港
区
本
芝
に
ス
ヾ
キ
●
●
●
を
創
立
し
熱
硬
化
性
樹
脂
の
金
型
彫
刻

加
工
及
び
刻
印
製
造
を
始
め
る
。
昭
和

13
年

10
月
東
京
都
港
区
芝
高
輪
南
町

6番
地
に
工

場
を
移
転
し
，
社
名
を
ス
ヾ
キ
彫
刻
工
業
所
と
改
め
る
。
昭
和

16
年

12
月
第
二
次
大
戦
と

同
時
に
航
空
機
部
品
の
製
造
を
始
め
る
。
昭
和

20
年

8月
終
戦
と
共
に
従
来
の
金
属
彫
刻
業

に
復
帰
。
昭
和

26
年

1月
東
京
都
港
区
芝
高
輪
南
町

30
番
地
に
移
転
し
株
式
組
織
に
改
め

る
。
昭
和

37
年

6月
プ
ラ
ス
チ
ッ
ク
金
型
部
を
新
設
し
熱
可
塑
性
樹
脂
の
金
型
製
造
を
始
め

る
。
昭
和

42
年

7月
株
式
会
社
ス
ヾ
キ
彫
刻
工
業
所
を
ス
ヾ
キ
精
機
工
業
株
式
会
社
に
社
名

変
更
す
る
。（
同
時
に
町
名
変
更
の
た
め
，
港
区
芝
高
輪
南
町

30
番
地
が
現
住
所
港
区
高
輪

4～
21
～

17
に
変
わ
る
）。

-/ -

14

玉
山
製
作
所

玉
山
城
市

東
京
都

品
川
区

19
36

/
19

73
6，

マ
マ 8
/

10

プ
ラ
ス
チ
ッ
ク
型

10
0％

ベ
ー
ク
ラ
イ
ト
用
金
型
製
作
加
工
合
成
樹
脂
成
型
用
金
型
製
作
加
工
鍛
造
用
型
及
抜
型
製

作
加
工
各
種
金
型
製
作
加
工

役
職
及
氏
名
取
締
役
社
長
玉
山
城
市
，
住
所
東
京
都
品
川
区
西
大
井

1丁
目

16
番

2号
，

学
歴
私
立
蔵
前
工
業
学
校
卒
，
職
歴
大
正

8年
中
島
電
機
株
式
会
社
勤
務
抜
型
仕
上
技
術

取
得
，
昭
和

6年
富
田
製
作
所
（
金
型
製
作
），
昭
和

11
年
玉
山
製
作
所
を
創
業
，
昭
和

35
年
組
織
を
法
人
と
し
有
限
会
社
玉
山
製
作
所
を
設
立
現
在
に
至
る
。

（
1）
昭
和

11
年

8月
東
京
都
品
川
区
西
品
川

5丁
目

10
09
番
地
に
玉
山
製
作
所
を
創
立
し
，

現
取
締
役
社
長
玉
山
城
市
が
中
島
電
機
株
式
会
社
時
代
の
抜
型
仕
上
技
術
経
験
を
活
か
し
個

人
経
営
に
よ
り
ベ
ー
ク
ラ
イ
ト
金
型
製
作
加
工
業
を
開
始
す
る
。
戦
後
，
合
成
樹
脂
の
発
展

に
伴
い
，
合
成
樹
脂
成
型
用
金
型
の
製
作
及
び
加
工
を
も
，
企
画
従
事
す
る
。（

2）
昭
和

35
年

12
月
組
織
を
法
人
組
織
に
改
め
，
資
本
金

50
万
円
を
以
っ
て
有
限
会
社
玉
山
製
作
所
を

創
立
す
る
。（

3）
昭
和

39
年

10
月
製
品
の
精
密
度
及
能
率
の
工
場
を
計
る
為
，
最
新
式
自

動
放
電
加
工
機
を
設
置
し
，
更
に
鍛
造
の
型
及
抜
型
の
穴
加
工
も
精
密
加
工
製
作
す
る
事
が

出
来
る
。（

4）
現
在
上
記
機
械
の
他
更
に
最
新
式
の
自
動
式
の
機
械
に
入
れ
替
え
た
。

サ
ト
ー
パ
ー
ツ
，
ス
タ
ン
レ
ー
電
機
，
酒
井
製
作

所
，
タ
ム
ラ
精
工
，
三
立
製
作
所
，
千
広
電
機
工

業
，
サ
ン
パ
ッ
ク
コ
ー
ポ
レ
ー
シ
ョ
ン
，
松
原
製

作
所
，
内
外
化
学
工
業
，
関
口
製
作
所
，
大
泉
樹

脂
工
業
，
斉
田
電
機

/

-
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15

日
本
金
型

精
工

鈴
木
孝
昌

東
京
都
港
区

19
39

/-
-/ ・
事
務
職
員

6
技
術
職
員

（
設
計
工
程
を
含
む
）7

機
械
工

20
仕
上
工

17
計

50
（
昭
和

35
年

5月
）

・
事
務
職
員

6
技
術
職
員

（
設
計
工
程
含
む
）

7
機

械
加
工

17
仕
上
工

12
計

42
（
昭
和

41
年

6月
）

1．
イ
ン
ジ
ェ
ク
シ
ョ
ン
，
ト
ラ
ン
ス
フ
ァ
，
コ
ン
プ
レ
ッ
シ
ョ
ン
用
精
密
金
型
の
設
計
・
製

作
，

2．
各
種
治
具
の
設
計
・
製
作

取
締
役
社
長
鈴
木
孝
昌
，
取
締
役
工
場
長
鈴
木
唯
一
，
取
締
役
柴
田
荘
次
，
鈴
木
信
，
森

富
夫
，
監
査
役
江
藤
富
洋
，
顧
問
柳
沢
正
光

昭
和

14
年

4月
東
京
都
大
田
区
蒲
田
南
六
郷

2丁
目

20
番
地
に
於
て
，
株
式
会
社
日
本
精
密

ね
じ
研
究
所
を
設
立
，
精
密
リ
ー
ド
ス
ク
リ
ュ
ー
，
精
密
小
型
ね
じ
切
旋
盤
及
び
各
種
工
作
機

械
，
治
具
生
産
を
行
う
。
昭
和

19
年

6月
当
時
の
海
軍
艦
政
本
部
の
要
請
に
よ
り
，
静
岡
県

静
岡
市
田
町
に
工
場
移
転
す
。
昭
和

19
年

8月
東
京
工
場
爆
撃
の
為
焼
失
す
。
昭
和

26
年

7
月
東
京
都
港
区
麻
布
永
坂
町
に
工
場
新
築
移
転
し
各
種
合
成
樹
脂
成
型
金
型
設
計
製
作
を
始

め
る
。
昭
和

29
年

5月
日
本
金
型
精
工
株
式
会
社
を
資
本
金

10
0万
円
に
し
設
立
す
る
。
昭

和
31
年

8月
工
場
増
築
，
機
械
設
備
の
充
実
を
は
か
る
。
昭
和

33
年

2月
日
本
金
型
精
工
株

式
会
社
を
資
本
金

35
0万
円
に
増
資
す
る
。
昭
和

34
年

6月
東
京
都
世
田
谷
区
舟
橋
町

95
9

番
地
に
土
地
建
物
を
昭
和

34
年

3月
購
入
し
諸
設
備
を
建
設
充
実
を
は
か
り
工
場
移
転
を
行

な
う
。
昭
和

35
年

5月
日
本
金
型
精
工
株
式
会
社
の
資
本
金
を

75
0万
円
に
増
資
す
る
。
昭

和
36
年

11
月
世
田
谷
工
場
の
充
実
と
一
層
の
発
展
を
さ
せ
る
為
，
販
売
会
社
と
し
て
豊
和

工
業
株
式
会
社
を
資
本
金

10
0万
円
で
設
立
。
昭
和

37
年

3月
麻
布
工
場
に
再
度
機
械
設
備

を
な
し
，
豊
和
工
業
株
式
会
社
の
生
産
工
場
と
し
て
稼
働
さ
せ
る
。
昭
和

38
年

2月
世
田
谷

工
場
に
て
の
労
務
問
題
処
理
の
為
一
時
世
田
谷
工
場
従
業
員
を
全
員
解
雇
し
休
業
さ
せ
る
。

昭
和

40
年

1月
新
体
制
の
も
と
に
人
員
の
増
強
を
は
か
り
，
業
界
の
要
望
に
こ
た
え
る
べ
く
，

今
年

1月
世
田
谷
工
場
を
再
開
す
る
。
昭
和

41
年

1月
東
京
都
設
備
近
代
化
資
金
の
融
資
を

受
け
機
械
加
工
部
門
の
設
備
の
合
理
化
と
近
代
化
を
な
す
。

-/ -
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西
尾
金
型

工
業

近
藤
近
次

愛
知
県

西
尾
市

19
56

/
19

69
50

/5
0

・
事
務
男

2
女

5
計

7
技
術
男

8
女

0
計

8
製
造
男

33
女

0
計

33
工
務
男

1
女

1
計

2
合
計
男

44
女

6
総
計

50
名

・
事
務
男

3
女

7
計

10
技
術
男

5
女

4
計

9
製
造
男

51
女

0
計

51
工
務
男

1
女

3
計

4
成
形
男

7
女

9
計

16
合
計
男

67
女

23
総
計

90

・
事
務
男

3
女

6
計

9
技
術
男

5
女

2
計

7
製
造
男

50
女

8
計

58
工
務
男

1
女

4
計

5

プ
ラ
ス
チ
ッ
ク
型

10
0％

合
成
樹
脂
用
金
型
製
作

　
熱
硬
化
性
圧
縮
成
形
用
金
型
熱
硬
化
性
射
出
成
形
用
金
型
熱
硬
化
性
ト
ラ
ン
ス
フ
ァ
ー

成
形
用
金
型
熱
可
塑
性
射
出
成
形
用
金
型

重
電
機
部
品
…
…
・
マ
グ
ネ
ッ
ト
ス
イ
ッ
チ
（
ボ
デ
ー
，
可
動
子
）・
ブ
レ
ー
カ
ー
（
ケ
ー
ス
，

カ
バ
ー
）・
コ
イ
ル
ボ
ビ
ン
・
端
子
台
等

弱
電
気
部
品
…
…
・
各
種
コ
ン
セ
ン
ト
・
家
電
部
品
（
ア
イ
ロ
ン
ハ
ン
ド
ル
，
ク
リ
ー
ナ
ー

部
品
，
扇
風
器
部
品
，
冷
蔵
庫
部
品
）

通
信
機
部
品
…
…
・
電
話
機
（
ケ
ー
ス
，
ハ
ン
ド
ル
）・
イ
ン
タ
ー
ホ
ン
（
ケ
ー
ス
，
ボ
タ
ン
）・

小
型
ラ
ジ
オ
（
ケ
ー
ス
，
パ
ネ
ル
）

楽
器
部
品
…
…
・
ピ
ア
ノ
，
オ
ル
ガ
ン
部
品
（
白
鍵
，
黒
鍵
）

自
動
車
部
品
…
…
・
計
器
部
品
（
文
字
板
，
信
号
レ
ン
ズ
，
ソ
ケ
ッ
ト
）・
作
動
部
品
（
サ
イ

ド
ブ
レ
ー
キ
，
小
型
ハ
ン
ド
ル
）

プ
ラ
モ
デ
ル
…
…
・
高
級
ス
ケ
ー
ル
物
（
自
動
車
，
飛
行
機
）

撮
影
機
，
映
写
機
…
…
・
グ
リ
ッ
プ
，
ツ
マ
ミ
，
其
の
他

大
正

15
年

4月
12
日
西
尾
市
に
生
れ
，
義
務
教
育
の

8年
間
を
終
え
，
昭
和

16
年

4月
当
時

の
三
菱
重
工
業
株
式
会
社
名
古
屋
航
空
機
製
作
所
へ
養
成
工
と
し
て
入
社
，
昭
和

19
年

2月
海
軍
志
願
兵
と
し
て
入
隊
，
終
戦
に
て
帰
郷
，
昭
和

22
年

2月
日
本
ベ
ー
ク
ラ
イ
ト
株
式
会

社
西
尾
工
場
金
型
部
（
現
住
友
ベ
ー
ク
ラ
イ
ト
西
尾
工
場
）
へ
入
社
，

9年
間
合
成
樹
脂
用
金

型
の
製
造
に
働
ら
い
て
ま
い
り
以
下
沿
革
に
記
す
通
り
で
ご
ざ
い
ま
す
が
，
浅
学
に
し
て
経

-/ ・
立
松
モ
ー
ル
ド
工
業
，
立
松
順
一
，
名
古
屋
市

西
区

・
名
古
屋
金
型
工
業
，
立
松
周
三
，
名
古
屋
市
昭

和
区
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成
形
男

1
女

6
計

7
合
計
男

60
女

26
総
計

86
（
昭
和

46
年

5月
）

・
合
計
男

65
女

25
総
計

90
（
昭
和

47
年

7月
）

験
の
少
な
い
私
で
ご
ざ
い
ま
し
た
が
，
関
係
各
位
，
社
員
一
同
の
力
強
い
御
指
導
，
御
後
援

を
受
け
今
日
に
至
り
ま
し
た
。

昭
和

31
年

2月
西
尾
市
若
松
町
に
て
近
藤
現
社
長
が
熱
硬
化
性
樹
脂
の
金
型
製
造
販
売
を
個

人
企
業
と
し
て
創
業
。
昭
和

37
年

3月
有
限
会
社
西
尾
金
型
製
作
所
を
設
立
し
て
個
人
企
業

継
承
（
資
本
金

30
0万
円
）。
昭
和

37
年

5月
資
本
金
を

80
0万
円
に
増
資
。
昭
和

37
年

9
月
西
尾
金
型
工
業
株
式
会
社
に
改
組
。
昭
和

37
年

11
月
西
尾
市
上
町
猿
ヶ
坂
に
本
社
工
場
を

移
転
。
昭
和

38
年

3月
資
本
金

1,
20

0万
円
に
増
資
。
昭
和

46
年

1月
西
尾
市
永
吉
町

34
3

番
地
に
本
社
工
場
を
移
転
（
資
本
金
を

1,
50

0万
円
に
増
資
）。
昭
和

46
年

3月
資
本
金
を

2,
30

0万
円
に
増
資
創
業
以
来
現
在
迄
合
成
樹
脂
用
金
型
の
設
計
と
製
作
専
門

17

宮
丸
精
密

金
型

宮
丸
嘉
男

石
川
県

金
沢
市

19
48

/
19

71
10
，

10
/

10

ダ
イ
カ
ス
ト
型

30
％
，
プ
ラ
ス
チ
ッ
ク
型

60
％
，
鋳
造
型
（
シ
ェ
ル
モ
ー
ル
ド

10
％
）

プ
ラ
ス
チ
ッ
ク
金
型
：
電
器
・
自
動
車
・
繊
維
機
械
・
雑
貨
・
各
部
品
用
，
ダ
イ
カ
ス
ト
金

型
：
電
器
・
自
動
車
・
計
器
・
産
業
機
械
・
美
術
工
芸
・
各
部
品
用
，
押
出
ダ
イ
ス
金
型
：
ア

ル
ミ
サ
ッ
シ
用
，
シ
エ
ル
モ
ー
ド
金
型
：
バ
ル
ブ
・
産
業
機
械
・
鋳
造
用
中
子
・
各
部
品
用
，

プ
レ
ス
金
型
：
産
業
機
械
・
各
部
品
用
，
鍛
造
金
型
：
工
具
・
産
業
機
械
・
各
部
品
用
，
モ
ー

ル
デ
イ
ン
グ
マ
シ
ン
金
型
：
各
種
鋳
造
品
用

昭
和

23
年

6月
宮
丸
嘉
男
個
人
企
業
と
し
て
金
沢
市
森
山
町
に
て
宮
丸
鉄
工
所
を
創
業
。
主

と
し
て
繊
維
機
械
，
農
機
具
部
品
の
下
請
加
工
を
始
め
る
。
昭
和

29
年

10
月
機
械
加
工
の

他
に
プ
ラ
ス
チ
ッ
ク
金
型
を

1部
製
作
す
る
。
昭
和

33
年

6月
工
場
拡
張
の
た
め
工
場
を
鳴

和
町
に
移
転
す
る
。
昭
和

36
年

8月
宮
丸
鉄
工
株
式
会
社
を
設
立
す
る
。（
資
本
金

10
0万

円
）。
昭
和

37
年

5月
金
型
工
場

1棟
を
増
設
。
昭
和

39
年

4月
石
川
県
機
械
工
業
専
門
工

場
に
指
定
さ
れ
，
精
密
金
型

1本
に
切
替
。
金
型
製
作
用
機
械
設
備
を
増
強
，
金
型
設
計
技

術
の
指
導
を
受
け
る
。
昭
和

41
年

10
月
機
械
設
備
増
設
の
た
め
資
本
金

30
0万
円
に
増
資

す
る
。
昭
和

43
年

12
月
機
械
設
備
増
資
の
た
め
資
本
金

50
0万
円
に
増
資
す
る
。
昭
和

46
年

1月
工
場
設
備
拡
張
の
た
め
，
小
坂
町
に
新
築
移
転
す
る
。
資
本
金
を

80
0万
円
に
増
資

し
，
併
せ
て
宮
丸
精
密
金
型
株
式
会
社
に
社
名
変
更
す
る
。

-/ ・
平
井
金
型
，
平
井
太
郎
，
金
沢
市

・
中
越
工
業
，
前
田
次
三
郎
，
富
山
県
小
矢
部
市

18

河
合
精
密

金
型
製
作
所

河
合
又
一

八
尾
市

19
32

/-
-/ 35

プ
ラ
ス
チ
ッ
ク
成
形
用
イ
ン
ジ
ェ
ク
シ
ョ
ン
金
型

電
気
部
品
（
ラ
ジ
オ
，
テ
レ
ビ
，
テ
ー
プ
レ
コ
ー
ダ
ー
等
），
機
械
部
品
（
ギ
ヤ
ー
等
の
自
動

車
部
品
），
日
常
家
庭
用
品
（
バ
タ
ー
・
ケ
ー
ス
，
ク
シ
等
）
等
の
金
型
設
計
・
製
作

代
表
取
締
役
河
合
又
一
高
等
小
学
校
卒
，
専
務
取
締
役
河
合
一
立
命
館
大
学
理
工
学
部

機
械
科
卒
同
経
営
学
部
卒
，
取
締
役
田
口
貢
太
郎
中
央
大
学
商
学
部
卒
，
監
査
役
西
部

三
郎
旧
中
学
校
卒

昭
和

7年
4月
大
阪
市
天
王
寺
区
味
原
町

14
に
於
て
現
社
長
河
合
又
一
が
河
合
工
業
彫
刻
所

を
創
立
，
金
型
彫
刻
を
始
め
た
。
昭
和

25
年

3月
戦
時
戦
後
岐
阜
県
関
市
の
関
刃
物（
株
）会

社
に
金
型
指
導
の
為
勤
務
，
再
度
天
王
寺
区
味
原
町

14
に
て
河
合
金
型
彫
刻
工
業
研
究
所
を

設
立
。
昭
和

28
年
プ
ラ
ス
チ
ッ
ク
成
型
用
金
型
設
計
・
製
造
に
着
手
。
昭
和

30
年

8月
積
水

化
学
工
業（
株
）と
取
引
開
始
。
昭
和

30
年

12
月
資
本
金

10
0万
円
株
式
会
社
河
合
精
密
金

型
製
作
所
設
立
。
昭
和

32
年

11
月
三
洋
電
機（
株
）と
取
引
開
始
。
昭
和

34
年

12
月
第

2工
場
設
置
。
昭
和

35
年

11
月
資
本
金

20
0万
円
に
増
資
。
昭
和

37
年

12
月
資
本
金

70
0万
円

に
増
資
。
昭
和

39
年

10
月
資
本
金

1,
00

0万
円
に
増
資
。
昭
和

40
年

1月
八
尾
市
櫻
ヶ
丘

1丁
目

50
番
地
に
八
尾
工
場
を
設
置
。
本
社
工
場
の
全
設
備
を
移
転
。
昭
和

43
年

8月
資
本

金
1,

70
0万
円
に
増
資
。
昭
和

44
年

8月
資
本
金

2,
00

0万
円
に
増
資
。
昭
和

44
年

12
月

日
本

IB
M
と
取
引
開
始

三
洋
電
機
，
大
セ
ル
，
釡
屋
化
学
，
日
本

IB
M
，

積
水
化
学
工
業

/
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19

石
井
金
型

石
井
信
常

東
京
都

江
東
区

19
24

/-
-/ ・
職
員
男

0
女

1
計

1
工
員
男

8
女

1
計

9
合
計
男

8
女

2
総
計

10
（
昭
和

44
年

8月
30
日
）

・
総
員

12

プ
ラ
ス
チ
ッ
ク
金
型
，
ダ
イ
キ
ャ
ス
ト
金
型
，
ガ
ラ
ス
金
型

代
表
取
締
役
石
井
信
常
，
取
締
役
石
井
真
人
，
取
締
役
遠
藤
和
康
，
取
締
役
石
井
貞

吉
，
取
締
役
監
査
役
石
井
暢
子

大
正

13
年

7月
東
京
都
本
所
区
錦
糸
堀

1丁
目
に
於
て
ガ
ラ
ス
金
型
業
石
井
鉄
工
所
を
石
井

貞
吉
が
創
設
。
主
と
し
て
硝
子
金
型
及
び
プ
レ
ス
金
型
を
製
作
す
る
。
昭
和

15
年
ま
で
主
に

硝
子
型
は
菓
子
玩
具
及
び
食
器
類
，
プ
レ
ス
型
は
写
真
器
附
属
品
等
を
製
作
す
る
。
昭
和

15
年

3月
江
戸
川
区
東
小
松
川

5丁
目
へ
移
転
，
海
軍
艦
政
附
属
の
下
請
に
従
事
す
る
。
昭
和

19
年

12
月
疎
開
の
た
め
休
業
。
昭
和

23
年

5月
江
戸
川
区
東
小
松
川

2丁
目
に
於
て
ガ
ラ

ス
食
器
金
型
業
と
し
て
再
興
。
昭
和

29
年

5月
有
限
会
社
石
井
鉄
工
所
設
立
，
資
本
金

65
万

円
代
表
取
締
役
石
井
貞
吉
。
会
社
設
立
と
同
時
に
プ
ラ
ス
チ
ッ
ク
金
型
の
製
作
も
行
う
様

に
な
り
，
フ
ラ
イ
ス
盤
や
彫
刻
桟
等
を
増
設
し
た
。
昭
和

37
年

7月
有
限
会
社
石
井
金
型
と

商
号
変
更
。
昭
和

39
年

3月
プ
ラ
ス
チ
ッ
ク
金
型
業
に
転
換
。
昭
和

42
年

3月
前
社
長
石
井

貞
吉
氏
高
令
の
た
め
退
任
。
後
任
と
し
て
長
男
石
井
信
常
氏
が
着
任
す
る
。
昭
和

42
年

12
月
組
織
変
更
を
目
的
と
し
て
有
限
会
社
石
井
金
型
を
解
散
。
昭
和

43
年

1月
株
式
会
社
石
井

金
型
，
有
限
会
社
を
引
継
ぎ
設
立
，
資
本
金

30
0万
円
代
表
取
締
役
石
井
信
常
。
昭
和

44
年

3月
資
本
金

60
0万
円
に
増
資
，
江
東
区
大
島

2丁
目
工
場
用
地
を
購
入
。
昭
和

47
年

3
月
資
本
金

1,
20

0万
円
に
増
資
。
昭
和

48
年

12
月
江
東
区
大
島

2丁
目

3－
17
新
工
場
落

成
移
転

-/ -

20

宇
野
金
型

工
業

宇
野
良
太
郎

神
奈
川
県

秦
野
市

19
50

/-
-

/ ・
10

5（
昭
和

43
年

12
月

31
日
現
在
）

・
11

0（
昭
和

45
年

4月
現

在
）

・
14

5（
昭
和

46
年

4月
現

在
）

・
17

0（
昭
和

47
年

4月
現

在
）

・
11

6
な
し

ダ
イ
カ
ス
ト
金
型
，
プ
ラ
ス
チ
ッ
ク
射
出
成
型
金
型
，
鋳
造
金
型
，
そ
の
他
各
種
金
型
お
よ

び
ダ
イ
カ
ス
ト
鋳
造
製
品
加
工

取
締
役
社
長
宇
野
良
太
郎
取
締
役
副
社
長
谷
口
栄
取
締
役
宇
野
文
子
／
須
山
八
郎
／
津

田
満
子
監
査
役
横
山
亨
（
昭
和

46
年

4月
現
在
）

弊
社
は
昭
和

25
年

4月
資
本
金

20
万
円
に
て
発
足
い
た
し
，
爾
来
十
有
余
年
幾
多
の
変
遷
を

経
て
金
型
一
筋
に
貫
い
て
き
ま
し
た
。
こ
れ
す
な
わ
ち
，
社
長
宇
野
良
太
郎
が
若
き
日
プ
レ

ス
金
型
の
見
習
工
と
し
て
実
際
に
身
に
つ
け
た
唯
一
つ
の
生
き
る
道
で
あ
っ
た
か
ら
で
あ
り

ま
す
。
金
型
製
作
の
苦
心
は
い
ま
さ
ら
申
し
述
べ
る
ま
で
も
な
く
，
専
業
と
し
て
の
企
業
が

成
立
す
る
も
の
か
，
幾
度
疑
問
に
思
っ
た
こ
と
で
し
ょ
う
。
こ
れ
ら
数
多
く
の
苦
労
に
幸
い

し
た
こ
と
は
お
得
意
先
で
あ
る
，
京
三
製
作
所
技
術
部
，
古
河
鋳
造
株
式
会
社
，
本
田
技
研

工
業
株
式
会
社
，
田
中
ダ
イ
カ
ス
ト
工
業
株
式
会
社
な
ど
の
絶
大
な
る
ご
支
援
，
ご
指
導
で

あ
り
ま
し
た
。
社
長
の
最
大
の
念
願
は
，
金
型
製
作
を
た
だ
単
な
る
個
人
の
名
人
芸
と
し
て

終
わ
ら
せ
る
こ
と
で
な
く
，
こ
の
製
作
に
当
っ
て
最
大
限
に
機
械
加
工
を
活
用
し
，
特
殊
な

個
人
技
を
最
小
限
に
追
い
込
む
こ
と
を
目
的
と
い
た
し
ま
し
た
。
こ
の
目
的
は
し
ば
し
ば
現

場
従
業
員
と
の
軋
轢
，
不
良
品
の
発
生
な
ど
幾
多
の
困
難
に
遭
遇
い
た
し
ま
し
た
が
，
現
に

こ
の
問
題
が
完
全
に
解
決
し
た
と
は
思
い
ま
せ
ん
。
こ
の
こ
と
に
関
し
て
当
社
の
最
終
目
標

に
定
め
て
，
従
業
員
の
福
利
と
も
あ
わ
せ
て
，
こ
の
目
的
達
成
を
本
企
業
の
成
長
と
と
も
に

切
に
祈
念
し
つ
つ
日
々
社
長
以
下
全
員
努
力
い
た
し
て
お
り
，
な
お
一
層
よ
り
良
い
金
型
を

生
み
出
す
た
め
に
ダ
イ
カ
ス
ト
鋳
造
の
仕
事
も
昭
和

34
年

4月
よ
り
行
な
っ
て
お
り
ま
す
。

な
お
，
当
社
昭
和

43
年

6月
に
宇
野
興
業
株
式
会
社
を
新
社
名
宇
野
金
型
工
業
株
式
会
社
と

称
号
変
更
い
た
し
ま
し
た
。

・
1．
本
田
技
研
工
業
鈴
鹿
製
作
所
，
本
田
技
研

工
業
浜
松
製
作
所
，
本
田
技
研
工
業
埼
玉
製
作

所
本
田
技
研
工
業
狭
山
製
作
所

2．
京
三
製

作
所

3．
日
本
気
化
器
製
作
所

4．
古
河
鋳
造

5．
品
川
ダ
イ
カ
ス
ト
工
業

6．
大
同
信
号

7．
そ
の
他
各
社

・
1．
本
田
技
研
工
業
鈴
鹿
製
作
所
，
本
田
技
研
工

業
浜
松
製
作
所
，
本
田
技
研
工
業
埼
玉
製
作
所
，

本
田
技
研
工
業
狭
山
製
作
所
，

2．
日
産
自
動

車
，

3．
京
三
製
作
所

4．
日
本
気
化
器
製
作
所

5．
古
河
鋳
造

6．
大
同
信
号

7．
日
立
金
属

8．
古
河
ア
ル
ミ

9．
そ
の
他
各
社
（
昭
和

46
年

7月
17
日
）

・
1．
日
産
自
動
車

2．
本
田
技
研
工
業

3．
古

河
鋳
造

4．
株
式
会
社
京
三
製
作
所

5．
日
本

気
化
器
製
作
所

6．
富
士
重
工
業

7．
大
同
信

号
8．
日
立
金
属

9．
そ
の
他
各
社

/
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21

東
芝
機
械

（
金
型
事
業

部
）

河
原
亮
三
郎

東
京
都

中
央
区

19
38
（
芝

浦
工
作
機

械
）

/-

－
/

・
金
型
事
業
部

19
4

・
東
芝
機
械

1,
77

9（
19

58
年

10
月

31
日
）

・
東
芝
機
械

事
務
男

40
6
女

33
4
計

74
0

技
術
男

70
8
女

42
計

75
0

現
業
員
男

1,
98

4
女

12
7

計
2,

11
1

合
計
男

3,
09

8
女

50
3

総
計

3,
60

1（
昭
和

36
年

3月
31
日
）

・
東
芝
機
械

4,
01

4（
昭
和

42
年
）

・
東
芝
機
械

4,
20

0（
19

67
年

9月
）

・
東
芝
機
械

4,
24

7（
昭
和

44
年

9月
）

・
東
芝
機
械

4,
72

4（
昭
和

45
年

4月
）

工
作
機
械
，
化
学
合
成
繊
維
機
械
，
プ
ラ
ス
チ
ッ
ク
加
工
機
械
，
ダ
イ
カ
ス
ト
マ
シ
ン
，
印

刷
機
械
，
そ
の
他
産
業
機
械
，
油
圧
機
器
，
金
型
（
射
出
成
型
金
型
，
プ
レ
ス
金
型
，
ダ
イ

カ
ス
ト
金
型
，
ガ
ラ
ス
金
型
，
鍛
造
用
金
型
，
ゴ
ム
成
形
金
型
，
低
圧
鋳
造
用
金
型
，
そ
の

他
各
種
金
型
），
ミ
ー
ハ
ナ
イ
ト
鋳
物

社
長
河
原
亮
三
郎
，
副
社
長
江
木
芳
郎
，
常
務
舟
渡
仁
，
藤
島
一
夫
，
久
野
昌
信
，
取
締

役
小
平
芳
男
，
鈴
木
那
賀
夫
，
長
沢
精
三
，
小
立
武
彦
，
赤
松
文
治
，
近
藤
正
敏
，
朝
倉
行

一
，
岸
正
巳
，
相
良
利
夫
，
佐
藤
薫
，
監
査
役
八
並
太
郎
，
加
藤
均

金
型
部
の
概
要

当
社
は
創
立
以
来
，
主
に
自
動
車
関
係
，
冷
凍
機
用
ケ
ー
ス
等
の
プ
レ
ス
金
型
と
，
テ
レ
ビ

用
ブ
ラ
ウ
ン
管
や
シ
ー
ル
ド
ビ
ー
ム
の
ガ
ラ
ス
金
型
を
製
作
し
て
き
ま
し
た
。
そ
の
後
，
昭

和
27
年
か
ら
押
出
機
，
ダ
イ
カ
ス
ト
マ
シ
ン
，
射
出
成
形
機
の
製
作
に
進
出
す
る
に
伴
な
っ

て
，
こ
れ
ら
パ
イ
プ
ダ
イ
ス
，
フ
ィ
ル
ム
ダ
イ
ス
，
ダ
イ
カ
ス
ト
金
型
さ
ら
に
イ
ン
ジ
ェ
ク

シ
ョ
ン
用
金
型
の
製
作
も
行
っ
て
ま
い
り
ま
し
た
。
技
術
革
新
の
時
代
に
お
い
て
は
機
械
の

性
能
を
充
分
に
発
揮
で
き
よ
り
精
度
が
高
く
，
耐
久
性
の
あ
る
金
型
が
要
求
さ
れ
て
ま
い
り

ま
す
。
わ
ず
か
な
金
型
の
誤
差
が
オ
ー
ト
メ
ー
シ
ョ
ン
の
針
を
狂
わ
せ
，
生
産
ラ
イ
ン
を
混

乱
さ
せ
る
原
因
と
な
っ
て
き
ま
す
。
当
社
で
は
こ
の
よ
う
な
時
代
の
要
請
に
応
じ
て
昭
和

35
年

6月
沼
津
工
場
に
近
代
的
な
金
型
工
場
を
建
設
し
，
設
備
機
械
の
整
備
拡
充
を
計
り
，
さ

ら
に
鶴
見
工
場
の
金
型
工
場
と
共
に
一
体
化
し
た
総
合
的
な
稼
働
に
よ
り
，
国
内
を
は
じ
め

国
外
の
各
需
要
先
の
御
要
望
に
応
え
る
よ
う
努
力
し
て
お
り
ま
す
。
さ
ら
に
当
社
製
の
各
種

機
械
と
技
術
的
な
研
究
を
重
ね
て
，
よ
り
良
い
製
品
が
創
造
で
き
る
よ
う
常
に
新
ら
し
い
方

向
に
開
発
研
究
い
た
し
て
お
り
ま
す
。
ト
ラ
イ
ア
ウ
ト
に
つ
い
て
は
，
当
社
設
備
の
可
能
な

範
囲
に
お
い
て
，
行
う
こ
と
も
で
き
ま
す
。
ま
た
，
常
に
完
全
な
金
型
と
し
て
，
ユ
ー
ザ
ー

の
皆
様
の
御
期
待
に
そ
え
る
よ
う
便
宜
を
は
か
ら
っ
て
お
り
ま
す
。
な
お
，
鋳
造
工
場
に
お

い
て
は
シ
ョ
ウ
プ
ロ
セ
ス
鋳
物
，
ミ
ー
ハ
ナ
イ
ト
鋳
鉄
の
製
造
を
し
て
お
り
，
工
作
機
械
工

場
に
は
特
殊
な
大
型
機
械
が
設
備
さ
れ
て
い
ま
す
の
で
，
こ
れ
ら
の
技
術
を
総
合
し
て
多
方

面
に
わ
た
る
各
種
金
型
の
製
作
も
可
能
で
あ
り
ま
す
。
そ
の
他
も
し
技
術
的
に
問
題
の
生
じ

ま
し
た
場
合
，
当
社
に
御
相
談
い
た
だ
け
れ
ば
で
き
得
る
限
り
の
努
力
を
さ
せ
て
い
た
だ
き

ま
す
。

-/ -

22

日
進
精
機

伊
藤
勲

東
京
都

大
田
区

19
57

/
19

70
18

2，
18

2/

・
事
務
関
係

3
設
計
関
係

5
機
械
関
係

12
仕
上
関
係

15
・

15
0

プ
レ
ス
型

70
％
（
抜
型

10
％
，
そ
の
他
型

10
％
，
順
送
型

80
％
），
プ
ラ
ス
チ
ツ
ク
型

30
％
，
今
後
製
作
予
定
：
粉
末
治
金
型
，
ダ
イ
カ
ス
ト
型

精
密
金
型
一
式
（
コ
ン
パ
ウ
ン
ド
ダ
イ
・
プ
ロ
グ
レ
ッ
シ
ブ
ダ
イ
・
超
硬
製
金
型
），
モ
ー
タ
ー

コ
ア
ー
抜
型
，
計
器
，
通
信
機
精
密
部
品
抜
曲
型
，
プ
ラ
ス
チ
ッ
ク
モ
ー
ル
ド
金
型
，
其
の

他
精
密
品
の
抜
型
並
に
特
殊
治
工
具

代
表
取
締
役
伊
藤
勲
専
務
取
締
役
伊
藤
孝
取
締
役
太
刀
川
銑
吉
取
締
役
師
岡
清
一

相
談
役
工
学
博
士
仲
谷
新
治

・
当
社
は
永
年
株
式
会
社
黒
田
挟
範
に
あ
っ
て
プ
レ
ス
型
の
研
究
と
製
作
に
従
事
し
て
来
た

伊
藤
勲
（
前
黒
田
挟
範
製
作
所
長
野
工
場
長
）
を
中
心
に
技
術
者
並
に
幹
部
工
員

10
数
名

参
加
し
て
精
密
プ
レ
ス
型
及
プ
ラ
ス
チ
ッ
ク
ス
金
型
の
製
作
を
目
的
と
し
て
前
記
所
在
地

に
昭
和

32
年

8月
12
日
設
立
し
た
も
の
で
あ
り
ま
す
。

当
社
は
従
来
の
型
製
作
上
に
於
け
る
欠
点
を
改
善
し
型
製
作
専
用
機
の
研
究
の
結
果
い
か
な

る
形
状
の
型
も
ミ
ク
ロ
ン
単
位
に
加
工
出
来
る
成
型
研
磨
機
を
完
成
し
こ
れ
に
新
し
い
技

術
を
応
用
し
オ
ー
ト
メ
ー
シ
ョ
ン
計
器
に
必
要
な
精
密
小
型
モ
ー
タ
ー
の
セ
ル
シ
ン
モ
ー

タ
ー
用
コ
ア
抜
型
等
ど
ん
な
複
雑
高
精
度
の
各
種
金
型
で
も
製
作
可
能
の
自
信
を
有
し
て

・
日
立
製
作
所
亀
戸
工
場
，
東
京
芝
浦
電
気
三
重

工
場
，
三
菱
電
機
静
岡
工
場
，
北
辰
電
機
製
作

所
，
松
下
電
器
産
業
，
京
三
製
作
所
，
東
京
航

空
計
器
，
ソ
ニ
ー
，
甲
府
明
電
舎
，
富
士
通
信

機
製
造
，
山
武
ハ
ネ
ウ
エ
ル
計
器
，
安
立
電
気
，

並
木
機
械
製
作
所
，
東
京
機
器
工
業
，
成
光
電

機
，
赤
井
電
気
，
多
摩
川
精
機
，
三
光
ラ
イ
ト

工
業

・
日
立
製
作
所
（
亀
戸
・
多
賀
・
佐
和
）
各
工
場
，

三
菱
電
機
（
静
岡
・
名
古
屋
・
群
馬
・
中
津
川
・

福
山
）
各
工
場
，
松
下
電
工
，
松
下
電
器
産
業
，

東
京
芝
浦
電
気
，
安
川
電
機
製
作
所
，
北
辰
電

機
製
作
所
，
キ
ャ
タ
ピ
ラ
ー
三
菱
，
ソ
ニ
ー
，
東

京
計
器
製
造
所
，
日
本
ナ
シ
ョ
ナ
ル
金
銭
登
録

機
，
日
本
サ
ー
ボ
，
千
代
田
化
工
建
設
，
服
部
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居
り
ま
す
。

・
昭
和

32
年

8月
，
東
京
都
大
田
区
に
創
立
以
来
従
来
の
金
型
製
作
上
の
欠
点
を
改
善
し
て

高
精
度
の
金
型
製
作
用
の
専
用
研
磨
機
等
を
完
成
し
て
，
能
率
と
精
度
に
優
る
新
し
い
金

型
製
作
技
術
を
開
拓
し
ま
し
た
。
こ
の
専
用
工
作
機
を
駆
使
し
た
技
術
は
い
か
な
る
製
品

形
状
も
ミ
ク
ロ
ン
の
確
実
な
精
度
を
維
持
し
て
工
作
す
る
こ
と
が
で
き
，
従
っ
て
製
品
に

非
常
な
信
頼
性
を
も
た
ら
す
こ
と
が
で
き
ま
し
た
。
そ
し
て
金
型
の
複
雑
か
つ
精
密
な
工

作
範
囲
を
拡
げ
て
無
限
の
形
状
の
世
界
を
追
求
す
る
こ
と
に
よ
っ
て
現
代
が
要
求
す
る
製

品
の
ア
イ
デ
ア
を
現
実
の
も
の
と
す
る
の
に
貢
献
し
て
き
ま
し
た
。

当
社
は
一
歩
一
歩
堅
実
に
発
展
し
て
お
り
ま
す
が
，
下
に
当
社
の
沿
革
を
略
記
し
ま
す
。

昭
和

40
年

5月
現
第

2工
場
よ
り
本
社
を
現
本
社
工
場
へ
と
移
す
。
昭
和

42
年

12
月
本

社
社
屋
増
築
。
昭
和

43
年

5月
飯
田
工
場
建
設
に
着
手
。
昭
和

43
年

9月
払
込
資
本
金

25
,0

00
,0

00
円
と
す
る
。
昭
和

43
年

10
月
金
型
専
用
工
作
機
新
鋭
成
型
研
削
盤
を
開
発
。

昭
和

44
年

5月
飯
田
工
場
の
完
成
，
操
業
を
開
始
，
業
界
の
ご
要
望
に
お
応
え
す
べ
く
生

産
体
勢
の
拡
充
を
計
る

時
計
店
工
場
精
工
舎
，
東
京
電
気
，
小
糸
製
作

所
，
市
光
工
業
，
白
木
金
属
工
業
，
日
本
ラ
ヂ

エ
ー
タ
ー
，
甲
府
明
電
舎
，
赤
井
電
機
，
立
石

電
機
（
東
京
・
飯
田
），
自
動
車
電
機
，
三
機
工

業
，
東
京
科
学
，
ジ
ェ
コ
ー
，
石
川
島
播
磨
重

工
業
，
日
本
ラ
イ
ン
ツ
，
日
本
電
気
精
器
，
オ

リ
エ
ン
タ
ル
モ
ー
タ
ー
，
日
本
通
信
工
業
，
多

摩
川
精
機
，
第
一
電
子
工
業
，
東
京
航
空
計
器
，

諏
訪
精
工
舎
，
大
塚
工
機
，
高
輪
製
作
所
，
山

洋
電
気
，
大
崎
電
気
工
業
，
田
村
電
機
製
作
所
，

三
興
製
作
所
，
日
本
航
空
電
子
工
業
，
ト
キ
コ

（
相
模
原
・
山
梨
）
各
工
場
，
神
保
電
器
株
式
会

社
他

/

・
双
葉
電
子
工
業
，
衛
藤
五
郎
，
東
京
都
千
代
田

区
・
黒
田
精
工
，
黒
田
彰
一
，
東
京
都
大
田
区

23

藤
本
金
型

製
作
所

藤
本
郁
朗

東
京
都

豊
島
区

19
34

/-
-/ -

—
　

代
表
取
締
役
藤
本
郁
郎
専
務
取
締
役
下
村
良
英
取
締
役
根
本
順
夫

昭
和

9年
新
宿
区
下
落
合
に
て
先
代
藤
本
康
太
ゴ
ム
金
型
工
場
創
立
。
昭
和

16
年
ブ
リ
ヂ
ス

ト
ン
タ
イ
ヤ
へ
金
型
納
入
開
始
。
昭
和

23
年

4月
合
資
会
社
に
改
組
藤
本
製
作
所
を
設
立
。

昭
和

35
年

10
月
ダ
イ
カ
ス
ト
金
型
の
製
造
開
始
。
昭
和

36
年

4月
プ
ラ
ス
チ
ッ
ク
ス
金
型

の
製
造
開
始
。
昭
和

43
年

4月
株
式
会
社
に
改
組
藤
本
金
型
製
作
所
を
設
立
。
昭
和

46
年

8
月
東
京
都
都
市
計
画
に
よ
り
現
在
地
へ
工
場
新
築
開
始
。
昭
和

47
年

1月
現
在
地
へ
移
転

-/ -

24

魚
岸
精
機

工
業

魚
岸
力
男

富
山
県
高
岡

市

19
46

/
19

67
19
，

19
/

-

ゴ
ム
型

5％
，
ダ
イ
カ
ス
ト
型

5％
，
プ
ラ
ス
チ
ッ
ク
型

85
％
，
鋳
造
型

5％
昭
和

21
年

3月
高
岡
市
油
町
壱
番
地
魚
岸
鉄
工
所
板
金
金
型
を
主
に
生
産
す
る
。
昭
和

40
年

4月
高
岡
市
三
女
子
拾
番
地
の
壱
魚
岸
精
機
工
業
と
改
名
合
成
樹
脂
金
型
に
主
力

-/ ・
中
越
工
業
，
前
田
次
三
郎
，
富
山
県
小
矢
部
市

・
八
谷
工
業
，
八
谷
●
一
，
富
山
県
小
矢
部
市

25

三
琇
フ
ァ
イ

ン
ツ
ー
ル

神
谷
恒
一

愛
知
県

碧
海
郡

19
54

/
19

68
41
，

41
/

-

プ
レ
ス
型

60
％
（
抜
型

80
％
，
曲
型

10
％
，
順
送
型

10
％
），
プ
ラ
ス
チ
ッ
ク
型

35
％
，
鋳

造
型
（
そ
の
他

10
0％
），
粉
末
冶
金
型

5％
精
密
プ
レ
ス
金
型
精
密
プ
ラ
ス
チ
ッ
ク
金
型

二
色
成
形
プ
ラ
ス
チ
ッ
ク
金
型
精
密
ダ
イ
キ
ャ
ス
ト
金
型
粉
末
成
形
金
型
治
工
具
製
作

代
表
取
締
役
神
谷
恒
一
代
表
取
締
役
神
谷
昭
司

昭
和

29
年

3月
22
日
合
資
会
社
三
琇
プ
レ
ス
工
業
所
設
立
。
昭
和

38
年

8月
29
日
合
資
会

社
三
琇
プ
レ
ス
工
業
所
を
合
資
会
社
三
琇
屋
に
社
名
変
更
。
昭
和

38
年

9月
4日
株
式
会
社

三
琇
プ
レ
ス
工
業
所
設
立
。
昭
和

43
年

3月
25
日
株
式
会
社
三
琇
ク
ラ
ウ
ン
設
立
。
昭
和

43
年

6月
20
日
合
資
会
社
三
琇
屋
を
株
式
会
社
三
琇
フ
ァ
イ
ン
ツ
ー
ル
に
社
名
変
更
。
昭
和

44
年

4月
16
日
株
式
会
社
三
琇
モ
ー
ル
ド
設
立

-/ ・
水
谷
精
器
工
業
，
水
谷
武
生
，・
名
古
屋
市
中
川
区

・
丸
順
精
器
工
業
，
今
川
順
夫
，
大
垣
市
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26

志
水
工
業

志
水
博
夫

愛
知
県

刈
谷
市

19
44

/
19

70
24

0，
44

/

・
男

17
4
女

66
計

24
0

プ
レ
ス
型

85
％
（
抜
型

40
％
，
曲
型

20
％
，
紋
型

30
％
，
順
送
型

10
％
），
プ
ラ
ス
チ
ッ

ク
型

15
％
，
兼
業
：
プ
レ
ス
，
溶
接
，
塗
装
，
組
立
（
カ
ー
ヒ
ー
タ
ー
の
サ
ブ
ア
ッ
セ
ン
ブ

リ
ー
）

金
型
設
計
製
作
，
プ
レ
ス
加
工
，
鈑
金
加
工
，
熔
接
組
立
，
塗
装

「
会
社
の
沿
革
」

昭
和

19
年

2月
兵
庫
県
出
石
郡
出
石
町
に
朝
日
発
條
株
式
会
社
を
設
立
。
主
と
し
て
機
銃
，

航
空
機
車
輌
等
の
板
バ
ネ
を
製
造
。
昭
和

21
年

9月
音
響
信
号
機
用
振
動
板
の
焼
入
技
術
に

よ
り
ト
ヨ
タ
自
動
車
工
業
株
式
会
社
電
装
工
場
（
現
日
本
電
装
）
の
要
請
に
て
同
社
の
専
属

工
場
と
な
る
。
昭
和

27
年

12
月
日
本
電
装
株
式
会
社
よ
り
名
古
屋
へ
の
移
転
を
要
請
せ
ら

れ
，
名
古
屋
市
南
区
塩
屋
町

4－
15
に
志
水
工
業
株
式
会
社
を
設
立
。
昭
和

31
年

3月
名
古

屋
市
南
区
荒
浜
町

4－
6に
工
場
，
事
務
所
を
移
転
し
，
朝
日
発
條
株
式
会
社
の
設
備
も
統
合

す
る
。
昭
和

33
年

4月
新
三
菱
重
工
業
株
式
会
社
名
古
屋
自
動
車
製
作
所
と
取
引
開
始
。

昭
和

34
年

5月
ト
ヨ
タ
車
体
株
式
会
社
と
取
引
開
始
。
昭
和

38
年

9月
刈
谷
市
大
字
一
ツ
木

字
茶
煎
坊
下

1－
1に
工
場
及
び
寮
を
完
成
し
名
古
屋
工
場
よ
り
人
員
及
び
設
備
の
一
部
を

移
転
し
，
操
業
開
始
す
る
同
時
に
金
型
製
造

5ケ
年
計
画
を
企
画
し
金
型
設
備
の
増
強
に
着

手
す
。
昭
和

42
年
～

43
年
刈
谷
工
場
を
増
築
し
，
プ
レ
ス
，
溶
接
設
備
の
増
強
，
塗
装
設
備

を
新
設
す
る
。
昭
和

44
年

1月
名
古
屋
工
場
の
設
備
，
人
員
を
刈
谷
工
場
に
統
合
す
。
昭
和

45
年

10
月
造
形
工
場
（

1,
01

0m
2
）
を
新
築
し
本
格
的
に
プ
レ
ス
金
型
の
市
販
及
び
樹
脂

型
の
製
造
を
開
始
す
る
。
こ
の
間
経
営
合
理
化
に
よ
り
，
日
本
電
装
，
名
古
屋
市
長
，
愛
知

県
知
事
，
中
小
企
業
庁
長
官
よ
り
そ
れ
ぞ
れ
表
彰
を
受
け
る

「
金
型
関
係
の
沿
革
」

昭
和

38
年

9月
今
迠
よ
り
更
に
型
治
具
関
係
の
設
計
，
製
作
技
術
能
力
向
上
の
た
め

5ケ
年

計
画
を
樹
て
，
日
本
電
装
よ
り
種
々
の
技
術
指
導
を
受
け
る
と
と
も
に
刈
谷
工
場
に
設
備
人

員
の
増
強
を
始
め
る
。
昭
和

39
年

8月
プ
ロ
グ
レ
ッ
シ
ブ
ダ
イ
の
本
格
的
設
計
製
作
を
開
始

す
る
。
昭
和

41
年

10
月
日
本
電
装
株
式
会
社
冷
暖
房
事
業
部
の
専
属
工
場
の
指
定
を
受
け

今
迠
の
中
，
小
物
量
産
部
品
か
ら
中
，
大
物
の
多
種
，
中
，
小
量
生
産
に
仕
事
が
切
換
つ
た

た
め
社
内
使
用
プ
ロ
グ
レ
ッ
シ
ブ
ダ
イ
を
中
止
し
そ
の
設
計
製
作
能
力
を
市
販
に
ふ
り
向
け

る
。
昭
和

42
年

3月
名
古
屋
工
場
に
設
備
の
大
物
プ
レ
ス
型
製
造
設
備
を
刈
谷
工
場
に
移
設

し
20

0t
～

30
0t
ク
ラ
ス
の
プ
レ
ス
型
の
製
作
に
重
点
を
お
く
。
昭
和

43
年

8月
樹
脂
モ
ー

ル
ド
型
の
設
計
製
作
技
術
の
能
力
開
発
を
日
本
電
装
株
式
会
社
の
要
請
に
て
開
始
。
昭
和

44
年

5月
日
本
金
型
材
株
式
会
社
と
モ
ー
ル
ド
ベ
ー
ス
，
ダ
イ
セ
ッ
ト
，
マ
シ
ン
サ
ー
ビ
ス
で

取
引
を
開
始
し
，
イ
ン
ジ
エ
ク
シ
ヨ
ン
金
型
の
設
計
製
作
の
技
術
指
導
を
各
方
面
よ
り
受
け

る
。
昭
和

44
年

10
月
造
形
工
場

10
10

m
2
完
成

日
本
電
装
，ト
ヨ
タ
車
体
，日
本
金
型
材
，そ
の
他

/

・
名
古
屋
金
型
工
業
，
立
松
周
三
，
名
古
屋
市
瑞

穂
区

・
水
谷
精
器
工
業
，
水
谷
武
生
，
名
古
屋
市
中
川
区

27

鈴
木
桑

鉄
工
所

鈴
木
正
治

愛
知
県

新
城
市

19
34

/-
-/ 本
社

10
本
社
工
場

70
岡
崎
工
場

20
計

10
0（
昭

和
44
年

7月
）

プ
ラ
ス
チ
ッ
ク
用
金
型
・
プ
レ
ス
用
金
型
・
ゴ
ム
用
金
型

昭
和

9年
10
月
鈴
木
桑
造
に
よ
り
鈴
木
鉄
工
所
と
し
て
，
名
古
屋
市
熱
田
区
高
蔵
町
に
於
て

創
業
。
昭
和

14
年

2月
法
人
改
組
，
社
名
を
合
資
会
社
鈴
木
桑
鉄
工
所
と
し
，
資
本
金

7万
5千
円
に
て
自
動
車
・
紡
績
機
械
等
の
部
品
の
切
削
加
工
を
行
う
。
又
戦
争
の
進
展
に
つ
れ

航
空
機
部
品
・
軍
需
部
品
等
の
切
削
加
工
並
に
油
圧
プ
レ
ス
の
製
造
販
売
を
行
う
。
昭
和

20
年
新
城
市
に
工
場
疎
開
の
な
か
ば
戦
災
に
て
大
部
分
の
機
械
と
建
物
全
部
を
焼
失
す
る
。
昭

和
21
年
新
城
市
に
於
て
三
菱
電
機
株
式
会
社
名
古
屋
製
作
所
の
プ
レ
ス
型
下
請
工
場
と
し
て

再
出
発
す
る
。
昭
和

25
年
合
成
樹
脂
用
金
型
の
製
作
を
始
め
る
。

三
菱
電
機
名
古
屋
製
作
所
，
名
古
屋
ゴ
ム
，
中
部

合
成
樹
脂
，
高
丘
工
業
，
コ
ク
ヨ
，
ア
イ
ホ
ー
化

学
（
昭
和

44
年

7月
）

/

-
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昭
和

26
年
ゴ
ム
加
硫
用
金
型
の
製
作
を
始
め
る
。
昭
和

31
年

2月
資
本
金

15
0万
円
と
す

る
。
昭
和

35
年

1月
協
力
工
場
青
木
鉄
工
所
を
吸
収
合
併
し
平
井
工
場
と
す
る
。
昭
和

38
年

3月
岡
崎
市
北
本
郷
町
に
岡
崎
工
場
を
建
設
す
る
。
昭
和

39
年

3月
資
本
金

70
0万
円
と
す

る
。
昭
和

44
年

5月
新
城
市
野
田
に
本
社
工
場
新
築
，
旧
本
社
工
場
と
平
井
工
場
を
合
併
移

転
す
る
。
昭
和

44
年

7月
資
本
金

1,
00

0万
円
に
て
株
式
会
社
設
立
，
合
資
会
社
の
業
務
一

切
を
引
継
ぐ
。

28

扶
桑
鉄
工
所

大
喜
多
仁

茨
木
市

創
業

19
47

設
立

19
51

/
19

75

15
2，

10
8/

・
大
阪
工
場

男
12

1
女

4
計

12
5

東
京
工
場

男
99

女
6

計
10

5
合
計
男

22
0
女

10
総
計

23
0

・
本
社
・
大
阪
工
場
男

94
女

4
計

98
東
京
工
場

男
89

女
6

計
95

茨
木
工
場

男
32

女
2

計
34

合
計
男

21
5
女

12
総
計

22
7

・
大
阪
工
場

男
11

6
女

7
計

12
3

相
模
原
工
場
男

11
7

女
53

計
17

0
合
計
男

23
3
女

60
総
計

29
3

ガ
ラ
ス
型

10
0％
（
押
型

42
％
，
壜
型
機
械
製
壜

58
％
），
兼
業
：
ガ
ラ
ス
成
型
機
，
そ
の

他
ガ
ラ
ス
関
係
機
械

（
1）
ガ
ラ
ス
壜
用
金
型
製
造（

2）
ガ
ラ
ス
食
器
用
金
型
製
造（

3）
光
学
ガ
ラ
ス
用
金
型
製
造（

4）
全
自
動
製
壜
機
械
製
造（

5）
全
自
動
ガ
ラ
ス
成
形
機
械
製
造（

6）
そ
の
ほ
か
製
壜
ガ
ラ
ス
成

形
に
関
す
る
設
備
の
製
造

代
表
取
締
役
大
喜
多
仁
取
締
役
大
喜
多
久
取
締
役
大
西
信
秀
監
査
役
大
坂
喜
一

昭
和

22
年
大
喜
多
仁
（
現
代
表
取
締
役
）
が
大
阪
市
北
区
に
ガ
ラ
ス
用
金
型
の
専
門
メ
ー

カ
ー
大
喜
多
製
作
所
を
創
立
す
る
。
昭
和

26
年
資
本
金

25
万
円
を
も
っ
て
法
人
組
織
に
変

更
，
株
式
会
社
扶
桑
鉄
工
所
に
改
組
す
る
。
ガ
ラ
ス
金
型
中
と
く
に
高
い
精
度
が
要
求
さ
れ

る
全
自
動
製
壜
用
金
型
に
生
産
を
集
中
し
設
備
の
近
代
化
を
は
か
る
。
昭
和

29
年
設
備
拡

張
の
た
め
大
阪
市
大
淀
区
本
圧
に
工
場
を
移
転
す
る
。
プ
ラ
ス
チ
ッ
ク
業
界
の
旺
盛
な
需
要

に
促
さ
れ
プ
ラ
ス
チ
ッ
ク
用
金
型
の
生
産
を
は
じ
め
る
。
昭
和

31
年
資
本
金

40
0万
円
に
増

資
す
る
。
昭
和

35
年
関
東
地
方
の
需
要
増
大
に
対
応
す
べ
く
神
奈
川
県
相
模
原
市
に
相
模
原

工
場
を
建
設
す
る
。
昭
和

37
年
資
本
金

18
00
万
円
に
増
資
す
る
。
昭
和

38
年
全
自
動
製
壜

機
械
の
製
造
に
着
手
し

10
マ
シ
ン
第

1号
機
完
成
す
る
。
全
自
動
製
壜
用
金
型
の
輸
出
を
開

始
す
る
。
資
本
金

36
00
万
円
に
増
資
す
る
。
昭
和

39
年
大
阪
工
場
の
規
模
拡
大
と
厚
生
施

設
の
充
実
を
は
か
る
た
め
大
阪
府
茨
木
市
に
新
工
場
建
設
移
転
す
る
。
全
自
動
製
壜
機
械

I．
S
マ
シ
ン

1号
機
完
成
す
る
。
昭
和

40
年
業
界
に
先
が
け
て
ガ
ラ
ス
押
型
（
食
器
類
）
用
金

型
製
造
に
放
電
電
解
加
工
法
を
導
入
す
る
。
昭
和

41
年
受
注
急
増
に
対
処
す
べ
く
大
阪
・
相

模
原
両
工
場
を
増
設
拡
充
す
る
。
昭
和

42
年
全
自
動
製
壜
機
械

10
マ
シ
ン
輸
出
す
る
。
全

自
動
ガ
ラ
ス
成
形
機
械

M
．

D
．

P
マ
シ
ン

1号
機
完
成
輸
出
す
る
。
昭
和

43
年

I．
S
マ

シ
ン
を
含
め
全
自
動
製
壜
設
備
を
プ
ラ
ン
ト
輸
出
す
る
。
設
備
近
代
化
の
一
環
と
し
て
各
種

数
値
制
御
工
作
機
械
導
入
す
る
。
昭
和

44
年
内
外
の
需
要
増
大
に
よ
り
中
華
民
国
台
湾
省
高

雄
加
工
区
に
全
額
出
資
会
社
扶
相
股
●
有
限
公
司
を
設
立
操
業
開
始
す
る
。
神
奈
川
県
津
久

井
町
に
津
久
井
事
業
所
を
設
立
操
業
開
始
す
る
。
神
奈
川
県
相
模
原
市
に
相
模
原
第
二
工
場

の
建
設
を
開
始
す
る

・
山
村
硝
子
，
日
本
硝
子
，
新
日
本
硝
子
，
大
和

硝
子
，
日
本
耐
酸
壜
工
業
，
ユ
ニ
オ
ン
硝
子
工

業
，
新
東
洋
硝
子
，
保
谷
硝
子
，
積
水
化
学
工

業
，
京
都
ダ
イ
カ
ス
ト
工
業

・
ガ
ラ
ス
用
金
型
お
よ
び
全
自
動
製
瓶
機
械
部
品

山
村
硝
子
，
新
日
本
硝
子
，
新
東
洋
硝
子
，
日

本
硝
子
，
大
和
硝
子
，
島
田
硝
子

プ
ラ
ス
チ
ッ
ク
ス
用
金
型

積
水
化
学
工
業

ダ
イ
カ
ス
ト
用
金
型

京
都
ダ
イ
カ
ス
ト
工
業

/

-

29

鈴
木
金
型

製
作
所

鈴
木
利
治

東
京
都
北
区

19
59

/
19

70
4，

4/

-

プ
ラ
ス
チ
ッ
ク
型

10
0％

昭
和

17
年

4月
東
京
光
学
機
械
株
式
会
社
入
社
。
昭
和

20
年

8月
退
社
。
昭
和

20
年

10
月

加
藤
製
作
所
入
社
。
昭
和

21
年

6月
退
社
。
昭
和

21
年

7月
仙
台
市
に
て
冷
凍
機
修
理
業
。

昭
和

30
年
化
工
金
型
製
作
所
入
社
。
昭
和

34
年

1月
退
社

-/ ・
山
本
製
作
所
，
山
本
●
，
東
京
都
板
橋
区

・
化
工
金
型
製
作
所
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30

山
田
金
型

工
業

山
田
馨

愛
知
県

名
古
屋
市

19
51

/
19

74
12
，

11
/

職
員
男

2
女

1
計

3
工
員
男

7
女

1
計

8
合
計
男

9
女

2
総
計

11
（
昭
和

49
年

12
月

9日
）

プ
ラ
ス
チ
ッ
ク
型

10
0％

当
社
は
，
プ
ラ
ス
チ
ッ
ク
成
形
用
金
型
の
設
計
及
製
作
を
主
た
る
事
業
と
し
，
之
に
附
帯
す
る

一
般
業
務
を
営
ん
で
居
り
ま
す
。（
イ
）プ
ラ
ス
チ
ッ
ク
成
型
用
金
型
：
自
動
車
用
部
品
，
ミ

シ
ン
部
品
他
精
密
部
品
，
文
房
具
，
雑
貨
，
ケ
ー
ス
類

1．
代
表
取
締
役
山
田
馨
（
大
正

14
年

1月
生
）
名
古
屋
市
立
工
業
専
修
学
校
機
械
科
卒
，

海
軍
横
須
賀
砲
術
学
校
卒
，
株
式
会
社
山
田
製
作
所
代
表
取
締
役
，

1．
取
締
役
常
勤
長

谷
川
雅
彦
（
昭
和

16
年

9月
生
），
愛
知
県
立
愛
知
工
業
高
等
学
校
機
械
科
卒
，

1．
取
締
役

常
勤
山
田
修
暉
（
昭
和

14
年

10
月
生
）
中
央
大
学
法
学
部
卒
，

1．
監
査
役
非
常
勤
平

岩
金
之
（
大
正

15
年

9月
生
）
平
岩
工
業
株
式
会
社
社
長

昭
和

26
年

8月
山
田
馨
氏
が
名
古
屋
市
千
種
区
高
見
町

2の
1に
於
て
山
田
製
作
所
と
号
し

て
，
個
人
創
業
し
，
日
本
車
輌
製
造
株
式
会
社
下
請
工
場
で
，
車
輌
の
金
属
部
品
の
製
作
加
工

を
始
む
。
昭
和

29
年

7月
株
式
会
社
山
田
製
作
所
を
設
立
し
，
金
型
部
門
と
し
て
発
足
す
。

昭
和

31
年

12
月
従
業
員
寮
建
設
。
昭
和

37
年

7月
企
業
体
制
確
立
と
企
業
体
質
の
相
違
に

依
り
，
金
型
部
門
を
独
立
し
，
社
名
を
山
田
金
型
工
業
株
式
会
社
と
し
て
，
同
場
所
に
於
て
製

作
を
始
む
。
昭
和

45
年

3月
名
古
屋
市
守
山
区
大
字
中
志
段
味
字
大
洞
口

27
35
番
地
の
敷

地
1,

82
7m

2 （
55

3坪
）
を
購
入
す
。
株
式
会
社
山
田
製
作
所
と
共
同
登
記
す
。
昭
和

45
年

9月
第

1次
計
画
と
し
て

56
7m

2 （
17

1.
8坪
）
の
工
場
建
設
を
始
む
。
昭
和

45
年

12
月
第

1次
計
画
完
成
す
。
昭
和

46
年

1月
高
見
町
の
工
場
が
手
狭
に
な
っ
た
の
と
，
金
型
の
大
型

化
に
と
も
な
い
新
工
場
へ
移
転
す
。
昭
和

46
年

3月
第

2次
計
画
と
し
て
，

33
0m

2
（

10
0

坪
）
の
工
場
建
設
し
，
新
工
場
へ
移
転
す
。
昭
和

47
年

11
月
管
理
，
営
業
機
能
の
改
善
・
向

上
を
計
る
た
め
，

49
.5

m
2
（

15
坪
）
の
事
務
所
（
会
議
室
及
び
寮
併
設
）
を
建
設
し
，
新

事
務
所
へ
移
動
す
。
昭
和

48
年

7月
第

3次
計
画
進
行
の
為
，
名
古
屋
市
守
山
区
大
字
中
志

段
味
字
南
原
の
敷
地

51
0m

2
（

15
7.

6坪
）
を
購
入
す
。

豊
田
合
成
，
山
田
製
作
所
，
千
代
田
産
業
，
エ
ル

モ
（
昭
和

49
年

12
月

9日
）

/

・
吉
田
金
型
工
作
所
，
吉
田
政
一
，
名
古
屋
市

・
辻
精
機
，
辻
桝
男
，
名
古
屋
市

31

今
里
金
型

製
作
所

大
垣
定
一

大
阪
市

東
成
区

創
業

19
54

設
立

19
55

/
19

63

-/ 仕
上
工

10
，
旋
盤
工

4，
庶

務
1，
事
務

1，
雑
役

1，
其

の
他

2，
計

19

プ
ラ
ス
チ
ッ
ク
型

プ
ラ
ス
チ
ッ
ク
金
型
製
造
業
，
電
器
用
，
家
庭
用
，
各
種
プ
ラ
ス
チ
ッ
ク
ス
金
型

昭
和

5年
東
京
都
板
橋
区
志
村
清
水
町
レ
イ
ボ
ル
ト
株
式
会
社
に
金
型
見
習
工
業
と
し
て
入

社
，
昭
和

29
年
退
社
，
大
阪
市
東
成
区
大
今
里
本
町

1丁
目

15
2番
地
に
昭
和

29
年

6月
今

里
金
型
製
作
所
個
人
経
営
，
昭
和

30
年

12
月

13
日
有
限
会
社
今
里
金
型
製
作
所
に
切
替
現

在
に
至
る

三
洋
電
マ
マ 器
，
安
川
電
器
，
住
友
ベ
ー
ク
，
象
印
魔

法
瓶

/

・
小
池
金
型
工
業
所
，
小
池
保
，
布
施
市

・
今
里
金
型
製
作
所
，
大
垣
定
一
，
大
阪
市
東
成

区
（
マ
マ
）

32

三
友
製
作
所

原
田
喜
久
男

府
中
市

創
業

マ
マ

19
51

設
立

19
60

/-

-/ 常
勤
役
員
管
理
者
男

2
女

0
計

2
間
接
部
門
職
員
男

2
女

3
計

5
間
接
部
門
技
術
男

9
女

0
計

9
直
接
部
門
男

58
女

6
計

64
合
計
男

71
女

9
総
計

80

ダ
イ
カ
ス
ト
金
型
・
プ
ラ
ス
チ
ッ
ク
金
型
・
プ
レ
ス
金
型
・
精
密
鋳
造
用
金
型
・
其
の
他
各

種
金
型
受
注
製
作

取
締
役
社
長
原
田
喜
久
男
（
大
正

13
．

11
．

12
生
）
昭
和

14
年

4月
神
戸
市
港
精
機
製

作
所
入
社
。
昭
和

16
年

12
月
同
所
退
社
。
昭
和

17
年

1月
府
中
市
株
式
会
社
北
川
鉄
工
所

入
社
。
昭
和

22
年

2月
同
社
退
社
。
昭
和

24
年

6月
府
中
市
株
式
会
社
菱
備
製
作
所
入
社
。

昭
和

28
年

5月
同
社
退
社
。
昭
和

マ
マ 29
年

6月
三
友
製
作
所
創
立
。
昭
和

35
年

5月
株
式
会
社

に
改
組
初
代
社
長
就
任
取
締
役
専
務
原
田
利
之
（
大
正

15
．

11
．

10
生
）

昭
和

16
年

4月
神
戸
市
川
崎
車
輌
株
式
会
社
入
社
。
昭
和

20
年

8月
同
社
退
社
。
昭
和

20
年

11
月
府
中
市
株
式
会
社
北
川
鉄
工
所
入
社
。
昭
和

23
年

3月
同
社
退
社
。
昭
和

25
年

9
月
府
中
市
株
式
会
社
菱
備
製
作
所
入
社
。
昭
和

30
年

3月
同
社
退
社
。
昭
和

30
年

9月
府
中

-/ -



p
LA
T
E
X
2
ε
:
ta
b
1
7
:
2
0
2
4
/
3
/
2
3
(9
:2
5
)

88（292）

合
計

常
勤
役
員
管
理
者

2
間
接
部
門
職
員

5
間

接
部
門
技
術

9
直
接
部

門
64

総
計

80

市
三
友
製
作
所
入
社
。
昭
和

35
年

5月
株
式
会
社
三
友
製
作
所
取
締
役
専
務
就
任

昭
和

マ
マ 26
年

6月
の
現
地
に
於
い
て
個
人
経
営
に
よ
る
金
型
専
門
工
場
三
友
製
作
所
創
立
。
昭

和
35
年

5月
株
式
会
社
三
友
製
作
所
改
組
設
立

II
B

33

協
立
工
業

森
俊
三

東
京
都

杉
並
区

19
48

/
19

73
10
，

10
/

事
務
男

2
工
場
男

9
（
昭
和

48
年

5月
）

プ
ラ
ス
チ
ッ
ク
型

10
0％

プ
ラ
ス
チ
ッ
ク
金
型
製
造
販
売

代
表
取
締
役
森
俊
三
昭
和

11
年
桐
生
高
等
工
業
学
校
機
械
科
卒
業
。
昭
和

12
年
昭
和
飛

行
機
工
業
株
式
会
社
入
社
。
昭
和

21
年
昭
和
飛
行
機
工
業
株
式
会
社
退
社
。
昭
和

23
年
自

営
，
医
療
用
レ
ン
ト
ゲ
ン
附
属
品
製
造
を
開
始
。
昭
和

28
年
協
立
工
業
株
式
会
社
設
立
と
同

時
に
代
表
取
締
役
に
就
任
。
昭
和

35
年
プ
ラ
ス
チ
ッ
ク
金
型
の
製
作
を
開
始

岩
崎
通
信
機
，
川
島
工
業
所
，
世
紀
工
業
，
ソ
ニ
ー
，

田
宮
模
型
，
東
洋
カ
ー
ネ
ル
，
東
洋
樹
脂
，
日
本

航
空
電
子
工
業
，
平
野
化
学
工
業
，
不
二
プ
ラ
ス

チ
ッ
ク
（
昭
和

48
年

5月
）

/

-

34

桑
原
製
作
所

桑
原
恒
之
進

群
馬
県

多
野
郡

19
53

/
19

76
19
，

13
/

社
長
含
む
職
員

6
金
型
部

11
成
型
部

2（
昭
和

48
年

2月
25
日
現
在
）

生
産
部
門

金
型
部
門
の
設
計
者

1（
東

洋
大
工
課
機
械
科
卒
・
高

崎
高
卒
）
製
造
部

11
平

均
年
齢

29
.8
才
平
均
勤
続

7.
7年
（
最
高

18
年
・
最
低

4
年
金
型
部
の
み
）
成
型
部

門
は

2名
で
自
動
化
及
イ
ン

サ
ー
ト
も
の
と
あ
り
，
経
験

12
年

プ
ラ
ス
チ
ッ
ク
型

10
0％
，
兼
業
：
プ
ラ
ス
チ
ッ
ク
成
型
加
工
，
電
鋳
加
工
，
フ
レ
ネ
ル
レ

ン
ズ
金
型
及
成
型
加
工

プ
ラ
ス
チ
ッ
ク
用
金
型
の
設
計
及
製
造
こ
れ
に
附
帯
す
る
業
務
一
切
，
プ
ラ
ス
チ
ッ
ク
成
型

加
工
こ
れ
に
附
随
す
る
塗
装
・
ネ
ッ
ト
ス
タ
ン
プ
・
メ
ッ
キ
等

代
表
取
締
役
桑
原
恒
之
進
大
正

5年
6月

19
日
生
新
潟
県
出
身
高
小
卒
。
現
在
の
十
日

町
機
械
株
式
会
社
の
工
員
と
し
て
紡
機
関
係
の
鉄
工
所
に
入
社
以
降
，
各
種
鉄
工
所
を
経
て

終
戦
後
木
捻
子
製
造
工
場
に
入
り
，
工
場
長
と
し
て
数
年
を
経
て
か
ら
独
立
す
る
。

次
期
後
継
者
桑
原
恒
一
昭
和

20
年

4月
2日
生
群
馬
県
多
野
郡
新
町
中
学
卒
業
後
，
県
立

高
崎
高
等
学
校
昭
和

39
年

3月
卒
業
同
年

4月
中
央
大
学
経
営
工
学
部
に
入
学
し
昭
和

43
年

卒
業
。
卒
業
後

2社
程
営
業
及
製
造
部
門
を
修
業
し
て
昭
和

48
年

7月
よ
り
当
社
に
入
社
す

る
。
営
業
担
当

昭
和

28
年

4月
29
日
多
野
郡
新
町

2,
77

4番
地
に
於
い
て
資
本
金

60
万
円
で
個
人
で
桑
原

製
作
所
を
創
立
し
木
捻
子
製
造
販
売
・
農
機
具
部
品
加
工
・
自
動
車
部
品
加
工
を
す
る
。
昭

和
30
年

5月
あ
み
機
の
部
品
が
加
え
ら
れ
る
。
昭
和

33
年

2月
電
機
部
品
の
成
型
用
金
型
製

造
が
加
え
ら
れ
る
。

昭
和

35
年

10
月

19
日
に
現
地
に
於
い
て
新
工
場
を
建
設
し
，
法
人
組
織
に
改
組
し
資
本
金

10
0万
円
と
な
り
次
い
て
昭
和

46
年

7月
24
日
に
資
本
金

30
0万
円
と
増
額
す
る
。
昭
和

38
年

3月
木
捻
子
部
門
を
停
止
し
，
自
動
車
部
品
各
種
金
型
製
造
・
事
務
器
の
組
立
と
す
る
。

昭
和

40
年

5月
更
に
部
品
加
工
部
門
を
全
面
的
に
停
止
し
て
，
機
械
設
備
全
部
を
金
型
製
造

に
し
て
プ
ラ
ス
チ
ッ
ク
成
型
加
工
の

2本
建
と
し
て
現
在
に
至
る
。
昭
和

44
年

3月
設
備
も

全
部
直
結
と
し
従
来
の
ベ
ル
ト
掛
設
備
を
廃
止
す
る
。
上
記
の
略
記
か
ら
も
伺
え
る
こ
と
と

存
じ
ら
れ
る
が
，
当
社
の
規
模
か
ら
産
業
の
変
遷
に
伴
い
地
域
の
開
発
に
共
な
っ
て
生
産
内

容
も
順
応
し
て
経
営
し
て
来
た
。
今
後
も
こ
の

2本
建
で
経
営
す
る
方
針
で
す
。

富
士
機
工
本
庄
工
場
，
自
動
車
電
機
工
業
富
岡
工

場
，
ト
ク
ミ
電
子
工
業
，
熊
谷
共
栄
電
資
（
東
京

三
洋
・
自
販
・
ジ
エ
コ
ー
岩
崎
電
機
等
），
三
菱

電
機
群
馬
工
場
，
オ
ガ
ワ
製
作
所
そ
の
他
（
昭
和

49
年

2月
28
日
）

/

・
朝
日
精
機
工
業
，
原
田
種
千
代
，
板
橋
区

・
阿
部
製
作
所
，
阿
部
義
男
，
板
橋
区

35

十
條
金
型

製
作
所

田
邊
権
三

東
京
都
北
区

19
59

/
19

65
27
，

27
/

27

プ
レ
ス
型

10
％
（
抜
型
曲
型
，
絞
型
，
順
送
型
），
ダ
イ
カ
ス
ト
型

20
％
，
プ
ラ
ス
チ
ッ
ク

型
70
％

工
業
主
経
歴
書

昭
和

16
年

5月
芝
白
金
志
田
町

32
番
地
に
て
共
同
精
密
機
器
製
作
所
を
創
業
し
主
と
し
て

航
空
機
部
品
及
内
燃
機
関
の
部
品
を
製
作
す
。
一
，
昭
和

21
年

1月
葛
飾
区
高
砂
町

61
0

番
地
に
て
田
邊
精
機
製
作
所
と
改
称
し
自
動
車
用
整
備
工
具
の
製
作
及
販
売
を
開
始
す
。
一
，

昭
和

32
年
工
場
業
績
不
振
と
な
つ
た
る
た
め
解
散
売
却
す
。
一
，
昭
和

34
年

4月
現
在
地

に
て
十
條
金
型
製
作
所
を
創
業
，
プ
ラ
ス
チ
ツ
ク
用
金
型
及
ダ
イ
カ
ス
ト
用
金
型
の
製
作
販

売
を
始
め
，
今
日
に
至
る
。
以
上

-/ -
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36

東
洋
金
型

製
作
所

小
林
吉
太
郎

東
京
都

中
野
区

19
59

/
19

62
15
，

15
/

15

プ
ラ
ス
チ
ッ
ク
型

10
0％
，
今
後
製
作
予
定
：
ダ
イ
カ
ス
ト
型

（
1）
合
成
樹
脂
用
金
型
の
製
造
販
売（

2）
合
成
樹
脂
製
品
の
製
造
販
売（

3）
右
に
附
帯
す
る
一

切
の
業
務

代
表
取
締
役
，
小
林
吉
太
郎
が
昭
和

33
年

2月
，
丸
一
工
業
株
式
会
社
（
豊
島
区
池
袋
）
の

野
方
工
場
を
現
在
地
に
開
設
，
主
と
し
て
機
械
工
具
・
治
具
・
測
定
用
ゲ
ー
ジ
等
の
加
工
製

作
を
業
と
し
て
い
た
が
，
近
年
の
プ
ラ
ス
チ
ッ
ク
業
界
の
伸
展
に
伴
う
成
型
用
金
型
の
需
用

度
頓
に
増
加
の
状
況
に
着
目
，
取
引
先
よ
り
の
要
望
も
あ
り
昭
和

34
年

3月
に
至
り
工
場
設

備
を
全
面
的
に
金
型
生
産
用
に
切
換
え
る
と
共
に
所
要
ス
タ
ッ
フ
の
充
実
を
完
了
，
丸
一
工

業
株
式
会
社
よ
り
分
離
独
立
，
有
限
会
社
東
洋
金
型
製
作
所
と
し
て
発
足
，
プ
ラ
ス
チ
ッ
ク

成
形
用
金
型
の
製
作
を
開
始
現
在
に
至
る
。

化
研
プ
ラ
ス
チ
ッ
ク
工
業
，
八
幡
鋼
管
，
曾
雌
合

成
樹
脂
工
業
所
，
森
電
機
，
日
本
ア
ン
テ
ナ
，
大

和
精
工
，
不
二
プ
ラ
ス
チ
ッ
ク
，
広
野
商
店
，
丸

一
工
業
，
東
大
電
子
工
業
，
其
の
他
十
数
社

/

・
東
芝
機
械
，
永
嶺
源
吾
，
東
京
都
中
央
区

・
池
上
金
型
工
業
，
池
上
盛
寿
，
埼
玉
県
南
埼
玉
郡

37

佐
藤
鉄
工
所

佐
藤
志
末
吉

愛
知
県

名
古
屋
市

瑞
穂
区

19
50

/
19

70
20
，

16
/

職
員

3（
内
女

2）
工
員

16
合
計

マ
マ 20

ダ
イ
カ
ス
ト
型

10
0％

ダ
イ
カ
ス
ト
金
型
製
造
並
に
設
計

無
限
責
任
社
員
佐
藤
志
末
吉
昭
和

5年
4月
日
本
車
輌
製
造
株
式
会
社
入
社
。

10
年

1月
呉
海
兵
団
入
団
。

20
年

10
月
大
竹
海
兵
団
復
員
後
株
式
会
社
岩
田
鉄
工
所
入
社
（
義
兄
）。

22
年

4月
株
式
会
社
岩
田
鉄
工
所
退
社
。

22
年

5月
協
同
鉄
工
所
を
協
同
経
営
（
実
兄
）。

25
年

6月
佐
藤
鉄
工
所
開
業
。

36
年

1月
無
限
責
任
社
員
と
な
り
合
資
会
社
，
佐
藤
鉄
工
所
設

立
昭
和

25
年

6月
名
古
屋
市
瑞
穂
区
妙
音
通
に
て
開
業
。
切
削
加
工
を
主
と
し
て
開
始
。

32
年

10
月
プ
ラ
ス
チ
ッ
ク
成
型
用
金
型
製
作
開
始
。

34
年

6月
ダ
イ
カ
ス
ト
金
型
製
作
開
始
。

36
年

1月
合
資
会
社
佐
藤
鉄
工
所
設
立
。

39
年

1月
第

2工
場
建
築
予
定
地

30
坪
買
収
。

42
年

10
月
旧
機
材
工
場
取
壊
新
工
場
建
設
。

43
年

1月
新
工
場
完
成
操
業
。

古
河
ア
ル
ミ
ニ
ウ
ム
工
業
，
神
戸
製
鋼
所
名
古
屋

工
場
，
三
新
工
業
，
三
重
ダ
イ
キ
ャ
ス
ト
工
業
，

寿
金
属
工
業

/

・
吉
田
金
型
工
作
所
，
吉
田
政
一
，
名
古
屋
市
瑞

穂
区

・
辻
村
鉄
工
所
，
辻
村
正
之
，
名
古
屋
市
守
山
区
大

38

中
越
工
業

前
田
次
三
郎

富
山
県

小
矢
部
市

19
48

/
19

65
19
，

18
/

-

プ
ラ
ス
チ
ッ
ク
型

10
0％
，
今
後
製
作
予
定
：
プ
レ
ス
型

昭
和

23
年

12
月
富
山
県
西
砺
波
郡
石
動
町
上
野
本

86
1番
地
に
資
本
金

60
0,

00
0に
て
創

業
。
自
昭
和

23
年

12
月
至
昭
和

24
年

12
月｛
自
動
車
及
一
般
車
輌
の
修
理
並
販
売
電
動
機
，

変
圧
器
，
電
気
器
具
類
製
造
販
売
。
昭
和

24
年

6月
増
資
資
本
金

1,
00

0,
00

0円
。
自
昭
和

24
年

12
月
至
昭
和

32
年

11
月
｛
紡
績
機
械
製
造
販
売
。
昭
和

34
年

11
月
増
資
資
本

金
2,

00
0,

00
0円
。
自
昭
和

32
年

11
月
至
現
在
｛
プ
ラ
ス
チ
ッ
ク
用
金
型
製
造
。
昭
和

36
年

10
月
増
資
資
本
金

3,
00

0,
00

0円
。
昭
和

42
年

11
月
増
資
資
本
金

6,
00

0,
00

0円
。

昭
和

42
年

12
月
富
山
県
小
矢
部
市
芹
川

40
番
地
の

1に
鉄
筋
ブ
ロ
ッ
ク
造
り
一
部

2階
建

て
の
事
務
所
，
工
場
，
食
堂
，
休
憩
室
を
新
築
工
事
完
成
し
移
転

-/ ・
八
谷
工
業
，
八
谷
●
一
，
富
山
県
小
矢
部
市

・
石
黒
産
業
，
前
田
次
三
郎
，
富
山
県
小
矢
部
市

39

小
野
鉄
工

小
野
恵
造

奈
良
市

19
11

/
19

73
48
，

48
/

職
員

7，
社
員

41
，計

48
（
昭

和
48
年

1月
）

プ
ラ
ス
チ
ッ
ク
型

10
0％

代
表
取
締
役
小
野
恵
造
（
社
長
）
明
治

39
年
生
，
専
務
取
締
役
小
野
尊
司
（
工
場
長
）
昭

和
13
年
生
，
常
務
取
締
役
小
野
恵
司
（
工
場
次
長
）
昭
和

16
年
生
，
監
査
役
中
窪
久
棟

大
正

3年
生

明
治

44
年

5月
小
野
鉄
工
所
と
し
て
創
立
，
大
正

2年
4月

松
下
金
属
下
請
工
場
（
部
品
製

作
），
陸
軍
御
用
達
（
汽
罐
製
造
据
付
），
大
正

13
年

4月
陸
軍
監
督
工
場
（
弾
丸
製
作
），

昭
和

20
年

8月
機
械
部
大
阪
工
作
所
下
請
工
場
（
部
品
製
作
），
ヤ
ン
マ
ー
ヂ
ー
ゼ
ル
下
請

工
場
（
部
品
製
作
），
昭
和

21
年

3月
管
工
部
進
駐
軍
設
営
工
事
，
維
持
管
理
工
事
，
昭
和

29
年

3月
機
械
部
積
水
化
学
工
業
（
治
具
製
作
），
大
阪
工
作
所
（
部
品
製
作
），
鉄
骨
部

建
設
工
事
，
管
工
部
市
公
認
水
道
業
，
昭
和

37
年

2月
金
型
部
設
立
積
水
化
学
金
型
改
造

修
正
加
工
，
昭
和

38
年

8月
小
野
鉄
工
株
式
会
社
創
立
，

4部
門
金
型
部
積
水
化
学
工
業

金
型
新
作
改
造
，
機
械
部
積
水
化
学
工
業
治
具
部
品
新
作
，
鉄
骨
部
積
水
化
学
工
業
建

-/ ・
積
水
工
機
製
作
所
，
田
尻
晴
資
，
枚
方
市

・
光
伸
精
密
金
型
製
作
所
，
福
山
英
三
，
大
阪
市

城
東
区
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設
工
事
，
管
工
部
配
管
，
冷
暖
房
，
現
在
昭
和

45
年

8月
①
金
型
部
（
本
社
売
上

70
％
）
Ⓐ

金
型
新
作
射
出
成
型
用

20
オ
ン
ス
～

20
0オ
ン
ス
，
主
た
る
取
引
先

-積
水
化
学
工
業
奈

良
東
京
九
州
四
国
，
積
水
工
機
製
作
所
片
木
化
成
そ
の
他
，
Ⓑ
金
型
製
作
パ
イ
プ
及

び
発
泡
用
，
主
た
る
取
引
先

-積
水
化
成
品
工
業
奈
良
天
理
関
東
，
②
機
械
部
（
本
社
売

上
20
％
），
治
具
及
び
部
品
製
作
他
，
主
た
る
取
引
先

-積
水
化
学
工
業
積
水
化
成
品
化

研
工
業
他
，
③
開
発
部
，
新
規
機
械
の
製
作
（
特
許
品
）
他
，
㊙
製
品
作
成
及
び
製
罐
作
業
，

④
管
工
部
，
配
管
冷
暖
房
工
事
，
但
し
④
は
大
半
外
注
に
て
処
理
し
て
い
る
。
主
た
る
金
型

品
-コ
ン
テ
ナ
関
係
，
三
菱
関
係
の
パ
ネ
ル
・
グ
リ
ル
，
バ
ケ
ツ
ポ
リ
ペ
ー
ル
屑
入
れ
他

40

グ
ン
ゼ

株
式
会
社

機
械
製
作
所

田
邉
喜
八
郎

（
所
長
）

綾
部
市

18
96
（
グ

ン
ゼ
株
式

会
社
）

19
49
（
グ

ン
ゼ
株
式

会
社
機
械

製
作
所
）

/-

52
，

18
/

男
47
，女

4
計

51（
昭
和

42
年

2月
）

プ
ラ
ス
チ
ッ
ク
型

10
0％
，
兼
業
：
繊
維
機
械
製
造

各
種
繊
維
機
械
，
金
型
，
そ
の
他
諸
機
械

当
所
は
昭
和

24
年
以
来
グ
ン
ゼ
式
自
動
繰
糸
機
及
製
糸
用
諸
機
械
を
製
造
販
売
し
て
い
た

が
，
昭
和

38
年
よ
り
新
規
事
業
と
し
て
金
型
製
作
に
着
手
し
，
現
在
直
圧
，
射
出
成
形
金
型

の
製
作
を
行
っ
て
い
る
。

グ
ン
ゼ
式
各
種
製
糸
機
械
及
繊
維
機
械
：
全
国
製

糸
会
社
及
社
内
分
工
場
，
潤
滑
油
ポ
ン
プ
：
久
保

田
鉄
工
，
金
型
：
早
川
電
気
，
松
下
電
器
産
業
，
神

戸
電
機
株
，
大
可
工
業
，
大
阪
合
同
，
長
瀬
産
業
，

利
昌
工
業
，
福
田
工
業
，
四
方
工
業
，
ダ
イ
ヤ
プ

ラ
ス
チ
ッ
ク
（
昭
和

42
年

2月
）

/

・
東
精
密
金
型
製
作
所
，
東
峰
基
之
，
豊
中
市

・
昭
和
精
機
工
業
，
浪
江
，
尼
崎
市

41

橘
製
作
所

橘
義
二

大
阪
市

生
野
区

19
52

/
19

69
8，

8/

-

プ
ラ
ス
チ
ッ
ク
型

10
0％

昭
和

27
年

7月
大
阪
市
生
野
区
猪
飼
野
中

7丁
目

58
ニ
於
テ
紡
績
機
械
部
品
ノ
製
作
ヲ
始

ム
。
昭
和

37
年

4月
プ
ラ
ス
チ
ッ
ク
成
型
用
ノ
金
型
専
業
ト
シ
現
在
ニ
及
ブ

-/ ・
太
陽
金
型
製
作
所
，
長
縄
長
二
郎
，
大
阪
市
生

野
区

・
西
山
金
属
，
西
山
増
蔵
，
大
阪
市
東
淀
川
区

II
C

42

三
信

プ
ラ
ス
チ
ッ
ク

鹿
内
章
次

東
京
都

品
川
区

19
40

/
19

61
，

19
73

・
31
（

19
61
）

・
22
（

19
73
），・

14
（

19
61
）

・
7（

19
73
）

/

30

・
プ
ラ
ス
チ
ッ
ク
型

70
％
，
兼
業
：
プ
ラ
ス
チ
ッ
ク
成
形
業
（

19
61
）

・
プ
ラ
ス
チ
ッ
ク
型

10
0％
（

19
73
），
プ
ラ
ス
チ
ッ
ク
金
型
・
製
作
・
修
理
，
プ
ラ
ス
チ
ッ

ク
の
圧
縮
成
形
加
工
及
射
出
成
形

代
表
取
締
役
鹿
内
章
次
取
締
役
鹿
内
博
取
締
役
長
橋
徳
蔵
取
締
役
佐
々
木
善
則
監

査
役
蓬
来
達
雄

沿
革

昭
和

15
年

5月
1日
鹿
内
樹
脂
工
業
所
創
立
，
圧
縮
成
形
業
を
始
め
る
，
昭
和

16
年

2月
10

日
有
限
会
社
三
信
樹
脂
工
業
所
に
商
号
変
更
と
同
時
に
改
組
，
昭
和

31
年

7月
10
日
プ
ラ

ス
チ
ッ
ク
金
型
の
製
作
を
開
始
す
る
，
昭
和

35
年

4月
5日
三
信
プ
ラ
ス
チ
ッ
ク
株
式
会
社

に
商
号
変
更
と
同
時
に
改
組
資
本
金

50
万
円
で
発
足
す
る
，
昭
和

37
年

10
月

1日
資
本
金

20
0万
円
に
増
資
す
る
，
昭
和

47
年

5月
1日
鹿
内
章
次
が
代
表
取
締
役
に
就
任

事
業
概
要

昭
和

11
年
頃
，
前
代
表
取
締
役
鹿
内
徳
次
郎
は
新
し
い
材
料
の
合
成
樹
脂
に
着
眼
し
，
研

究
す
る
事
数
年
昭
和

15
年

5月
に
鹿
内
樹
脂
工
業
所
を
設
立
，
合
成
樹
脂
の
成
形
加
工
を

本
格
的
に
始
め
る
。
当
時
は
主
と
し
て
電
機
配
線
器
具
を
製
造
し
た
。
翌
年
に
は
協
力
者
を

得
て
鹿
内
樹
脂
を
解
散
し
て
有
限
会
社
三
信
樹
脂
工
業
所
を
設
立
，
自
ら
そ
の
代
表
者
と
し

て
事
業
に
専
念
し
た
。
事
業
は
順
風
満
帆
の
発
展
を
と
げ
戦
時
中
も
企
業
整
備
の
時
も
軍
需

工
場
の
指
定
を
受
け
て
残
り
戦
災
に
会
い
終
戦
を
迎
え
た
。
戦
後
は
焼
跡
の
中
よ
り
立
上
り

年
を
追
う
毎
に
設
備
も
人
員
も
整
い
見
事
に
復
旧
し
た
。
そ
し
て
各
種
石
油
化
学
の
進
歩
と

東
京
光
学
機
械
，
ア
ス
タ
ー
精
機
，
日
本
金
銭
機
，

日
本
マ
ク
セ
ル
，
大
島
電
機
，
鳥
羽
電
器
，
内
外

電
気
工
業
，
京
和
工
業
，
東
神
工
業
，
キ
ム
ラ
電

機
，
日
本
コ
ロ
ム
ビ
ヤ
，
コ
ロ
ム
ビ
ヤ
機
器
，
リ

ラ
イ
ン
ス
，
測
機
舎
，
岡
谷
電
機
産
業
，
東
京
時

計
製
造
，
ワ
タ
ベ
化
工
，
北
斗
化
工
，
日
吉
製
作

所
，
ア
シ
ダ
音
響
，
東
京
電
気
化
学
工
業
，
日
立

電
子
，
レ
イ
電
機

/

・
古
澤
プ
ラ
ス
チ
ッ
ク
金
型
製
作
所
（

19
61
），
古

澤
四
郎
，
東
京
都
品
川
区

・
平
野
製
作
所
（

19
61
），
平
野
清
次
郎
，
東
京
都

品
川
区
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と
も
に
電
気
，
通
信
，
機
械
，
光
学
，
船
舶
関
係
か
ら
日
用
品
迄
の
プ
ラ
ス
チ
ッ
ク
化
に
貢

献
し
た
。
昭
和

31
年
に
は
前
代
表
取
締
役
の
念
願
で
あ
っ
た
プ
ラ
ス
チ
ッ
ク
金
型
の
工
場
を

新
設
し
て
プ
ラ
ス
チ
ッ
ク
金
型
の
製
作
を
開
始
し
た
。
プ
ラ
ス
チ
ッ
ク
金
型
の
製
作
の
一
般

は
子
息
で
あ
る
現
代
表
取
締
役
鹿
内
章
次
に
一
切
を
ま
か
せ
，
経
済
成
長
と
と
も
に
延
び
る

需
要
に
む
く
い
る
為
に
尽
力
し
た
。
昭
和

35
年

4月
に
は
三
信
樹
脂
工
業
所
を
解
散
し
三
信

プ
ラ
ス
チ
ッ
ク
株
式
会
社
を
設
立
し
た
。
そ
し
て
鹿
内
徳
次
郎
氏
が
代
表
取
締
役
に
就
任
，

プ
ラ
ス
チ
ッ
ク
金
型
製
作
・
成
型
加
工
の
両
部
門
の
発
展
に
努
力
し
た
。
そ
の
後
設
備
の
増

設
，
人
員
整
備
等
が
す
す
み
「
設
計
図
よ
り
製
品
迄
」
の
一
括
作
業
を
正
確
，
迅
速
，
安
価

を
モ
ッ
ト
ー
に
生
産
を
続
け
て
い
る
。
最
近
は
特
に
弱
電
関
係
，
光
学
機
械
関
係
，
自
動
車

関
係
，
エ
レ
ク
ト
ロ
ニ
ク
ス
関
係
，
磁
気
テ
ー
プ
用
リ
ー
ル
等
精
度
の
向
上
に
努
力
し
金
型

部
，
成
形
部
と
も
に
生
産
が
集
中
し
て
来
て
い
る
。
昭
和

46
年
に
は
ジ
ャ
パ
ッ
ク
ス
製
大
型

高
速
放
電
型
彫
盤
を
設
置
し
て
金
型
製
作
に
放
電
加
工
を
取
り
入
れ
た
。
※
昭
和

47
年

5月
鹿
内
章
次
が
代
表
取
締
役
に
就
任
後
，
業
界
で
も
余
り
活
用
さ
れ
て
い
な
い
牧
野
フ
ラ
イ
ス

製
の
数
値
制
御
自
動
倣
い
フ
ラ
イ
ス
盤
を
導
入
し
て
省
力
化
を
図
り
な
が
ら
高
精
度
の
金
型

を
高
能
率
に
の
目
標
に
向
っ
て
い
る
。

43

山
下
工
業

山
下
一
夫

東
京
都

品
川
区

19
39

/
19

73
76
，

8/

本
社
工
場
管
理
職
，
経
理
及

び
営
業

10
工
員

11
計

21
館
林
工
場
管
理
職

6
工
員

49
計

55

プ
ラ
ス
チ
ッ
ク
型

10
0％
，
兼
業
：
射
出
成
型
業

（
1）
有
線
，
無
線
電
気
通
信
器
具
の
部
品
製
造
販
売
，（

2）
合
成
樹
脂
成
型
用
金
型
の
製
造
，

販
売
，（

3）
配
線
器
具
の
製
造
，
販
売
，（

4）
合
成
樹
脂
成
型
加
工
一
切
，（

5）
上
記
各
号
に
附

帯
す
る
一
切
の
業
務

昭
和

14
年

4月
現
本
社
工
場
所
在
地
に
於
て
山
下
大
介
（
現
会
長
）
が
ベ
ー
ク
ラ
イ
ト
成
型

加
工
業
を
個
人
経
営
で
営
業
を
開
始
。
昭
和

16
年

9月
旧
中
島
飛
行
機
製
作
所
（
現
富
士
重

工
）
の
依
頼
に
よ
り
全
社
下
請
工
場
と
し
て
協
力
。
昭
和

20
年

5月
20
年
戦
災
の
為
消
失
，

同
年

5月
再
建
，
漸
時
拡
張
し
製
品
の
充
実
を
図
る
為
成
型
用
金
型
製
作
を
開
始
。
昭
和

30
年

1月
合
成
樹
脂
原
料
，
加
工
技
術
の
発
達
と
共
に
得
意
先
の
需
要
増
加
に
伴
ひ
射
出
及
び

油
圧
成
型
機
を
増
設
，
良
品
の
改
善
と
製
作
に
努
力
し
て
居
る
。
昭
和

34
年

3月
本
社
工
場

手
狭
の
為
舘
林
に
敷
地
を
購
入
新
に
工
場
を
開
設
。
昭
和

37
年

7月
事
業
内
容
も
充
実
す
る

と
共
に
人
員
，
設
備
も
増
加
し
た
の
で
今
後
の
発
展
を
期
し
法
人
に
改
組
。
昭
和

43
年

10
月
生
産
の
合
理
化
を
図
る
た
め
資
本
金
￥

8,
50

0,
00

0を
以
っ
て
茨
城
県
谷
田
部
町
に
系
列

会
社
，
小
倉
化
成
工
業
株
式
会
社
を
設
立
，
油
圧
成
形
部
門
を
独
立
さ
せ
た
。
昭
和

43
年

10
月
従
来
の
資
本
金
￥

5,
00

0,
00

0を
￥

18
,0

00
,0

00
に
増
資

朝
日
通
商
，
岩
崎
通
信
機
，
尾
崎
製
作
所
，
ゼ
ネ

ラ
ル
電
子
工
業
，
ユ
ニ
オ
ン
他

/

-

44

豊
田
精
工

渡
辺
信
安

富
山
県

富
山
市

19
67

/
19

68
10
，

10
/

10

プ
ラ
ス
チ
ッ
ク
型

10
0％
，
鋳
造
型
（
重
力
鋳
造

10
0％
），
今
後
製
作
予
定
：
ダ
イ
カ
ス
ト
型

当
社
は
，
昭
和

38
年

4月
シ
ル
バ
ー
樹
脂
工
業

K
K
金
型
課
と
し
て
発
足
し
プ
ラ
ス
チ
ッ
ク

用
金
型
の
自
社
生
産
を
行
っ
て
参
り
ま
し
た
が
今
回
，
昭
和

42
年

12
月

1日
付
で
豊
田
精
工

K
K
の
社
名
で
独
立
し
，
発
足
致
し
ま
し
た
。

-/ ・
中
川
精
型
，
中
川
健
治
，
富
山
市

・
魚
岸
精
機
工
業
，
魚
岸
力
男
，
高
岡
市
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45

今
福
精
密

金
型

吉
川
正
光

大
阪
市

城
東
区

19
67

/
19

70
20
，

18
/

-

プ
ラ
ス
チ
ッ
ク
型

10
0％

1．
プ
ラ
ス
チ
ッ
ク
金
型
製
造
販
売
，

2．
上
記
に
付
帯
す
る
一
切
の
事
業

取
締
役
社
長
吉
川
正
光
，
取
締
役
兼
頭
清
一
郎
，
同
小
山
英
，
〃
松
本
憲
一
，
〃
榊
原

超
，
監
査
役
矢
倉
輝
雄

昭
和

42
年

10
月
現
社
長
吉
川
正
光
の
経
営
す
る
射
出
成
型
業
の
発
展
に
は
プ
ラ
ス
チ
ッ
ク

金
型
部
門
の
創
設
が
不
可
避
で
あ
る
と
い
う
考
え
か
ら
旧
ヒ
ル
ス
ト
ン
金
型
の
解
散
に
よ
る

金
型
技
術
者
（
現
従
業
員
）
と
の
連
け
い
に
よ
り
現
会
社
を
設
立
し
た
も
の
で
あ
る
。
従
来

プ
ラ
ス
チ
ッ
ク
雑
貨
金
型
を
主
に
製
作
し
て
い
た
も
の
を
漸
次
弱
電
機
器
金
型
の
製
作
に
移

行
す
べ
く
日
夜
専
心
し
て
お
り
ま
す
。

吉
川
プ
ラ
ス
チ
ッ
ク
，
紀
伊
産
業
，
帝
人
商
事
（
昭

和
45
年

5月
）

/

・
松
良
精
密
金
型
製
作
所
，
松
良
庄
三
郎
，
大
阪

市
城
東
区

・
前
川
精
密
金
型
製
作
所
，
前
川
勝
一
，
池
田
市

46

積
水
精
機

製
作
所

（
積
水
工
機

製
作
所
）

上
野
次
郎
男

大
阪
市
北
区

19
61

/
19

61
-/ ・
総
員

15
5
内
訳
設
計

10
工
程

10
生
産
機
械

65
仕

上
50
モ
デ
ル
そ
の
他

5
事
務

15
（
昭
和

38
年

5月
）

1．
プ
ラ
ス
チ
ッ
ク
成
型
用
，
其
の
他
各
種
金
型
の
製
作
，
改
造
修
理
，

2．
精
密
機
械
及
び

部
品
の
製
作
，
加
工
，

3．
そ
の
他
こ
れ
に
付
随
す
る
事
業

代
表
取
締
役
社
長
上
野
次
郎
男
，
常
務
取
締
役
叶
屋
新
一
，
取
締
役
小
平
芳
男
，
取
締
役

乗
添
利
光
，
取
締
役
半
田
清
，
取
締
役
宇
佐
美
光
章
，
監
査
役
近
藤
清
，
監
査
役
杉
田
求

1．
昭
和

36
年

2月
プ
ラ
ス
チ
ッ
ク
成
型
用
金
型
製
造
の
事
業
化
を
計
画
し
，
積
水
化
学
工

業
株
式
会
社
役
員
が
発
起
人
と
な
り
，
株
式
会
社
積
水
精
機
製
作
所
を
創
立
し
て
発
足
。

2．
昭
和

36
年

3月
大
阪
府
枚
方
市
大
字
津
田
に
金
型
工
場
（
関
西
工
場
）
を
建
設
に
着
手
。

3．
昭
和

37
年

1月
関
西
工
場
操
業
開
始

-/ ・
芝
浦
機
械
製
作
所
，
永
嶺
源
吾
，
東
京
都
中
央
区

・
東
精
密
金
型
製
作
所
，
東
峯
基
之
，
豊
中
市

47

日
進
金
型

製
作
所

林
忠
義

大
阪
市

東
淀
川
区

19
61

/
19

63
9，

9/

中
塚
輝
正
外

8（
昭
和

38
年

10
月

1日
）

プ
ラ
ス
チ
ッ
ク
型

10
0％

林
忠
義
氏
は
プ
ラ
ス
チ
ツ
ク
成
形
を
業
と
す
る
三
光
化
学
の
社
長

従
業
員
昭
和
精
機
停
年
退
職
者
中
塚
輝
正
を
現
場
責
任
者
と
し
，
他

3名
を
採
用
，
取
敢
え

ず
昭
和
精
機
の
金
型
の
下
請
加
工
を
始
む
。

昭
和
精
機
工
業
，
三
光
化
学
，
其
他

8（
昭
和

38
年

10
月

1日
）

/

-

IIC
’

48

い
ず
み
製
作
所

長
谷
川
利
雄

東
京
都

目
黒
区

19
57

/
19

69
19
，

19
/

事
務
員

3
金
型
技
術
者

17
（
昭
和

42
年

4月
1日
）

プ
ラ
ス
チ
ッ
ク
型

10
0％

プ
ラ
ス
チ
ッ
ク
成
型
用
金
型

昭
和

30
年

5月
目
黒
区
洗
足
町
に
於
て
長
谷
川
製
作
所
の
一
部
と
し
て
金
型
部
を
設
立
，
昭

和
32
年

4月
有
限
会
社
い
ず
み
製
作
所
を
設
立
現
在
地
に
工
場
を
新
設
し
現
在
に
至
る
。
昭

和
44
年

6月
隣
接
地

40
坪
購
入
新
工
場

24
坪
新
設

信
越
ポ
リ
マ
ー
，
中
根
電
機
，
タ
カ
ラ
，
沖
電
気

工
業
，
高
和
化
成
，
佐
藤
部
品
電
気
（
昭
和

42
年

4月
1日
）

/

・
河
村
工
業
，
河
村
武
夫
，
東
京
都
目
黒
区

・
明
輝
製
作
所
，
黒
柳
勝
太
郎
，
神
奈
川
県
横
浜
市

49

三
幸
金
型

瀧
口
善
助

東
京
都

荒
川
区

19
73

/
19

73
5，

マ
マ 6
/

6

プ
ラ
ス
チ
ッ
ク
型

10
0％
，
今
後
製
作
予
定
：
プ
レ
ス
型

プ
ラ
ス
チ
ッ
ク
成
形
用
金
型
の
製
造

代
表
取
締
役
瀧
口
喜
助
取
締
役
瀧
口
勉
取
締
役
福
島
利
一
取
締
役
中
島
秀
実
（
外

に
非
常
勤
取
締
役

2名
）

当
社
は
株
式
会
社
瀧
口
製
作
所
（
関
東
プ
ラ
ス
チ
ッ
ク
金
型
組
合
賛
助
会
員
）
の
金
型
部
と

し
て
昭
和

22
年
よ
り
金
型
の
製
作
に
当
っ
て
居
り
ま
し
た
が

48
年

2月
に
独
立
し
た
も
の

で
す
。

-/ -
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分 類 不 能

50

タ
キ
ゲ
ン
製

造 瀧
源
秀
昭

東
京
都

品
川
区

19
10

/
19

71
10

4，
28

/

13
0

プ
レ
ス
型

40
％
（
抜
型

20
％
，
曲
型

5％
，
絞
型

10
％
，
順
送
型

75
％
），
ダ
イ
カ
ス
ト
型

20
％
，
プ
ラ
ス
チ
ッ
ク
型

40
％
，
今
後
の
製
作
予
定
粉
末
治
金
型

製
品
部
門
品
種

A
製
品
ハ
ン
ド
ル
・
取
手
・
引
手
（
設
計
・
製
作
），
品
種

B
製
品
特
殊
蝶

番
・
蝶
番
・
ス
テ
ー
（
設
計
・
製
作
），
品
種

C
製
品
錠
前
装
置
（
設
計
・
製
作
），
品
種

K
製
品
キ
ャ
ス
タ
ー
・
運
搬
車
輪
（
設
計
・
製
作
），
金
型
部
門
超
精
密
金
型
設
計
製
作
（
プ

レ
ス
／
モ
ー
ル
ド
／
ダ
イ
カ
ス
ト
），
研
磨
部
門
金
属
表
面
研
磨
加
工

代
表
取
締
役
滝
源
秀
昭
取
締
役
西
江
峰
一
郎
取
締
役
立
花
金
治
取
締
役
古
川
義
光

監
査
役
岩
城
助
雄

明
治

43
年
東
京
府
荏
原
郡
大
崎
町

32
5番
地
に
鋼
鉄
の
卸
売
業
滝
源
商
店
創
設
。
大
正

12
年
震
災
後
建
築
金
物
の
製
作
工
場
を
設
置
。
昭
和

17
年
戦
時
企
業
合
同
。
昭
和

20
年
戦
禍
の

た
め
営
業
所
・
工
場
施
設
灰
燼
と
な
る
。
昭
和

21
年
現
在
地
に
工
場
営
業
所
新
設
。
建
築
・

土
木
金
物
製
作
販
売
開
始
。
昭
和

25
年
株
式
会
社
滝
源
商
店
法
人
に
改
組
代
表
取
締
役
滝

源
寿
恵
就
任
。
昭
和

34
年
高
崎
工
場
，
品
川
工
場
の
協
力
工
場
設
立
。
昭
和

36
年
資
本
金

30
0万
円
増
資
・
従
業
員
宿
舎
建
設
。
昭
和

37
年
資
本
金

80
0万
円
増
資
。
昭
和

38
年
社

名
タ
キ
ゲ
ン
製
造
株
式
会
社
改
め
資
本
金

1,
20

0万
円
に
増
資
大
阪
支
店
新
築
開
設
。
昭
和

42
年
川
崎
支
店
・
調
布
支
店
新
築
開
設
板
橋
営
業
所
予
定
地
購
入
。
昭
和

43
年
大
崎
女
子

社
員
寮
改
築
。
昭
和

44
年
代
表
取
締
役
滝
源
秀
昭
就
任
小
松
川
営
業
所
予
定
地
購
入
。
昭

和
45
年
超
精
密
金
型
東
京
工
場
用
地
及
黒
姫
社
員
保
養
所
用
地
購
入
大
阪
支
店
鉄
筋

3F
に

改
築
・
資
本
金

3,
00

0万
円
に
増
資
。
昭
和

46
年
超
精
密
金
型
東
京
工
場
開
設
静
岡
県
伊

東
一
碧
湖
に
，
社
員
保
養
所
を
開
設

T
ak

ig
en

C
or

po
ra

ti
on
米
国
に
設
立
。
昭
和

47
年
資
本
金

4,
50

0万
円
に
増
資
板
橋
支
店
及
社
宅
鉄
筋

4F
建
設
，
長
野
黒
姫
高
原
ス
キ
ー

ロ
ッ
ジ
開
設

安
立
電
気
，
ア
マ
ダ
，
石
川
島
播
磨
重
工
業
，
岩
崎

通
信
機
，
沖
電
気
工
業
，
小
田
原
鉄
工
所
，
川
崎

電
気
，
河
村
電
機
，，
キ
ャ
ノ
ン
，
京
三
製
作
所
，

小
糸
製
作
所
，
三
洋
電
機
，
島
田
理
化
工
業
，
消

防
庁
，
神
鋼
電
機
，
新
日
本
航
空
，
新
日
本
無
線
，

杉
生
電
機
，
社
精
工
舎
，
セ
ガ
・
エ
ン
タ
ー
プ
ラ

イ
ゼ
ズ
，
全
日
空
，
ソ
ニ
ー
，
大
同
信
号
，
高
島

工
作
所
，
高
見
沢
電
機
，
立
石
電
機
，

T
IC
，
電

気
音
響
，
電
信
電
話
公
社
，
東
京
急
行
電
鉄
，
東

京
三
洋
電
機
，
東
京
芝
浦
電
気
，
東
京
電
気
，
東

芝
機
械
，
戸
上
電
機
，
中
村
製
作
所
，
日
新
電
機
，

日
本
エ
ア
フ
ィ
ル
タ
，
日
本
エ
レ
ベ
ー
タ
ー
工
業
，

日
本
国
内
航
空
，
日
本
航
空
，
日
本
コ
ロ
ン
ビ
ア
，

日
本
酸
素
，
日
本
信
号
，
日
本
精
工
，
日
本
電
気

精
機
，
日
本
ド
ラ
イ
ケ
ミ
カ
ル
，
日
本
ビ
ク
タ
ー
，

日
本
無
線
，
配
電
盤
組
合
会
員
会
社
，
パ
シ
ッ
ク

工
業
，
東
日
本
ア
ル
ミ
ニ
ウ
ム
工
業
，
日
立
金
属
，

日
立
製
作
所
，
富
士
重
工
業
，
富
士
通
，
富
士
電

機
製
造
，
古
河
電
気
工
業
，
防
衛
庁
，
北
辰
電
機
，

本
田
技
研
工
業
，
松
下
通
信
工
業
，
松
下
電
器
産

業
，
三
菱
電
機
，
明
電
舎
，
ヤ
シ
カ
，
安
川
電
気
，

山
武
ハ
ネ
ウ
ェ
ル
，
横
河
電
機
製
作
所
，
リ
コ
ー
，

リ
コ
ー
時
計
（
そ
の
他

38
00
数
社
）

/

・
ア
イ
コ
ー
精
機

・
明
輝

SS

51

第
一
精
工

横
田

埼
玉
県

川
口
市

19
61

/
19

73
19

0，
55

/

本
社
工
場
男

56
女

49
計

10
5

第
二
工
場
男

49
女

7
計

56
大
阪
営
業
所
男

2
女

2
計

4
合
計
男

10
7
女

58
総
計

16
5

（
昭
和

47
年

2月
21
）

プ
ラ
ス
チ
ッ
ク
型

10
0％

取
締
役
社
長
横
田
誠
（
昭
和

6年
11
月

10
日
生
）
茨
城
県
出
身
。
茨
城
大
学
教
育
学
部
予

科
を
経
，
昭
和

30
年
東
京
理
科
大
学
物
理
学
科
卒
。
同
年
株
式
会
社
コ
パ
ル
光
機
製
作
所
入

社
。
研
究
部
員
を
経
て
昭
和

36
年

3月
退
社
，
同
年

4月
個
人
営
業
を
開
始
，
昭
和

37
年
株

式
会
社
設
立
と
と
も
に
代
表
取
締
役
に
就
任
現
在
に
至
る
。
常
務
取
締
役
営
業
部
長
藤
田

廣
（
昭
和

7年
10
月

9日
生
）
北
海
道
出
身
。
昭
和

30
年

3月
工
学
院
大
学
工
業
化
学
科

卒
。
株
式
会
社
三
信
研
究
所
員
，
東
京
化
学
工
業
株
式
会
社
を
経
て
，
昭
和

38
年

11
月
入

社
，
昭
和

41
年

2月
取
締
役
就
任
。
常
務
取
締
役
製
造
部
長
河
野
要
（
昭
和

9年
12
月

12
日
生
）
山
梨
県
出
身
，
昭
和

33
年
東
京
理
科
大
学
物
理
学
科
卒
業
。
同
年
ス
タ
ン
レ
ー
電

気
株
式
会
社
に
入
社
，
研
究
課
長
を
経
て
昭
和

40
年

12
月
入
社
，
昭
和

41
年

2月
取
締
役

就
任
。
取
締
役
特
別
技
術
員
鈴
木
昇
（
昭
和

10
年

4月
20
日
生
）
埼
玉
県
出
身
，
昭
和

29
年
川
口
工
業
高
校
卒
，
第
一
電
機
精
機
株
式
会
社
，
株
式
会
社
コ
パ
ル
光
機
製
作
所
を
経

て
当
社
創
立
に
参
画
，
昭
和

37
年

2月
設
立
と
同
時
に
取
締
役
に
就
任
現
在
に
至
る
。
取
締

役
業
務
部
長
三
品
喜
夫
（
昭
和

6年
6月

16
日
生
）
宮
城
県
出
身
，
昭
和

30
年

3月
東
京

理
科
大
学
物
理
学
科
卒
。
同
年
成
光
電
機
株
式
会
社
（
昭
和

36
年

2月
株
式
会
社
セ
コ
ニ
ッ

ク
と
社
名
変
更
）
入
社
，
技
術
課
長
を
経
て
昭
和

41
年

9月
入
社
，
昭
和

46
年

2月
取
締
役

就
任
。

愛
知
時
計
電
機
，
大
井
製
作
所
，
兼
松
江
商
，
九

州
松
下
電
器
，
コ
パ
ル
精
密
，
コ
パ
ル
，
那
須
コ

パ
ル
，
三
協
光
学
，
ソ
ニ
ー
，
ソ
ニ
ー
仙
台
，
田

中
計
器
工
業
，
東
京
電
子
精
密
，
東
京
芝
浦
電
気
，

東
京
精
機
，
日
本
精
機
，
日
製
産
業
，
日
本
電
装
，

日
立
製
作
所
，
日
立
製
作
所
横
浜
工
場
，
日
立
製

作
所
東
海
工
場
，
日
立
製
作
所
多
賀
工
場
，
日
立

マ
ク
セ
ル
，
富
士
電
機
製
造
，
富
士
電
機
製
造
東

京
工
場
，
松
下
電
器
産
業
，
松
下
通
信
工
業
，
松

下
寿
電
子
工
業
，
丸
紅
，
マ
ブ
チ
モ
ー
タ
ー
，
矢

崎
総
業
，
矢
崎
計
器
（
昭
和

47
年

2月
21
）

/

-
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創
業
昭
和

36
年

4月
個
人
営
業
を
開
始
。
現
代
表
取
締
役
横
田
誠
は
株
式
会
社
コ
パ
ル
光

機
製
作
所
設
計
部
を
退
社
後
，
個
人
経
営
で
精
密
機
械
加
工
と
プ
ラ
ス
チ
ッ
ク
金
型
の
製
造

を
開
始
，
同
時
に
精
密
金
型
に
よ
る
プ
ラ
ス
チ
ッ
ク
ネ
ジ
・
ナ
ッ
ト
・
ギ
ヤ
ー
の
研
究
に
着

手
。
設
立
昭
和

37
年

2月
第
一
精
工
株
式
会
社
創
立
。
同
年

2月
21
日
東
京
都
板
橋
区
熊

野
町
に
お
い
て
第
一
精
工
株
式
会
社
を
設
立
，
資
本
金

10
0万
円
プ
ラ
ス
チ
ッ
ク
の
金
型
製

作
よ
り
成
形
加
工
ま
で
の
理
想
的
な
一
貫
製
作
を
開
始
し
た
。
移
転
昭
和

38
年

1月
本
社

及
び
工
場
を
現
在
地
に
移
転
。
受
注
の
増
大
に
よ
り
工
場
が
狭
隘
と
な
っ
た
た
め
，
本
社
及

び
工
場
を
東
京
都
荒
川
区
に
移
転
し
た
。
特
記
昭
和

38
年

4月
日
刊
工
業
新
聞
に
掲
載
，

紹
介
さ
る
。
某
社
に
納
入
し
た
時
計
用
歯
車
を
日
刊
工
業
新
聞
が
注
目
す
る
と
こ
ろ
と
な
り

精
度
，
耐
久
力
と
も
優
秀
と
，

4月
7日
付
第

8面
の
ト
ッ
プ
に
記
事
に
登
場
広
く
産
業
界
に

紹
介
さ
れ
た
。
増
設
昭
和

38
年

12
月
成
形
設
備
を
増
強
。
世
界
最
高
精
鋭
機
の
一
つ
と

目
さ
れ
て
い
る
日
鋼
ア
ン
ケ
ル
ベ
ル
グ

V
10
－

30
型
自
動
射
出
成
形
機
を
増
設
，
成
形
能
力

は
飛
躍
的
に
向
上
し
た
。
特
記
昭
和

40
年

11
月
再
び
日
刊
工
業
新
聞
に
掲
載
さ
る
。
弊

社
が
開
発
し
た
オ
ー
ル
プ
ラ
ス
チ
ッ
ク
製
カ
ウ
ン
タ
ー
が

11
月

11
日
付
日
刊
工
業
新
聞
第

11
面
（
工
業
技
術
欄
）
に
大
き
く
報
道
さ
れ
関
係
業
界
に
反
響
を
呼
ぶ
。
増
設
昭
和

40
年

11
月
川
口
工
場
開
設
。
埼
玉
県
川
口
市
に
川
口
工
場
を

11
月

21
日
開
設
，
成
形
部
門
を
同

工
場
に
移
し
，
そ
の
強
化
を
図
る
。
増
設
昭
和

42
年

4月
川
口
工
場
を
拡
張
，
名
称
を
改

む
。
川
口
工
場
を
拡
張
，
工
作
部
門
を
吸
収
し
名
実
共
に
一
貫
工
場
と
し
，
名
称
を
埼
玉
工

場
と
改
称
す
。
増
設
総
和

42
年

5月
名
古
屋
営
業
所
開
設
。
中
京
地
区
に
於
け
る
取
引
拡

充
を
図
る
た
め
名
古
屋
市
に
営
業
所
を
開
設
。
特
記
昭
和

43
年

7月
通
商
産
業
省
よ
り

G
マ
ー
ク
選
定
を
受
け
る
。
当
社
製
品
「
ア
ド
・
チ
エ
ッ
ク
」
が
昭
和

43
年
通
商
産
業
省
グ
ッ

ド
デ
ザ
イ
ン
商
品
選
定
制
度
（

G
マ
ー
ク
制
度
）
に
よ
る
選
定
を
受
け
る
。
増
設
昭
和

44
年

3月
第
二
工
場
開
設
。
受
注
増
大
に
伴
う
設
備
拡
張
の
た
め
埼
玉
工
場
よ
り
金
型
部
門
を

第
二
工
場
に
移
設
し
，
移
設
跡
に
全
面
的
に
成
形
部
門
の
拡
充
及
び
合
理
的
配
置
を
実
施
し

金
型
及
び
成
形
作
業
の
能
率
向
上
を
図
る
。
増
設
昭
和

44
年

8月
事
業
用
地
買
収
。
事
業

用
地
と
し
て
埼
玉
工
場
隣
接
地

14
6坪
を
買
収
。
増
設
昭
和

44
年

10
月
埼
玉
工
場
別
館

新
築
。
埼
玉
工
場
隣
接
地
に
別
館
を
新
築
し
，
生
産
作
業
配
置
そ
の
他
の
改
善
を
実
施
。
増

設
昭
和

45
年

6月
成
形
自
動
化
実
施
（
第
一
次
）。
成
形
工
程
自
動
化
に
よ
る
抜
本
的
合

理
化
の
第
一
歩
と
し
て
「
チ
ャ
ー
チ
ル
」
成
形
機

4台
を
増
設
。
増
設
昭
和

45
年

11
月
成

形
自
動
化
実
施
（
第
二
次
）。
引
き
続
き
成
形
自
動
化
を
促
進
す
る
た
め
ア
ン
ケ
ル
ベ
ル
グ

N
－

95
成
形
機

2台
を
増
設
。
増
設
昭
和

45
年

12
月
大
阪
営
業
所
開
設
。
関
西
地
区
に

於
け
る
取
引
高
増
大
に
伴
い
，
併
せ
て
サ
ー
ビ
ス
向
上
を
図
る
た
め
大
阪
市
に
営
業
所
を
開

設
。
移
転
昭
和

46
年

11
月
本
社
を
現
在
地
に
移
転
。
本
社
業
務
の
集
中
一
元
化
を
図
る

為
，
現
在
地
に
本
社
を
移
転
。
増
設
昭
和

46
年

11
月
第
二
工
場
を
拡
張
，
成
形
自
動
化

実
施
（
第

3次
）。
受
注
の
増
大
に
伴
い
，
従
来
金
型
製
作
工
場
で
あ
っ
た
第
二
工
場
を
拡
張

し
，
更
に
成
形
自
動
化
を
促
進
す
る
べ
く
ア
ン
ケ
ル
ベ
ル
グ

N
－

95
成
形
機

3台
を
増
設
し

自
動
成
形
部
門
を
同
工
場
に
移
し
た
。
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52

瑞
浪
精
機

宮
井
哲
雄

岐
阜
県

瑞
浪
市

19
45

/
19

69
24

0，
20

/

瑞
浪
本
社

職
員

技
術
員
男

31
女

7
計

38
事
務
員
男

12
女

4
計

16
工
員

直
接
工
男

88
女

23
計

11
1

間
接
工
男

21
女

4
計

25
小
計
男

15
2
女

38
合
計

19
0

名
古
屋
工
場

職
員

技
術
員
男

6
女

0
計

6
事
務
員
男

3
女

3
計

6
工
員

直
接
工
男

41
女

0
計

41
間
接
工
男

4
女

3
計

7
小
計
男

54
女

6
合
計

60
総
計

25
0（

44
.1

.1
.現
在
）

プ
ラ
ス
チ
ッ
ク
型

10
0％
，
兼
業
：
ミ
シ
ン
，
編
機
，
タ
イ
プ
ラ
イ
タ
ー
各
部
分
品
，
工
業

用
オ
ー
バ
ー
ロ
ッ
ク
ミ
シ
ン
頭
，
航
空
機
，
自
動
車
部
分
品
製
造
，
販
売

ミ
シ
ン
．
編
機
．
タ
イ
プ
ラ
イ
タ
ー
各
部
分
品
工
業
用
オ
ー
バ
ー
ロ
ッ
ク
．
ミ
シ
ン
乗
用

自
動
車
．
ジ
ー
プ
の
リ
レ
ー
ロ
ッ
ト
．
タ
イ
ロ
ッ
ト
リ
モ
ー
ト
コ
ン
ト
ロ
ー
ル
な
ど
各
部
分

品
航
空
機
部
分
品
．
農
機
．
電
機
部
分
品

代
表
取
締
役
社
長
宮
井
哲
雄
常
務
取
締
役
宮
井
耕
一
常
務
取
締
役
伊
藤
健
也
取
締
役

安
井
正
治
取
締
役
安
井
義
博
監
査
役
柴
田
政
敏
監
査
役
宮
井
亘

昭
和

20
年

12
月
代
表
取
締
役
宮
井
哲
雄
が
個
人
に
て
日
本
ミ
シ
ン
製
作
所
を
創
立
し
て
ミ

シ
ン
部
分
品
の
製
造
を
始
め
，
ブ
ラ
ザ
ー
工
業
株
式
会
社
の
協
力
工
場
と
し
て
発
足
。
昭
和

26
年

6月
改
組
し
瑞
浪
精
機
株
式
会
社
設
立
。
昭
和

29
年

1月
三
菱
重
工
業
株
式
会
社
の
協

力
工
場
と
し
て
自
動
車
及
航
空
機
部
分
品
の
製
造
を
始
め
る
。
昭
和

31
年

4月
名
古
屋
市
南

区
明
治
町
に
名
古
屋
工
場
を
建
設
。
昭
和

40
年

12
月
資
本
金

3,
00

0万
円
に
増
資

ブ
ラ
ザ
ー
工
業
，
三
菱
重
工
業
，
日
本
ク
イ
ン
ラ

イ
ト
，
瑞
穂
ミ
シ
ン
，
日
精
工
業
，
愛
知
時
計
電

機
（
昭
和

44
年

1月
）

/

・
名
古
屋
金
型
工
業
，
立
松
周
三
，
名
古
屋
市
瑞

穂
区

・
三
洋
製
作
所
，
加
藤
正
●
，
名
古
屋
市
緑
区

53

元
島
金
型

工
作
所

元
島
武
夫

大
阪
市

東
成
区

19
50

/-
3，

3/

-

プ
ラ
ク
チ
ッ
ク
型

10
0％

昭
和

2年
神
戸
須
佐
工
業
学
校
三
菱
電
機
科
入
学
。
同
年
三
菱
電
機
株
式
会
社
入
社
。
昭
和

12
年
三
菱
電
機
株
式
会
社
名
古
屋
工
場
転
勤
。
昭
和

13
年
川
崎
航
空
機
株
式
会
社
入
社
明

石
工
場
勤
務
。
終
戦
と
な
る
。
昭
和

25
年
大
阪
市
東
成
区
大
今
里
北
之
町
に
て
独
立
創
業
。

昭
和

37
年
東
成
区
東
今
里
町

4の
18
に
移
転
同
時
に
法
人
に
組
織
変
更
。
現
在
に
至
る
。

-/ ・
明
治
金
型
工
作
所
，
西
岡
薫
，
大
阪
市
東
成
区

・
紀
和
金
型
製
造
，
垣
原
成
太
郎
，
布
施
市

II
D

54

池
上
金
型

工
業

池
上
盛
寿

埼
玉
県

南
埼
玉
郡

19
34

/-
-/ ・
男

23
0
女

30
計

26
0

・
職
員
男

48
女

8
計

56
工
員
男

12
8
女

19
計

14
7

合
計
男

17
6
女

27
総
計

20
3

（
昭
和

43
年

4月
20
日
）

・
27

0名
（
昭
和

45
年

6月
27
日
）

1．
プ
ラ
ス
チ
ッ
ク
用
，
ダ
イ
カ
ス
ト
用
，
そ
の
他
金
型
設
計
，
製
作

2．
電
鋳
製
品
製
作

3．
各
種
金
型
部
品
製
作

4．
精
密
特
殊
加
工

5．
金
型
特
殊
機
材
，
そ
の
他

池
上
製
作
所
と
し
て
，
昭
和

9年
10
月
東
京
都
蒲
田
区
安
方
町

17
8番
地
に
工
作
機
械
製
造

を
現
社
長
が
創
始
。
昭
和

20
年
ま
で
に
特
に
精
密
ネ
ジ
研
削
盤
を
生
産
す
る
。
昭
和

19
年

1
月
当
時
の
海
軍
艦
政
本
部
の
要
請
に
よ
り
埼
玉
県
久
喜
町
に
分
工
場
拡
張
計
画
を
な
し
株
式

会
社
池
上
製
作
所
設
立
（
資
本
金

70
万
円
），
昭
和

20
年

6月
東
京
工
場
爆
撃
消
失
。
終
戦

以
後
，
久
喜
工
場
に
お
い
て
精
密
金
型
の
試
作
研
究
に
主
力
を
転
じ
，
昭
和

25
年
よ
り
特
に

プ
ラ
ス
チ
ッ
ク
，
ダ
イ
カ
ス
ト
，
プ
レ
ス
等
の
金
型
の
設
計
，
製
作
を
専
業
と
す
る
。
昭
和

31
年

7月
池
上
金
型
工
業
株
式
会
社
に
称
号
変
更
。
昭
和

33
年
お
よ
び

35
年
日
本
開
発
銀

行
よ
り
の
融
資
に
よ
り
第

1次
，
第

2次
設
備
合
理
化
計
画
を
実
施
し
た
。
昭
和

35
年
度
中

小
企
業
輸
出
振
興
技
術
研
究
費
補
助
金
を
受
け
た
。
昭
和

36
年

2月
よ
り
新
技
術
開
発
事
業

団
の
委
託
工
場
と
し
て
「
ニ
ッ
ケ
ル
電
鋳
法
に
よ
る
製
品
の
製
造
」
の
新
技
術
開
発
に
従

-/ -
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事
。（
昭
和

38
年

10
月
開
発
成
功
），
昭
和

36
年

9月
よ
り
金
型
標
準
（

JI
S）
部
品
の
量

産
を
開
始
。
昭
和

38
年
度
中
小
企
業
輸
出
振
興
技
術
研
究
費
補
助
金
を
受
け
た
。
昭
和

39
年

2月
名
古
屋
工
場
を
設
置
電
鋳
部
門
の
新
規
需
要
に
対
処
。
ニ
ッ
ケ
ル
電
鋳
法
に
よ
る
製

品
の
製
造
の
企
業
化
に
依
っ
て
，
従
来
よ
り
多
種
多
様
に
わ
た
り
一
層
高
精
度
の
金
型
の
設

計
，
製
造
が
可
能
と
な
り
ま
た
新
規
需
要
先
か
ら
も
広
く
期
待
さ
れ
て
い
る
。
昭
和

40
年

5
月
名
古
屋
工
場
を
分
離
，
池
上
化
研
工
業
株
式
会
社
と
し
て
（
資
本
金

80
0万
円
当
社
持
株

40
0万
株
）
合
成
樹
脂
メ
ッ
キ
を
主
営
業
品
目
に
設
立
す
。（
現
在
資
本
金

1,
30

0万
円
），
昭

和
40
年

2月
東
京
営
業
所
設
置
す
。
昭
和

40
年

11
月

1,
10

0万
円
増
資
，
昭
和

41
年

8月
1,

65
0万
円
増
資
，
現
在
資
本
金

4,
95

0万
円
。
生
産
能
力
は
月
産
約

5,
00

0万
円
で
あ
る
。

昭
和

41
年
度
中
小
企
業
技
術
改
善
費
補
助
金
を
受
く
。
昭
和

42
年
度
中
小
企
業
技
術
改
善

費
補
助
金
を
受
く
。
昭
和

43
年

3月
池
上
精
工
株
式
会
社
を
設
立
し
，
ア
ル
ミ
ニ
ウ
ム
加
工

用
金
型
製
造
開
始
。
昭
和

44
年

8月
大
型
金
型
加
工
工
場
と
し
て
，
久
喜
町
北
中
曾
根
に
，

中
曾
根
工
場
を
建
設
。
昭
和

45
年

12
月
久
喜
町
所
久
喜
に
金
型
部
品
工
場
を
建
設
。
昭
和

45
年
度
昭
和

41
年
・

42
年
度
に
つ
づ
い
て
，
中
小
企
業
技
術
改
善
費
補
助
金
を
受
け
る
。

55

明
輝
製
作
所

黒
柳
勝
太
郎

東
京
都

渋
谷
区

19
48

/-
-/ ・
業
務
部
男

2
女

3
計

5
技
術
部
男

6
女

0
計

6
生
産
部
男

42
女

0
計

42
合
計
男

50
女

3
総
計

53

・
業
務
部
男

9
女

7
計

16
開
発
部
男

1
女

0
計

1
技
術
部
男

11
女

0
計

11
工
程
部
男

2
女

0
計

2
仕
上
部
男

51
女

0
計

51 機
械
部
男

46
女

0
計

46 合
計
男

12
0
女

7
総
計

12
7（
昭
和

37
年

10
月
）

・
業
務
部
男

8
女

8
計

16
開
発
部
男

4
女

0
計

4
技
術
部
男

13
女

1
計

14

プ
ラ
ス
チ
ッ
ク
，
ダ
イ
カ
ス
ト
成
形
用
金
型
設
計
製
作

取
締
役
社
長
黒
柳
勝
太
郎
取
締
役
荒
木
幸
次
取
締
役
天
尾
鷹
太
郎
監
査
役
古
市
梅
男

（
19

63
年
）

昭
和

23
年
港
区
芝
白
金
三
光
町
に
熱
硬
化
性
樹
脂
の
金
型
及
映
写
機
等
の
部
品
製
造
を
始
め

る
。
昭
和

26
年
渋
谷
区
元
広
尾
町
（
現
在
，
本
社
，
東
京
工
場
所
在
地
）
に
移
転
し
，
株
式

組
織
に
改
め
る
。
昭
和

30
年
日
本
電
々
公
社
電
気
通
信
研
究
所
よ
り
御
用
命
を
受
け
る
。
ア

メ
リ
カ
，
フ
ィ
リ
ッ
ピ
ン
等
の
輸
出
金
型
を
含
め
て
受
注
量
が
増
大
し
た
の
で
生
産
の
合
理

化
を
図
る
た
め
機
械
設
備
の
更
新
と
，
新
工
場
の
増
築
に
か
か
る
。
昭
和

31
年
設
計
部
を
新

設
し
て
熱
可
塑
性
樹
脂
の
金
型
に
製
造
の
主
力
を
移
す
。
昭
和

32
年
ド
イ
ツ
の
デ
ス
カ
ス
社

製
平
面
研
削
盤
を
設
置
す
る
。
ア
メ
リ
カ
に
金
型
の
輸
出
を
始
め
る
。
昭
和

33
年
中
小
企
業

金
融
公
庫
か
ら
融
資
を
受
け
て
設
備
の
近
代
化
を
図
り
，
業
務
，
技
術
，
製
造
の
三
部
に
組
織

を
改
め
る
。
昭
和

34
年
通
産
省
よ
り
（
昭
和

34
年
度
，

39
年
度
）
中
小
企
業
輸
出
振
興
技

術
補
助
金
を
受
け
る
。
昭
和

35
年
通
産
省
の
推
薦
に
依
り
（
昭
和

35
年
度
，

36
年
度
）
日

本
開
発
銀
行
か
ら
機
械
工
業
振
興
法
の
融
資
を
受
け
，
金
型
の
大
型
化
へ
の
移
行
を
図
る
。

昭
和

36
年
工
場
の
増
改
築
を
す
る
。
通
産
省
の
推
薦
に
依
り
（
昭
和

36
年
度
，
昭
和

39
年

度
）
ワ
シ
ン
ト
ン
輸
出
入
銀
行
の
借
款
に
依
る
融
資
を
受
け
る
。
昭
和

37
年
通
産
省
の
推
薦

に
依
り
（
昭
和

37
年
度
，

39
年
度
，

40
年
度
）
中
小
企
業
金
融
公
庫
か
ら
機
械
工
業
振
興

の
融
資
を
受
け
る
。
昭
和

39
年
全
国
安
全
週
間
に
，
渋
谷
労
働
基
準
監
督
署
長
か
ら
優
良
賞

を
受
け
る
。
昭
和

40
年
横
浜
市
港
北
区
中
山
町
に
厚
生
年
金
事
業
団
か
ら
の
融
資
に
依
り
，

独
身
寮
（
鉄
筋
三
階
建
）
を
完
成
す
る
。
協
力
工
場
に
依
り
，
明
友
会
が
誕
生
す
る
。
昭
和

41
年
横
浜
工
場
の
建
設
を
完
了
し
，

2月
よ
り
主
力
工
場
と
し
て
生
産
に
入
る
。
昭
和

42
年

新
社
屋
を
建
設
し
業
務
部
，
技
術
部
，
開
発
部
，
食
堂
，
更
衣
室
，
会
議
室
等
を
集
中
し
て

合
理
化
を
図
る
。
昭
和

43
年
横
浜
工
場
を
増
設
し
，
機
械
設
備
の
大
型
化
を
図
る
。

・
日
本
電
信
電
話
公
社
電
気
通
信
研
究
所
，
富
士

電
機
製
造
豊
田
工
場
，
住
友
ベ
ー
ク
ラ
イ
ト
，
荒

木
製
作
所
，
ス
タ
ン
ダ
ー
ド
無
線
工
業
，
吉
野

工
業
所
，
東
京
航
空
計
器
，
本
多
通
信
工
業
，
白

光
社
其
の
他
約

30
社

・
1日
本
電
信
電
話
公
社
電
気
通
信
研
究
所

2富
士
電
気
製
造
豊
田
工
場

3住
友
ベ
ー
ク
ラ
イ
ト

4ス
タ
ン
ダ
ー
ド
工
業

5ソ
ニ
ー

6日
本
レ
ジ

ン
7松
下
通
信
工
業

8日
本
カ
ー
バ
イ
ト
工
業

9三
信
化
工

10
荒
木
製
作
所

11
日
本
航
空
電

子
工
業

12
本
多
通
信
工
業

13
東
京
航
空
計
器

そ
の
他
約

20
社
（
昭
和

37
年

10
月
）

・
日
本
電
信
電
話
公
社
電
気
通
信
研
究
所
，
富
士

電
機
製
造
豊
田
工
場
，
住
友
ベ
ー
ク
ラ
イ
ト
，
ソ

ニ
ー
，
松
下
電
器
産
業
，
ス
タ
ン
ダ
ー
ド
工
業
，

日
本
レ
ジ
ン
，
三
信
化
工
，
荒
木
製
作
所
，
日

本
航
空
電
子
工
業
，
東
京
航
空
計
器
そ
の
他
約

30
社
（
昭
和

38
年

11
月
）

・
日
本
電
信
電
話
公
社
電
気
通
信
研
究
所
住
友

ベ
ー
ク
ラ
イ
ト
ソ
ニ
ー
松
下
電
器
産
業
ス
タ

ン
ダ
ー
ド
工
業
信
越
ポ
リ
マ
ー
大
日
本
イ
ン
キ

日
本
レ
ジ
ン
東
京
航
空
計
器
泉
自
動
車
仁
丹

テ
ル
モ
日
本
航
空
電
子
工
業
そ
の
他
約

30
社

（
昭
和

42
年

4月
）
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生
産
推
進
室
男

2
女

0
計

2
製
造
部
男

10
8
女

0
計

10
8

合
計
男

13
5
女

9
総
計

14
4（
昭
和

38
年

11
月
）

・
業
務
部
男

10
女

10
計

20 開
発
部
男

8
女

0
計

8
技
術
部
男

20
女

0
計

20 製
造
部
男

15
4
女

3
計

15
7

合
計
男

19
2
女

13
総
計

20
5（
昭
和

42
年

4
月
）

・
日
本
電
信
電
話
公
社
電
気
通
信
研
究
所
，
住
友

ベ
ー
ク
ラ
イ
ト
，
ソ
ニ
ー
，
松
下
電
器
産
業
，
ス

タ
ン
ダ
ー
ド
工
業
，
信
越
ポ
リ
マ
ー
，
大
日
本

イ
ン
キ
化
学
工
業
，
市
川
製
作
所
，
日
本
レ
ジ

ン
，
泉
自
動
車
そ
の
他

60
社

・
泉
自
動
車
，
市
光
工
業
，
協
和
電
機
化
学
，
蛇

の
目
精
密
工
業
，
信
越
ポ
リ
マ
ー
，
新
日
本
電

気
，
ス
タ
ン
ダ
ー
ド
工
業
，
住
友
ベ
ー
ク
ラ
イ

ト
，
ソ
ニ
ー
，
大
日
本
イ
ン
キ
化
学
工
業
，
天
昇

電
気
工
業
，
東
京
電
子
，
東
洋
化
学
，
日
本
金

型
輸
出
（
ジ
ュ
リ
エ
ッ
ト
）（
ゼ
ニ
ス
）（
ソ
ー

ヤ
ー
ズ
）（
パ
ー
カ
ー
ハ
ニ
フ
ィ
ン
）（
フ
ィ
ル

コ
・
フ
ォ
ー
ド
）（
マ
グ
ナ
ボ
ッ
ク
ス
）（
モ
ー
ト

ロ
ー
ラ
ー
），
日
本
電
信
電
話
公
社
電
気
通
信
研

究
所
，
日
本
ビ
ク
タ
ー
，
早
川
電
機
工
業
，
日

立
製
作
所
東
海
工
場
，
日
立
製
作
所
横
浜
工
場
，

松
下
電
器
産
業
ス
テ
レ
オ
事
業
部
，
松
下
電
器

産
業
藤
沢
テ
レ
ビ
事
業
部
，
松
下
電
器
産
業
ラ

ジ
オ
事
業
部
，
松
下
電
器
産
業
録
音
機
事
業
部

（
五
十
音
順
）（
昭
和

44
年

11
月

15
日
）

/

-

56

岐
阜
精
機

工
業

松
山
寛

東
京
都

中
央
区

（
三
井
金
属

鉱
業
株
式
会

社
本
店
内
）

19
40

（
19

57
）

/-

-/ ・
職
員

21
工
員

14
5
計

16
6

・
35

3（
19

60
年

3月
）

・
岐
阜
工
場

48
1
相
模
工
場

16
9

・
岐
阜
工
場

40
3
相
模
工
場

26
2（
昭
和

41
年

6月
）

・
岐
阜
工
場

34
0
相
模
工
場

23
0

・
岐
阜
工
場

34
6
相
模
工
場

24
0（
昭
和

48
年

1月
31

日
）

○
ダ
イ
カ
ス
ト
金
型
，
プ
ラ
ス
チ
ッ
ク
射
出
成
型
金
型
，
コ
ン
プ
レ
ッ
シ
ョ
ン
金
型
金
型
鋳

造
用
金
型
，
鍛
造
型
，
そ
の
他
各
種

○
シ
ョ
ウ
・
プ
ロ
セ
ス
に
よ
る
鋳
造
，
コ
ー
ル
ド
ホ
ッ
ピ
ン
グ
，
放
電
加
工
倣
い
型
彫
ジ
グ

中
ぐ
り
，
熱
処
理

○
製
造
可
能
寸
法

15
00

W
×

30
00

L
重
量
最
大

15
T

社
長
松
山
寛
専
務
取
締
役
白
石
順
一
郎
常
務
取
締
役
近
藤
清
取
締
役
草
野
織
平
取

締
役
佐
藤
蕃
取
締
役
片
山
作
二
取
締
役
寺
岡
暉
克
取
締
役
中
村
吉
隆
取
締
役
薄

久
人
取
締
役
宮
本
和
男
監
査
役
山
田
保
正

昭
和

15
年

3月
有
限
会
社
新
興
機
械
製
作
所
と
し
て
創
立
。
昭
和

19
年

3月
日
本
化
成
工
業

株
式
会
社
に
吸
収
合
併
さ
れ
同
社
岐
阜
工
場
航
器
課
と
な
る
。
昭
和

19
年

4月
三
菱
化
成
工

業
株
式
会
社
岐
阜
工
場
航
器
課
と
な
る
。
昭
和

25
年

6月
新
光
レ
イ
ヨ
ン
株
式
会
社
六
条
工

場
と
な
る
。
昭
和

27
年

12
月
新
光
レ
イ
ヨ
ン
改
め
三
菱
レ
イ
ヨ
ン
株
式
会
社
六
条
工
場
と

改
称
。
昭
和

32
年

3月
三
井
金
属
鉱
業
株
式
会
社
に
て
買
収
岐
阜
精
機
工
業
株
式
会
社
岐
阜

工
場
と
な
る
。
昭
和

32
年

3月
資
本
金

5千
万
円
に
て
会
社
設
立
。
昭
和

34
年

3月
よ
り
早

く
，
よ
り
安
い
金
型
を
供
給
す
る
た
め
シ
ョ
ウ
プ
ロ
セ
ス
の
特
許
を
導
入
，
鋳
造
金
型
の
製

造
に
着
手
。
昭
和

36
年

10
月
資
本
金

2億
円
に
増
資
。
昭
和

36
年

12
月
当
社
製
品
の

60
％
を
し
め
る
関
東
地
区
の
顧
客
の
要
請
に
応
ず
る
た
め
に
神
奈
川
県
相
模
原
に
「
相
模
工
場
」

を
建
設
，
操
業
を
開
始
。
昭
和

37
年

9月
岐
阜
工
場
大
型
部
門
強
化
の
た
め
ド
ル
ー
プ
倣
い

フ
ラ
イ
ス
盤

2台
を
始
め
大
型
設
備
を
設
置
。
昭
和

40
年

8月
ス
イ
ス
ヒ
ド
レ
ル
社
と
の
技

本
田
技
研
工
業
，
日
本
電
気
硝
子
，
田
中
ダ
イ
カ

ス
ト
，
日
本
プ
ラ
ス
ト
，
三
菱
樹
脂
，
岐
阜
プ
ラ

ス
チ
ツ
ク
工
業
，
三
甲
化
成
，
神
戸
製
鋼
所
，
清

水
化
成
，
早
川
電
機
工
業
，
三
井
ダ
イ
カ
ス
ト
，

ア
イ
シ
ン
精
機
，
東
海
鋳
造
，
北
新
合
板
，
大
豊
工

業
，
東
洋
鋳
物
，
共
和
ゴ
ム
，
三
協
高
分
子
，
日

本
楽
器
製
造
，
三
菱
重
工
業
，
ダ
イ
ハ
ツ
工
業
，
日

本
ハ
イ
ネ
・
ブ
ラ
ザ
ー
，
朝
日
ア
ル
ミ
ニ
ウ
ム
工

業
，
寺
岡
製
作
所
，
愛
三
工
業
，
兵
庫
産
業
，
中
央

精
機
，
古
河
鋳
造
，
日
阪
製
造
所
，
ト
ヨ
タ
自
動

車
工
業
，
吉
野
ラ
イ
ト
，
名
古
屋
ゴ
ム
，
東
京
軽

合
金
，
広
島
ア
ル
ミ
ニ
ウ
ム
工
業
，
岸
原
工
業
，

東
伸
金
属
，
日
本
電
装
，
気
泡
材
研
究
所
，
井
上

ゴ
ム
工
業
（
昭
和

41
年

6月
）

/

-
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・
岐
阜
工
場

45
2
相
模
工
場

26
1

術
提
携
会
社
で
あ
る
東
洋
精
密
プ
レ
ス
鉱
業

K
K
と
提
携
，
フ
ァ
イ
ン
ブ
ラ
ン
キ
ン
グ
用
金

型
の
製
造
に
着
手
。
昭
和

40
年

10
月
資
本
金

4億
円
に
増
資
。
昭
和

44
年

4月
相
模
工
場

の
精
密
部
門
を
強
化

・
岐
阜
工
場
の
概
況

　
昭
和

32
年

3月
当
時
射
出
成
型
用
金
型
の
有
力
な
製
作
工
場
の
一
つ
に
数
え
ら
れ
て
お
り

ま
し
た
三
菱
レ
ー
ヨ
ン
六
条
工
場
を
三
井
金
属
鉱
業
株
式
会
社
が
買
収
し
，
こ
れ
を
岐
阜
精

機
工
業
株
式
会
社
岐
阜
工
場
と
し
て
発
足
し
ま
し
た
。
以
後
三
菱
レ
ー
ヨ
ン
の
製
造
設
備
を

基
礎
と
し
て
，
三
井
金
属
ダ
イ
カ
ス
ト
事
業
部
（
旧
昭
和
ダ
イ
カ
ス
ト
株
式
会
社
）
の
金
型

製
作
技
術
を
こ
れ
に
加
え
，
さ
ら
に
工
場
建
物
の
補
修
，
製
造
用
諸
機
械
お
よ
び
付
属
諸
設

備
の
整
備
な
ら
び
に
新
鋭
工
作
機
の
充
実
と
一
連
の
整
備
計
画
も
終
わ
り
，
現
在
大
型
お
よ

び
普
通
型
月
産

50
～

70
型
と
，
鋳
造
に
よ
る
金
型

20
～

25
型
の
製
造
能
力
を
有
し
，
高
度

の
技
術
と
卓
越
し
た
管
理
体
勢
を
も
っ
て
中
京
地
区
に
不
動
の
地
歩
を
築
い
て
お
り
ま
す
。

ま
た
多
数
の
技
術
陣
，
設
計
陣
を
擁
し
，
技
術
的
ご
相
談
に
も
応
ず
る
ほ
か
，
使
う
立
場
に

立
っ
て
作
ら
れ
た
低
圧
鋳
造
機
の
製
造
販
売
も
行
っ
て
お
り
ま
す
。

・
相
模
工
場
の
概
況

　
ダ
イ
カ
ス
ト
業
界
，
射
出
成
型
業
界
の
急
速
な
発
展
に
対
応
す
る
と
と
も
に
，
関
東
地
区

需
要
家
の
強
い
要
請
に
こ
た
え
る
た
め
，
昭
和

35
年
度
，
関
東
地
区
に
第

2工
場
の
建
設
を

計
画
し
，
神
奈
川
県
下
に
そ
の
土
地
を
定
め
て
，
昭
和

36
年

7月
か
ら
工
場
の
建
設
に
取
り

か
か
り
同
年

12
月
第

1期
工
事
の
完
成
を
み
て
一
部
操
業
を
開
始
い
た
し
ま
し
た
。
な
お
引

き
続
き
昭
和

38
年
度
末
ま
で
に
総
額
約

5億
円
の
資
金
を
投
入
し
て
最
新
式
工
作
機
の
導
入

な
ら
び
に
人
員
の
充
足
を
図
り
，
今
日
に
い
た
っ
て
い
ま
す
。

　
な
お
，
当
工
場
は
精
密
お
よ
び
普
通
型
月
産

40
～

60
型
の
製
造
能
力
を
保
有
し
，
関
東
方

面
に
お
け
る
関
連
産
業
の
発
展
に
寄
与
し
て
お
り
ま
す
。
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東
精
密
金
型

製
作
所

東
峰
基
之

豊
中
市

19
35

/-
-/ ・
経
理
部
役
員

2
工
員
男

0
女

0
計

0
職
員
男

4
女

0
計

4
総
務
部
役
員

1
工
員
男

0
女

1
計

1
職
員
男

2
女

2
計

4
営
業
部
役
員

1
工
員
男

0
女

0
計

0
職
員
男

3
女

1
計

4
技
術
部
役
員

1
工
員
男

0
女

0
計

0
職
員
男

5
女

1
計

6
製
造
部
役
員

1
工
員
男

72
女

5
計

77
職
員
男

7
女

0
計

7
小
計

役
員

6
工
員

男
72
女

6
計

78
職
員

男
21
女

4
計

25

プ
ラ
ス
チ
ッ
ク
成
型
用
金
型
，
射
出
成
型
用
金
型
，
ト
ラ
ン
ス
フ
ァ
ー
成
型
用
金
型
，
圧
縮

成
形
用
金
型
，
ダ
イ
カ
ス
ト
成
型
用
金
型
，
ホ
ッ
ピ
ン
グ
，
機
械
彫
刻
，
其
他
の
精
密
金
型

の
設
計
，
製
作

西
野
田
職
工
学
校
卒
業
後
，
鉄
工
業
に
従
事
。
昭
和

10
年
当
社
前
身
東
金
型
製
作
所
を
設
立
。

昭
和

24
年
株
式
会
社
に
改
組
当
社
代
表
取
締
役
に
就
任
現
在
に
至
る

1.
昭
和

10
年

8月
東
峰
基
之
が
現
本
社
所
在
地
に
於
い
て
東
金
型
製
作
所
（
個
人
企
業
）
を

創
立
し
，
熱
硬
化
性
樹
脂
成
型
用
金
型
の
製
造
及
販
売
を
開
始
し
た
。

2.
昭
和

24
年

2月
安
藤
一
雄
氏
，
加
藤
春
吉
氏
等
の
出
資
に
よ
り
株
式
会
社
東
精
密
金
型
製

作
所
に
改
組
し
，
従
来
の
熱
硬
化
性
樹
脂
成
型
用
金
型
よ
り
も
熱
可
そ
性
樹
脂
成
型
用
金
型

の
製
造
が
，
そ
の
発
展
性
よ
り
考
慮
し
て
将
来
性
あ
る
こ
と
を
着
目
し
，
此
種
金
型
の
製
造

販
売
に
主
力
を
注
ぎ
今
日
に
至
つ
て
い
る
。

・
沖
電
気
工
業
本
庄
事
業
所
，
釡
屋
化
学
工
業
大

阪
工
場
，
神
戸
製
鋼
所
大
久
保
工
場
，
三
洋
電

機
ラ
ジ
オ
事
業
部
・
テ
レ
ビ
事
業
部
，
神
鋼
商

事
，
住
友
ベ
ー
ク
ラ
イ
ト
川
崎
工
場
，
住
友
電

気
工
業
，
住
友
商
事
，
東
洋
工
業
，
東
罐
興
行

大
阪
工
場
，
日
本
金
型
輸
出
，
日
本
電
気
三
田

事
業
所
，
相
模
原
工
場
，
日
本
タ
ッ
パ
ー
ウ
ェ

ア
ー
，
新
潟
鉄
工
所
，
早
川
電
機
工
業
無
線
事

業
部
・
電
化
事
業
部
・
郡
山
工
場
，
浜
田
プ
レ
ス

工
芸
，
広
島
硝
子
工
業
，
フ
ェ
ザ
ー
商
事
，
本
田

技
研
工
業
浜
松
製
作
所
・
鈴
鹿
製
作
所
，
松
下

電
器
産
業
カ
ラ
ー
テ
レ
ビ
事
業
部
・
テ
レ
ビ
事

業
部
・
ラ
ジ
オ
事
業
部
・
録
音
器
事
業
部
・
配
電

器
事
業
部
，
菱
備
製
作
所

・
沖
電
気
工
業
本
庄
事
業
所
，
神
戸
製
鋼
所
大
久

保
工
場
，
三
洋
電
機
ラ
ジ
オ
事
業
部
，
昭
和
プ
ラ

ス
チ
ッ
ク
ス
，
信
和
製
作
所
，
ス
タ
ー
ラ
イ
ト

工
業
，
住
友
電
気
工
業
，
住
友
商
事
（
奈
良
，
大

阪
），
天
昇
電
気
，
天
馬
合
成
，
東
京
電
気
化
学

工
業
，
日
硝
電
子
工
業
，
日
本
金
型
輸
出
，
日
本
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社
長

1
役
員
合
計

7
工
員
職
員
合
計

10
3

・
職
員

技
術
男

17
女

1
計

18
事
務
男

15
女

3
計

18
工
員

直
接
工
男

73
女

5
計

78
間
接
工
男

14
女

2
計

16
合
計

男
11

9
女

11
総

計
13

0（
役
員

7名
含
む
）

（
昭
和

34
年

3月
）

・
総
務
部
男

14
女

6
計

20
業
務
部
男

26
女

3
計

29
製
造
部
男

16
0
女

3
計

16
3

合
計
男

20
0
女

12
総
計

21
2

（
昭
和

41
年

8月
末
日
）

・
総
務
勤
労
課

男
6
女

3
計

9
経
理
課
男

3
女

2
計

5
営
業
課
男

7
女

1
計

8
設
計
課
男

18
女

1
計

19
工
務
課
男

14
女

0
計

14
工
作
課
男

14
8
女

1
計

14
9

管
理
男

5
女

0
計

5
合
計
男

20
1
女

8
計

20
9

（
昭
和

45
年

4月
1日
）

集
器
製
造
，
シ
ャ
ー
プ
（
全
事
業
部
），
新
潟
鉄

工
所
，
古
河
化
学
工
業
，
北
陽
無
線
工
業
，
松
下

寿
電
子
工
業
，
三
國
セ
ル
ロ
イ
ド
，
村
田
工
業
，

菱
成
工
業

/

-
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昭
和
精
機

工
業

山
岡
孫
吉

山
岡
淳
男

尼
崎
市

19
37

/-
-/ ・
職
員

48
直
接
工

20
1

そ
の
他

20
事
務
補
助

員
40

間
接
工

83
計

39
2

金
型
部
門
：
技
術
職
員

4，
事
務
職
員

2，
設
計

5，
現

（
1）
当
社
は
現
在
ヤ
ン
マ
ー
デ
ィ
ー
ゼ
ル
株
式
会
社
の
傍
系
会
社
と
し
て
同
社
製
品
の
小
型
舶

用
デ
ィ
ー
ゼ
ル
，
エ
ン
ヂ
ン
（

4馬
力
）
を
主
と
し
，
併
せ
て
同
社
各
種
製
品
の
部
品
を
製
作

し
，
そ
の
生
産
高
は
当
社
全
生
産
高
の
約

75
％
を
示
め
る
。

（
2）
ま
た
金
型
部
門
は
当
初
以
来
主
と
し
て
プ
ラ
ス
チ
ッ
ク
ス
用
金
型
の
製
作
を
な
し
，
昭

和
32
年
度
に
は
機
械
工
業
振
興
法
に
よ
る
開
発
銀
行
の
融
資
を
受
け
て
設
備
の
合
理
化
を
図

り
，
現
在
ダ
イ
キ
ャ
ス
ト
，
粉
末
冶
金
，
精
密
鋳
造
用
等
の
金
型
を
も
製
作
し
て
い
る
。

（
3）
他
に
住
友
電
気
工
業
株
式
会
社
の
下
請
と
し
て
同
社
の
超
硬
質
合
金
の
切
削
工
具
の
製
作

を
な
す
。

・
プ
ラ
ス
チ
ッ
ク
用
金
型
：
松
下
電
器
産
業
，
ブ

ラ
ザ
ー
工
業
，
ダ
イ
ハ
ツ
工
業
，
日
本
タ
ッ
パ
ー

ウ
ェ
ア
ー

ダ
イ
カ
ス
ト
用
金
型
：
ヤ
ン
マ
ー
デ
ィ
ー
ゼ
ル

粉
末
冶
金
用
金
型
：
日
本
粉
末
冶
金

・
プ
ラ
ス
チ
ッ
ク
用
金
型
：
松
下
電
器
産
業
，
東

京
電
機
化
学
工
業
，
ダ
イ
ハ
ツ
工
業
，
日
本
タ
ッ

パ
ー
ウ
ェ
ア
ー
ダ
イ
カ
ス
ト
用
金
型
：
ヤ
ン
マ
ー
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場
（
工
程

7〈
ホ
ア
マ
ン

2，
タ
イ
ム
キ
ー
パ
ー

1，
材
料

準
備

1，
罫
書
・
検
査

3〉
，

機
械

34
，
仕
上

29
，
磨
キ

（
女
）

6）
総
計

87

・
職
員
（
男
）

技
術

30
事
務

18
工
員
直
接
工

男
20

6
女

6
間
接
工

男
93

女
24

其
他
嘱

託
17
，
養
成
工

16
計

41
0

金
型
課
（
昭
和

33
年

5月
現
在
）：
事
務
所
（
設
計

8
事
務

1）
，現
場（
工
程〈
進
捗

係
2
タ
イ
ム
キ
ー
パ
ー

2
材
料
係

1
罫
書
工
程
検
査

3〉
，
作
業
〈
機
械

36
仕

上
28

磨
キ

6〉
）
計

87

・
職
員

15
0
工
員

45
0

養
成
工

50
計

65
0

・
総
員

74
0（
男

67
0
女

70
）

・
総
員

74
0

金
型
事
業
部

20
0

営
業
部

10
：
営
業

8，
購
買

1，
製
造
部

18
9：
技
術
課

23
（
第
一
設
計

11
，第
二
設

計
10
），
製
作
課

16
5（
進

捗
18
，
製
作

14
0〈
機
械

75
，
仕
上

65
〉，
シ
ョ
ウ
プ

ロ
セ
ス
，
熱
処
理

6）

・
総
員

74
0

金
型
部
：
営
業
課

10
，
技

術
課（
第
一
設
計

11
，第
二

設
計

11
），
製
作
課
（
進
捗

16
，製
作〈
機
械

77
，仕
上

65
〉，
シ
ョ
ウ
プ
ロ
セ
ス
，

熱
処
理

10
）

営
業
品
目

プ
ラ
ス
チ
ッ
ク
用
イ
ン
ジ
ェ
ク
シ
ョ
ン
金
型
，
コ
ン
プ
レ
ッ
シ
ョ
ン
金
型
，
ト
ラ
ン
ス
フ
ァ
ー

金
型 ・
テ
レ
ビ
，
録
音
機
，
ラ
ジ
オ
，
掃
除
機
，
電
話
機
な
ど
の
各
種
電
気
機
器
の
ハ
ウ
ジ
ン

グ
用
金
型

・
T

V
チ
ュ
ー
ナ
ー
，
ソ
ケ
ッ
ト
，
ボ
ビ
ン
，
ギ
ヤ
ー
，
テ
ー
プ
レ
コ
ー
ダ
ー
カ
セ
ッ
ト

な
ど
の
精
密
小
物
部
品
用
金
型

・
自
動
車
フ
ロ
ン
ト
グ
リ
ル
，
ト
ラ
ン
ク
カ
バ
ー
，
メ
ー
タ
ー
カ
バ
ー
，
ス
テ
ヤ
リ
ン
グ

カ
バ
ー
な
ど
の
外
装
大
型
な
ら
び
内
装
各
部
品
の
金
型

・
タ
イ
プ
ラ
イ
タ
ー
，
計
算
機
，
加
算
機
な
ど
の
事
務
機
部
品
用
金
型

粉
末
冶
金
用
金
型

・
カ
ム
，
ギ
ヤ
ー
，
軸
受
，
レ
バ
ー
，
リ
テ
ナ
ー
な
ど
自
動
車
，
事
務
機
，
電
気
機
器
用

の
精
密
部
品
金
型

シ
ョ
ー
プ
ロ
セ
ス
（
精
密
鋳
造
法
）
に
よ
る
金
型
素
材

・
シ
ェ
ル
モ
ー
ル
ド
，
グ
ラ
ビ
テ
ィ
ダ
イ
カ
ス
ト
，
低
圧
鋳
造
，
ゴ
ム
，
プ
レ
ス
（
シ
ボ

リ
）
用
の
金
型
キ
ャ
ビ
テ
ィ
素
材

・
プ
ラ
ス
テ
ィ
ッ
ク
低
発
泡
成
型
な
ら
び
に
ブ
ロ
ー
成
型
用
金
型
キ
ャ
ビ
テ
ィ
素
材

取
締
役
会
長
山
岡
孫
吉
ヤ
ン
マ
ー
デ
ィ
ゼ
ル
創
設
者
，
昭
和

32
年

9月
当
社
取
締
役
会
長
。

取
締
役
社
長
山
岡
淳
男
，
昭
和

30
年

5月
ヤ
ン
マ
ー
デ
ィ
ゼ
ル
取
締
役
，
昭
和

30
年

5月
当

社
取
締
役
社
長
。
専
務
取
締
役
荒
井
伊
助
昭
和

12
年

2月
当
社
常
務
取
締
役
，
昭
和

23
年

1
月
当
社
専
務
取
締
役
。
取
締
役
，
検
査
課
長
鎌
田
広
一
，
昭
和

15
年

7月
住
友
金
属
入
社
，

昭
和

21
年

1月
当
社
入
社
工
務
課
長
，
昭
和

23
年

8月
当
社
取
締
役
。
取
締
役
，
生
産
，
工

技
，
設
計
課
長
山
崎
慶
亮
昭
和

12
年

11
月
住
友
金
属
入
社
，
昭
和

21
年

1月
当
社
入
社
，

生
産
課
長
，
昭
和

30
年

5月
当
社
監
査
役
，
昭
和

32
年

5月
当
社
取
締
役
。
取
締
役
，
金
型

課
長
浪
江
幸
二
，
昭
和

14
年
住
友
金
属
入
社
，
昭
和

21
年

1月
当
社
入
社
工
務
課
副
長
，
昭

和
32
年

5月
当
社
監
査
役
，
昭
和

33
年

5月
当
社
取
締
役

昭
和

12
年
現
在
地
に
於
て
精
密
機
械
器
具
の
製
造
を
目
的
と
し
て
創
業
し
，
当
初
小
型
旋
盤

の
製
作
に
着
手
，
つ
い
で
，
川
崎
航
空
機
部
品
，
三
菱
重
工
業
名
古
屋
発
動
機
製
作
所
の
発

動
機
部
品
，
住
友
金
属
プ
ロ
ペ
ラ
製
造
所
の
小
物
部
品
の
製
作
を
順
次
開
始
し
た
。
昭
和

14
年
住
友
金
属
工
業
株
式
会
社
と
資
本
提
携
し
，
同
社
の
子
会
社
と
な
る
。
昭
和

19
年
軍
需
省

よ
り
航
空
機
部
品
の
専
門
工
場
に
指
定
さ
れ
た
。
昭
和

21
年
再
興
を
期
し
，
住
友
金
属
プ
ロ

ペ
ラ
製
造
所
の
技
術
陣
を
以
っ
て
，
陣
容
を
整
え
，
小
型
渦
巻
ポ
ン
プ
，
精
米
機
等
の
製
造

を
開
始
し
た
。
昭
和

22
年
ヤ
ン
マ
ー
デ
ィ
ー
ゼ
ル
株
式
会
社
の
系
列
に
入
り
，
全
面
的
に
小

型
舶
用
デ
ィ
ー
ゼ
ル
エ
ン
ジ
ン
並
び
に
各
種
エ
ン
ジ
ン
補
用
部
品
の
製
作
に
移
行
し
現
在
に

至
る
。
昭
和

24
年
住
友
電
気
工
業
の
超
硬
質
合
金
工
具
の
製
作
を
開
始
し
，
現
在
に
至
る
。

昭
和

25
年
プ
ラ
ス
チ
ッ
ク
用
金
型
の
製
作
を
開
始
し
，
現
在
で
は
ダ
イ
キ
ャ
ス
ト
，
粉
末
冶

金
，
精
密
鋳
造
用
の
金
型
を
も
開
始
し
現
在
に
至
る
。
昭
和

32
年
デ
ィ
ー
ゼ
ル
エ
ン
ジ
ン
始

動
用
高
圧
コ
ン
プ
レ
ッ
サ
ー
の
試
作
研
究
に
着
手
し
，
昭
和

34
年

4月
製
造
販
売
を
開
始
し

現
在
に
至
る
。
昭
和

35
年
理
研
ピ
ス
ト
ン
リ
ン
グ
株
式
会
社
よ
り
シ
ョ
ウ
プ
ロ
セ
ス
の
特
許

権
を
得
て
，
精
密
鋳
造
に
よ
る
金
型
製
作
を
開
発
し
た
。
昭
和

37
年

I,
B

.M
.,P

.C
.S

.統
計

会
計
機
を
設
置
し
，
次
い
で
シ
ス
テ
ム

36
0電
子
計
算
機
，
さ
ら
に

FA
C

O
M

23
0-

20
電

子
計
算
機
に
移
行
し
現
在
に
至
る
。
昭
和

46
年
関
税
法
に
よ
る
保
税
工
場
の
認
可
を
受
け

て
，
ヤ
ン
マ
ー
パ
ー
キ
ン
ス
の
デ
ィ
ー
ゼ
ル
エ
ン
ジ
ン
製
作
を
開
発
し
た
。
新
日
本
製
鉄
化

デ
ィ
ー
ゼ
ル
粉
末
冶
金
用
金
型
：
日
本
粉
末
冶
金

/

-
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・
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0（
男

60
0
女

50
）

・
職
員
男

14
5
女

27
工
員
男

40
2
女

4
そ
の
他

17
計

59
5（
昭

和
50
年

3月
1日
）

学
株
式
会
社
と
技
術
援
助
契
約
を
締
結
し
，

U
SM
低
発
泡
樹
脂
成
型
用
金
型
の
製
作
を
開

始
し
た
。
昭
和

47
年

7月
金
型
部
門
の
拡
充
の
た
め
資
本
金

10
00
万
円
に
て
当
社
の
子
会

社
と
し
て
徳
島
昭
和
精
機
株
式
会
社
を
設
立
，
創
業
を
開
始
す
る
。
昭
和

48
年

4月
産
業
機

械
部
門
を
設
立
し
，
高
速
切
断
機
を
開
発
試
作
し
て
販
売
を
開
始
。

出
所
）『
日
本
金
型
工
業
会
入
会
申
込
資
料
』
よ
り
作
成
。

注
1）

-は
不
記
載
，
●
は
判
読
不
能
を
意
味
す
る
。
句
読
点
な
ど
適
宜
補
っ
た
。
明
ら
か
な
誤
字
は
修
正
し
た
。

注
2）
株
式
会
社
（
株
），
有
限
会
社
（
有
）
は
基
本
的
に
省
略
し
た
。

注
3）
「
創
業
年
な
い
し
設
立
年
」「
日
本
金
型
工
業
会
入
会
年
」
は
西
暦
で
統
一
し
，
そ
れ
以
外
は
原
資
料
の
ま
ま
と
し
た
。

注
4）

1企
業
に
つ
き
パ
ン
フ
レ
ッ
ト
，
会
社
経
歴
書
等
資
料
が
複
数
あ
る
場
合
，「
パ
ン
フ
レ
ッ
ト
，
会
社
経
歴
書
等
に
記
載
の
従
業
員
数
（
人
）」
「
主
な
取
引
先
」
に
つ
い
て
は
，
そ
れ
ぞ
れ
に
記
載
の
従
業
員
数
，
取
引
先
を
示
し
，

資
料
作
成
年
月
日
，
時
点
が
わ
か
る
も
に
つ
い
て
は
そ
れ
も
示
し
た
。「
主
な
製
品
」
に
つ
い
て
は
任
意
の
内
容
を
掲
げ
た
。「
代
表
者
の
経
歴
，
な
い
し
役
員
名

/会
社
沿
革
」
に
つ
い
て
は
任
意
，
も
し
く
は
複
数
の
内
容
を
掲
げ
，

場
合
に
よ
っ
て
は
筆
者
の
判
断
で
複
数
の
内
容
を
編
集
，
統
合
し
て
掲
げ
た
。

注
5）
脱
会
，
再
入
会
な
ど
で
入
会
申
込
書
が

2通
あ
る
ケ
ー
ス
は

2つ
と
も
の
情
報
を
載
せ
た
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の歴史的発生過程に関する研究」（研究代表者：田中幹大，課題番号：19K01800）による研究成果の一部
である。

要旨: 本稿は，高度成長期の日本においてプラスチック射出成形用金型製造業がどのように形成
されたのか，および日本金型産業の技術競争力の根拠の 1 つといわれる発注側企業，プラスチック
射出成形企業，プラスチック射出成形用金型製造企業のデザイン・イン関係の発生過程について検討
した。プラスチック射出成形用金型製造業は射出成形用金型以外の金型製造企業や機械加工企業など
の参入によって形成されたこと，デザイン・イン関係については発注側企業が金型製造の失敗を避け
るために，特定のプラスチック射出成形用金型製造に特化した中小企業の製造技術を必要としたこと
によって生み出されたことが明らかになった。
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